
の特殊性を持つ日本企業の外延的鉱大に集約させて説明しようとしてい

る点に大きな問題がある.それらの軽量能が真に商品経済的に合理的なも

のであるならば、原理論において展開される必然牲を持つのであり 、J主

々は資本組織を原理的に十全に展開することによ って初めて、企業の内

在的論理、すなわち資本の内部組織の理論も、さらには日本企業の本来

の意味での特殊性の議論も、可能とすることができると考えるのである.

第11章 資本組織の形成と展開

孜々はこれまで、先行する多くの諸研究を通して、資本が相互にとり

結ぶ組織的関係の本質規定と経涜的機能を明らかにしよ うとしてきた.

いよいよ 、それらの検討を踏まえて、我々の資本組織論を展開する時で

ある.

まず、我々は、信用論から話を始めなくてはならない.産業連関上の

つながりを持った二つの資本の伺で、商品の代金の支払いを一定期間猶

予し、現金価格を通常上回る信用価格で代金の回収を図るのが商業信用

である.商業信用において与信者は、 8らの手元にある遊休資金を根拠

にし、さしあたり販売代金の回収を猶予する余裕があることを以って、

受信者に現在の賂買力を創出してやることになる.もちろん、状況によっ

ては与信者の測が、信用であっても何とか売っておきたいということも

あるであろうが、成立した関係からすれば、受信者への購民力創造を行

う立場にあるわけである.この関係によって、与信者は販売期間の確定

による流通費用の節約と生産の拡大というメリットに加えて、現金偏織

と信用価格との差額分の取得という利益が得られる.また、受信者の憾

では、手元にある現金を節約し生産のさらなる拡大が望め、利潤率を高

めることが期待できる.この受信者の側での科書司増大が、いわゆる利子

を支払いうる浪漫となる.これに対して、利子を要求しうる根拠は、与

信者が交渉中の信用価格に不満ならば現金市場で商品を売却しうるとい
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う僕格的関係にiltくべきであって、抽設的な所有の力に求めるべきでは

会いこ とは当然である.しかし、資本主義主主演の進氏をなす命品交倹関

係が、~.ììi主体の自由な利益追求活動を保証するものとし℃の所有制度

ヒ沿姥O(}に同時に成立するものである以上.一定期間後に販党代金が利

ι 引 'i;1・~ :;;)γ了子二3νでι二二1:~.!..b :t -:刀:;:;;_デ'よ、 Y:Iっ1.主二
息づくものだと言わざるをえない.

l萄~信用関係の形成によ って発行さ れた約束 F形は 、 '){ ;!í:き によ って

産業連関を遡って線転流通していくこ とになるが、発行者の信用力や額

i扇 ~ 'Il臣 、 期日な どの制約によ って完全な信用貨幣伎は持ちえない.そ こ

で、手形保持者は信用力の強い特別な資本の手形によって自らの待つ手

形を'.JIJり引いてもらい、入手した手形で原材科を購入することになる.

その特別な資本として成立するのが銀行資本であり 、緩行手形が流通技

術的に縁も発展したものが銀行券である.銀行資本は、自己資本に加え

て利子付預金によって集めた資金を根拠として、m行券による 手形割引
や当座貸越などの預金信用によって、産業資本に対して短期与信を行い

流動資本的鉱張のための資金を融通してやる.しかし.進委資本の聞定

資本的鉱援に必要な長期性の資金の融通、すなわち長期与信は、与信期

間が長期になるほIi危険性が噌大していくことと、受信資本の側でら、

長期にわたって債務が画定されることを望まない面があることによって

一般化はしないのである.

だが、銀行資本は、与信業務と預金業務を通して、産業資本には固定

資本投資に必要な長期の信用に対する需要が存在すること 、また、産業

資本の生産 販売活動の中で発生する遊休貨幣資本の中にはかなり長期

にわた勺て使用されない部分があることを知っている.そこで、銀行資

本は、長期牲の遊休資金の貸付けを仲介することで利益をあげようとす

ることになる.まず展開されるのが債券制度である.銀行資本は長期受

信を望む産業資本に債券を発行させ 、 これを他の序t~資本へと転先する.

&初、銀行による買い戻し保証などを行ってやれば、やがて債券の売買

が産業資本の閣でも直接なされるよ うになり 、債券市上誌が成立する.市
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坊の成立によって債券の流動性が高まっていけば、債券を保有すること

の危険性は低下していくわけだが、債券が確定利子付であることと返済

の期限があることによって、発行資本の倒の制約の大きさに変化はない.

債券の購入者の測でも、利子収入以外に期待される市助での売買差益に

は、価格変動が確定利子と返済期限とによって比較的小さな偏に制限さ

れることから相対的な限度がある.価格の変動騒が大きくなると、売買

差娠の可能性も大きくなるのだが、差損の限度は購入価格であるのに対

して、差益は論理的には上限はないので、証券市場の流動性が十分に高

ければ、証券を目前入する資本は価格変動を求めるとしてよい.こうして

登場するのが、稼式制度である.

当初は銀行資本が、産業資本に稼式証券を発行させ、それを他の資本

に転売することで稼式の涜通が始まる.株式証券は配当という形で、発

行産業資本の業殺と配当政策によって収益率が変わること、また、債券

と巽なり返t育期間がなく、発行産業資本が存続する限り配当取得権が持

続することによって、価絡の変動も極めて大きいものとなる.従って、

購入者の側からは、市場での売買差益が多額のものとして望めるのであ

り、徐々に売買は活発化し、採式市場ないしは資本市主誌は発展していく.

さらに、そこに証券業資本が分化ー発生してくると、そのブローカー業

務やディーラー業務によって情報伝達量や売買頻度が高まり 、資本市場

はさらなる発展を見せる.株式の涜動性が高まると、それまで貨幣市場

において運用されていた資金も、資本市場との問を往復することになり、

株価は、市場で標準化された予想配当を預金利子率で除した基本稼価の、

いわば周辺をめぐって動くことになる.だが、徐式証券に対しては、市

場参加者の投資活動に加えて投際活動が活発に行われるので、常にさら

なる値上がりを期待しての購入が行われ、基本株価からの現実稼価の義

援分として現れるt童相量的泡沫が存在することになる.好景気が予測され

るような局面では、資本市場全体で投書量的泡沫が巨大化し、基本稼価部

分を飲み込む.その発達の程度によっては、証券投機恐慌が発生するこ

とにもなる.
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こう した流通市渇の発展を見ながら、産業資本は稼式の発行を行うの

であるが、様式制度は返演の必要がなく、 しかも配当を政策的に変化さ

せることができるのちぜ色発行資本にとって錘めて有利だと言える』しか a

L、配当を下げたり ‘また、様式のI材発を行うこ とで臼らの保価を下げ

ふニニ U.、 '}ì~ のr，'( ぷ， jï よ誌でハ ~'LUI汀 ;，::J)':'~ ;l 全J'l:置にす ~.n で避けな

くてはならない，さらに、様式の発行は自己資本比率を高めることによ っ

て期間利潤率を低下させることにつながるので、それによる固定資本投

資が十分な収益性を持つ埼合しか行いえないのである.かくて産業資本

は、資本市場での傍価の動向と臼らの業績予忽を見比べながら、長期的

な倶J点に立って僚式の発行を行っていくのである.株価1;.高いと きに像

式を発行すれば、当然額面を鍾えるいわゆる創業者利得を取得すること

ができるが、購入資本の収益期待が燭入競争によって押し出したいわゆ

る創業者利得は、その本質において、発行資本の資本家的活動への信認

を4提示するものと見ることができる.ここに、資本家的活幼が、資本と

いう織念を縫定するものとして現れる荷量初が見られる.

さらに、資本家的活動の規定性が浮上してくる要因としては、権式発

行によって取得した資金によって入手した固定資本を、株式を発行した

資本家が使用するという事態が遂行することがある.・縁式制度を採用し

た資本家が、様式のうちどれだけを自分で保持し、どれだけを資本市場

で売却するかは原理的には決定できない.保有分は過半数であることも

あれば、ごく少数、さらにはゼロであっても原理的にはさしっかえない.

なぜなら.これまでのところ、株式には配当取得権の意味しかなく 、発

行資本に対する支配権なり稼主総会での議決権なりは原理的に展開され

ていなL、からである.様式の購入者は、あくまでも当該資本家の資本家

的能力に対する信認と‘資本市場での売買差益主の可能性への期待とに基

づいて篠式を買うのであり、その限りで資本に:対する支配権は要求され

ないからである.発行資本家の手元の保有株式がゼロである場合には最

も日月らかなのだが、そうでない場合でも縁式発行によって入手した財な

り貨幣なり生産手段なりについては、当初の所有分とは別に資本家がこ
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れを自 らの資本家的活動のために自由に用いるというこ とになるのであ

る.ここで、 従来は、三つの対立する見解が現れるのであった 0 *1ーは、

資本の保有する財産の所有権は稼式所持者に所有稼式数に応じて均等に

配分されているのであり 、これは資本が解体すると きに残余財産への訪

求権という形で明確に表現されるというものである.ただ、実質的には

大統主こそがその所有権を集中して持っているために資本の実質的支配

者だということになる.第二は、活動している資本家、ないしは経営者

が、真の意味での所有者であるというものだが、この場合には論者によっ

て所有の意味の変更あるいは希薄化が行われることになる.第三は、法

人という法律上の槻念を媒介として、資本ないしは会社それ自体を所有

者とみなすというものである.だが、これらはいずれも、原理論の中で、

冒頭の商品交妓とともに設定された、主主通主体の自由な利益優大化行動

を保証するものとしての所有制度の意味を突然改変したり、逆に所有の

形式を貫徹するために、未だ原理的に展開されていない筏式の有する支

配権や、資本家的活動の意味を相対化する資本の内部組織を突如前提し

たりしている議論である.そこに現象している事態を虚心に眺めるなら

ば、資本主義的経滋8量権としての所有制度とは遣う関係が形成されてい

ると言わざるをえない.所有制度の部分的乗り越えが起きているのであ

る.しかも、その乗り磁えは、資本の利益追求をさらに効率化するため

に信用機格の発展の上に続式制度と資本市場が展開される中で生じてき

たものであった.これは、稼式制度以降の資本主義のさらなる効率化の

中で、所有制度が部分的にはむしろ経措となってきたことを意味する.

もちろん、それは資本主義のM綾なり歴史的変質なりにつながるもので

はなく、資本主義が原理的に無際限の効率化運動を行っていく中で必然

化してきた事態なのである.

こうして稼式制度によって行われる所有制度の部分的乗り越えは、い

かなるお響を原埋論体系に与えるのだろうか.まず、その最大の影響は、

流通論において商品所有者、そして貨幣所有者の量産通活動の笠宮化と質

的変化として現れる資本家としての行動様式と資本概念とが、何よりも

-1Z4 

所有ではなく資本家的活動に基礎を置くものであることが明らかとなる

、二とでゐる o :~j品 、 資本ぷ(1"17.5幼 を 女ト訴から挑めて tdl品と貨幣のdl .ìl!l を

雌じての紘燥を.iiiしたjiijjlの鴻矯逃鑑定縄本1じしたらのか武ギでゐゐι

とは:当初から明確にしておかなくてはならない.しかし、 f*式制度が展

でう〆・ 1 工吹'工、 与 ~'，< ~‘ 千 円~ 'oh'二‘、 _r 1，.， ・、-¥-廿山?呼'そ.守町

が所有するものであった.商業信用や銀行信用、あるいは債券制度など

によ勺て、 所有拐:})交の限界を相対化し、j舌剣寸る資本家のも とに遊休し

ている貨幣を集める軽量檎は存証した.だが、それらの資金の使用が他の

資本家に委ねられるのは、あくまでも一定の期間内でのことであった.

一定期間後に、その間の使用権の代金であるやl子を伴って資金の返演が

行われなくてはならないこと自体、縁終的には所有制度の制約が効いて

いることを確証するものであったのである.しかし、 保式の場合.資金

の返済が一切問題にならないことで、所有制度の限界の解除は相対的な

ものから、 部分的ながらむ絶対的なものとなるのである.

所有制度の部分的乗り鑓えが、資本の概念混定における資本家的活動

の中心性を明らかにすることは、資本家自身の活動の様態にも変化を生

じさせることになる.員量的に言えば、資本家の，flj羽率極大化行動はその

まま維持されながら、極大化の目標となる利潤*が、短期的利潤率から

長期的利潤率に推移していくのである.資本家的活動が所有と分かちが

たく結びついている場合には、資本家はその活動基準を短期的な期間利

濁率におかざるをえない.とりわけ借入賞金を用いて操業している場合

には、返済期間までに利子を支払えるだけの幸11澗率上昇がなくてはいけ

ないので、このことは顕著に現れる.そ うでない坊合でも、次期の操業

資金や蓄積資金を今期に穆ぎaさなくてはならないこと、あるいは各期
の自己幸11湖のJtr蓄によって行わなくてはならないことは、資本家に、で

きるだけ短期的に利潤率上昇の効果を上げることを強要する.こうした

状況の下では、資本家は既存の設備をできるだけ温存しながら、部分的

に新設備ー新技術を取り入れる涜重量資本的活動を行っていく.そのため、

新産業筏術の全面的採用と社会的生産力上昇は、恐慌という形で資本家
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的活動に対して外務から強制されなくてはならないのである.

これに対し、株式制度と資本市場が発達し、産業資本が縁式証券の発

行によってある程度まとまった資金を手にできるようになると、今期や

来期といった短期間での利潤率上昇の必要性は相対的に弱まって くる.

たとえ今期に十分な設備投資資金がないとしても、その設備の採用によ っ

て長期的に利潤率を上昇ーさせることができるという予忽が資本家にあれ

ば、発行市場において株式を販売することで必要な資金を入手でき るの

である.もちろん、株式証券の増発は、配当支払いをI曽加させるだけで

なく、ヰIlil司率計算の分母を直接大き くすることによってむしろ利潤率を

低下させる効果を持つ，しかし、将来的な収益増大の期待が、それらを

上回って十分大きなものであれば‘資本家は株式発行による資金調達が

できるのである.かくて、資本家は各期の利潤率の制約から相対的に自

由に、長期的な生産ー流通計画に基づいて活動することが可能になるの

である.繰式の購入者として も、配当が発行資本の長期的計画の中であ

る金額に抑えられたとしても、資本家の活動計画を市場が評価し、将来

的な篠価が上昇することが見込めるならば、喜んで様式を購入する.資

本家は、こうして、資本市場での自己の株価と長期的な利潤率を考慮し

つつ、競争を展開することになる.だが、この競争は、短期利潤率を基

準にしていた場合以上に、持続的で恒常的にものたらざるをえない.な

ぜなら、長期利濁率は、今期を含めた各期における深慮に基づく行動、

後術革新や流通経路の改善、新商品の開発やさらには計画の立案 ー研究

といった個別活動の複合によって初めて高まるものであり 、そうした持

続的な競争関係は各資本家に長期計画に基礎づけられた多様な出資、そ

してある程度恒常的な固定資本的拡張を強いていくことになるからであ

る.実際的な資本家的活動と資本家間競争は、短期利潤率を基準とした

活動及び競争と、長期利潤率を基準とした活動及び競争の複合したもの

となるのだが、原理的な展開過程で両者の関係を理論的に整理してちく

ためには、様式制度と資本市場を媒介として、その前後で資本家の活動

様式に変化があるものとして説いておく必要があるのである.
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きて、青空木君主的活動の様壊が短期的なちのから長期的なもの変化する

よとは、資本主義経済にいかなるがiたな緩清徳織をらたらすであろ うか.

e その新た完儀織こそ、 4資本組織なのである.貸与の組織的側面品への重量誌

は、それ自身としては常に存在してきたと言ってよい.複殺の資本をま古
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現俣の経済が働き生産性が上昇する.また、他の部門との垂直的結合は

授術的改良と原料や効力の節約効果をもたらすかも しれない，さらに、

流通においても、長期的な奴号l関係を結ぶことによって、品質や納期の

，ruでの信rnが確保でき、さらにfi絡についてもある程度長期的な契約を
結ぶことができれば、 価格変動準備金を節約することができる白また、

同部門内での水平的結合によって市場価格を支配することができれば、

いわゆる独占利潤を手に入れることができる .だが、これらのメリット

にもかかわらず、原理的な競争関係の中では、これらの要請が直接的に

現実化することはない a 夜主主の資本を結合させることによる資本力の増

大や.固定資本投資の危険性の分散化は、株式制度という形を通して実

現できるし、その限りで規模の経済も実現可箆である白しかし、垂直的

結合による技術的改良や節約効巣は、もしそれが十分大きなものであれ

ば各資本が個別に自己の利潤の投下によって統合を行いJ、新たな結合産 ー

業部門を形成するごとになるのであり、複数の独立した資本の結合は、

その間に主主通が介在し価格をめぐる競争関係が存在する以上、長期的な

組織的関係としては不可畿である.その流通における長期的取引につい

ても、契約によって偏絡を国定的なものにすることは、他により安価に

財を供給する資本があるときに、取引関係を改変することが困難になる

ことを意味するのであり、取引コストの節約効果との大小関係によるが、

やはり一般的には展開できないということになる.さらに、いわゆる独

占組織の形成についても、原理的な条件だけでは全く不可告をだと言わざ

るをえない，競争関係にある資本が、一定の条件の下に緬絡の鶴定や生

産量の割lり当てに合意のもとに応じることは一般的には考えられない.

もし仮に、当該部門を覆う独占組織が形成されたとしても、保式制度に
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よって高利潤の見込みさえあれば、比較的容易に参入が可能なのだから、

長期的には必ず独占に対するアウトサイダーが現れ、偏絡競争や新たな

生産方法によって独占を解体することになる.しかも、様式制度が展開

されている場合には、資本家の活動様式は短期利潤率の極大化を求めて

のものから、長期的な展望に基づいたものに変化しているわけだから、

長期的に破綻が予想される独占組織はもとより形成されないのである

それでは、資本家間の商品経涜的競争関係と両立し、しかも、稼式制

度と資本市場の発展によって所有制度の部分的乗り越えが行われたこと

を媒介として形成される、資本間の組織的関係、すなわち国有の意味で

の資本組織はいかなるものであろうか.それは、資本家の活動緩式が長

期i利潤率の最大化を求めて行われるようになることをまさに直接の媒介

として成立するものでなくてはならない.

産業資本は、通常、市場を通じて、市局で変動する価格によって原材

料など必要な財を購入し、製品を他の産業資本や消費者に販売している.

その場合の行動は、できるだけ安価な資本から購入し、できるだけ高く

貰ってくれる資本に販売するというものである.取引相手は次々と変化

していくのが通常であり、仮に結果的に長期的な取引が行われたとして

も、より有利な取引相手が見つかれば、そちらへ移行するというもので

ある.だが、 t定通を産業資本が直接行うことは、様々な流通費用がかか

るし、取引相手を擁したり宣伝を行ったりするための情報費用が個別の

資本家にとって重荷である.そこで、流通を専門に行う資本が商業資本

として分化し、この資本のもとに流通 情報活動を集中することによっ

て、産業資本は自らの利潤率を高めることができる.商業資本は産業資

本から市場価絡より安く購入し、それを市場価格で販売することで基本

的には幸IJ~Iを上げることになる.だが、以上見たような関係の中で得ら

れる短期的な利益、すなわち、より有利な取引相手に代えることによる

利益と、商業資本に涜通過程をいわば委譲することによって得られる利

誌とを越えるような長期的利益の可能性があれば、産業資本は商品取引
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にむいて長期的関係をとり結ぶであろう.そのような長期的な利益は符

態的なものではあっえない。新高品の開発と、それによる新たなお突の

関妬、4技術革新民よ.る大規模を生産性上昇のよ・きな鶏態的なもの℃なけ~ J'(

11ば、健!日l的な利益を犠牲にしても湿求するに備するほど大幅なもので

~d. .0 .Jえないのでゐる.て」て ..:]， :;，<10な-(必 tf~ f，Jぷの，去に;ノ戸、え;Jj'lヲ

な取引関係を結ぶことによって得られる可能性がある，取引相手は、そ

の資本でなければ知りえない技術的 市士号的情報を有している.その産

業資本に製品を販売する資本は、今後有効性を持つような素材があり 、

それを用いた新たな製品開発ができること、あるいはそうした茶材の開

発にどれだけの期間と資金が必要であるかということを伝えたいかもし

れない.また、当該産業資本から製品を購入する資本は、自らが開発す

る商品にとってどのような渠材が必要であるかということ 、また.どれ

だけ技術革新を行い素材の価格をどれだけ引き下げれば、自らの製品価

俗を Fげることができ需愛の大幅な{申ひが見込めるかということを伝え

たいと思勺ているかもしれない.このように、取引関係にある資本が栂

互に持つ動態的な革新要求は、市場での短期的な競争によって中断され

ずに、長期的に遺求されることによって達成可能なものである.従って、

固有の情報は単に伝達されたり販売されたりするのではなく F長期的な亀

取引関係の形成を伴いつつ;取引における組事量的関係を通じての情報共

有という形で伝えられるのでなければ有効ではない.このような劫態的

な情報共有によって得られる長期的利益への期待が高ければ，短期的利

益を錨牲にしても 、長期的取引が展開されることになる.これが資本組

織の最も基本的な形態である.長期的取引によって価格の面で安定した

売買が行われることによって、それぞれの資本は計画的な技術革新や新

商品開発ができることになり、やがて入手される長期的利益は、長期的

取引関係にある資本の閣で分配されることになる.さらに、長期的取引

の形成によって、派生的に価格変動準備金などの涜通費用の節約や、生

産過程の結合による生産性上昇の効果も得られることは言うまでもない.

このような長期的取引の形態での資本組織は、情報共有による劫怒的な
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利益の可能性が消滅すれば解体されるのであるだけでなく、それ自体が

同一部門内の他資本との競争に膨利することを目的としたものであり、

長期的な競争と対立するものであるどころか、それを促進し、激化する

ものなのである.

こうして、長期的政引形態での資本組滋が形成されるのだが、相対的

に回定的な取引を通じた傍綴共有の持つ動態的な効率化・成長促進効巣

は、主軸atJな取引部門だけではなく、取引関係が比較的薄い部門との間

でも存在するものである.さらに、今後の展開ということを考えれば、

新たな耳目|関係の形成や取引相手を通した間銭的関係によって、今全く

直媛的取引のない部門とも組織的な情報共有関係を結んでおくことは有

.fllなことになる.かくして、取引額の大きさや情報の重要度の追いによっ

て疎密の差はありつつも、動態的情報の共有を目的とした資本集団が形

作られることになる.情報の有効性ということに関して言えば、資本集

団の中にはできるだけ多綾な部門が含まれていた方がよいのであり、経

t青はいくつかの資本集団によってゆるやかに分割されるということも生

じる.こうして資本組織の発展した形態としての資本集団が形成される

のだが、これもまた原理的には長期的利益の有無によって縫散ー集合を

繰り返すと考えられる.

以上のようにして、長期的取引及び資本集団という形態で資本組織は

展開されるのだが、情報共有によって長期的な利益を共に展望するとい

う場合に、どのような形で革新を行うのか、また、革新による利益をど

のように分配するかについて、必ずしも資本間で合意が成立しないこと

が考えられる.また、合~が形成されたとしても、何らかの形で妥協を

余儀なくされることもあるであるう.期待される利益が十分に大きい場

合はよいのだが、妥憶による利益喪失の予想が考慮に値するものであれ

ば、何とかして自らの判断の方を貫徹したいと考えるであろう.他方の、

判断を強要される資本の側も、それによる利益喪失分を補うようなメリッ

トがあれば、非対称な資本組重量の形成に応じるであろう.これら弱者の

要誇に応じるためには、いかなる結合後式が考えられるであろうか.そ
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れは、金融的な結合であろ‘うJ金融的な結合と言っても、商業信用など

の奴期的金品査は、対体的なa.i匹組織による収づ|にi寸鎚してすでに11.;~ ii 

pれている怪ずえムム.ιモでl孟i組になるのは長紛的な盆峰、よ.').vl人
保式証券の強入による現在の資金供給と将来の資金供給の保証とである.

1己5円切CiJiの;τ喰をよjth町ろそ宅S;:(ニ.ナt'子dJVf?とそ;')1世ぷ?を十全土てら、 11τ 

対林の資本鋭機の形成による期待利益がそれを滋えて十分に大きければ、

資金の提供を行うであろう.また、判断を強暗号される資本も、期待され

る長期的事l必が、当初の予定より小さなものにとどまると考えたとして

も、資金供給によるメリ γトがそれをカバーするものであれば、非対祢

な資本組織の形成に応じることになる.ここに至って、資本家と資本家、

あるいは資本と資本の、支配ー従属関係が導入されてくるのである.こ

のような非対祢な資本組織は、その形成によ って長期効慾的な利益が期

待されるところには次々と展開されることになる.それまでの対称的な

資本総殺は、財の取引関係を媒介とした産業資本相互のものであ勺たの

に対し、非対称な資本組織は、産業資本 ・商業資本，銀行資本の3者の

後々な組み合わせの間で展開されるようになるのである.まず、産業資

本は、自己の製品の効率的な販売と消費者情報の収集のために、商業資

本に対して支配的関係を結んでい-<.かもしれない.またu 遂に、商業資 マ

本が、いくつかの産業資本を支配的関係の下につなぎ、自己の商品販売

戦略に従った生産ー製品開発を行わせるかもしれない.さらには、銀行

資本が他の銀行資本を系列化したり 3・H 、自らと金属虫取引関係にある産
業資本や商業資本と支配的関係を結ぶことで、生産や主主通に移響力を行

使し、自らの利潤率の上昇を図ることもあるだろう.こうして‘経済の

内部に複鎗・多様に展開される非対称な資本組事量が、資本系列である.

すでに述べたように、これらの関係は、非対称ながらも結合に応じる両

苦の得られる利益と、支配する舗の資本による長期資金の侠与を通じて

形成されるものである.従属的関係に入る資本の側の同意がなければ、

いかに縁式を湾入しでも容易に支配ー従属関係は成立しえないのである

し、結合によるメリットが失われれば、篠式は流通市上告で売却され、資
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本系列は解泊することにもなる.だが、銑式の保有が将来的にも資金を

供給する意志を示している限りで、多くの株式を保有する資本に対して、

発行資本は後々な配慮をしなければならず、保式の大量保有は発行資本

に対してかなりの移響力を‘それ自体として持つと言ってよい.そうい

う怠味で、原理的には配当取符権の商品化を根本規定とする稼式証券に、

この段階に来て支配証券としてのB霊能が加わっていくことになる.資本

市主誌の理論的展開によって示されていた、篠式証券の幸1I翻証券ー投機証

券という基本的性絡に加えて、資本組織の理訟で導かれる支配証券とし

ての性格、資本解散時の残余財産への誇求権を示す財産証券としての性

4告が出そろい、株式証券の4機能が論理発生3量的に日月らかにされたので

ある.

ただし、いわゆる企業売買、敵対的企業安収は、未だこの段階で説く

ことはできない。資本の根本規定は、あくまでも資本家的活動にあるの

であり、資本の自己t曽殖運動と言っても、資本家の活動を外部から眺め

た概念に他ならない.当該資本の資本家から書量れて、その意向を無視し

て資本が売買されることは論理的にありえない.もし、何らかの売買が

あるとすれば、それは資本の売買ではなく、資本家的活動に用いられて

いた財産の売員にすぎないのである.ただし、次章で資本の内部組織が

展開されれば、話は少し遣ってくる.資本の内部組織の形成は、中心的

資本家の決定を最大の重量図としつつも、複数の主体の協働によって資本

が動いていくようになることを志味する.そこでは、一人の資本家の活

動性の意義は格対的に薄れていくことになる.そうなれば、活動体とし

ての資本が従来の活動性を残したまま、新たな資本家の資本家的活動に

委ねられることが可能になる.株式の集中による企業の乗っ取りや、資

本家が新たなカ能発揮の場を求めて他の資本に移動することが、原理的

にも展開できるようになるのは、この段階においてである.もちろん、

乗っ取り行動に対しては、様々な防衛策が講じられることになり、その

場合、すでに展開された資本集団等の資本組織が利用されるのである.
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第 1ii百 資本家.})競合と協力

資本組織が、隊式保有によって表示される長期的資金供与の意志を背

最として、非対称な、支配 被支配の関係を含んだ資本綴織、すなわち

資本系列にまで発展してくると、上位の資本家、下位の資本家双方が、

資本家的活動の独立性を縫j寺することが崇志味であり、 一つの資本とし

て資本家的共同行動を行った方がよいと思う局面が出てくる.そこから、

資本の内部組事瞳の発生を説こうというのが、我有の基本的な視点である.

原埋論のそれまでの段階では、資本はあくまでも資本家の個人的活動を

その全内容として存在するものとしか理論的には規定できないものであ勺

た.資本家の Fで、生皮・流通活動に従事する労働者i立、資本家がう守備

市場で購入した労働力商品の担い手として、主体性を剥奪された彩での

み登場してきたのであった.だが、現実の資本主義においては、資本は

企業組織として存在し、複数の重役からなる経営者集団によって運営さ

れJ 労働者も様々な度合いで企業活動に主体的に参加しているようは見

える，原理論の資本概念ーと現実の資本主義の企業像との費整備は何らかの

形で埋められねばならない.我々は、資本組織の理論を媒介することに

よって、現実の企業組織を分析する理論的視座を、与えうると考える.

それを課題とするのが、資本の内部組織の理論である.

資本の内部組織論の課題は大別して二つある園一つは、複数の資本家

が貴重合と憶力によって形成する資本の内部組織の基本構造はいかなるも

のであるかという問題である.二つ目は‘資本の内部組織が展開される

ことによって、労働者の行動、そして、資本家による労働者統合の仕方

にいかなる変化が生じ、それが原理論での労働者の存在論にいかなる変

容と立体的な構造を与えるかを明らかにすることである.我々は本章で

こうの諜題を順次解決していくであろう.
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まず、 IIII者の問題を明らかにしていく上で、原埋論における資本の内

部組織の分析の先駆的業絞であり、しかも、結果として対照的な帰結を

砕いた点でも興味深い、訟尾秀tlt.氏と須藤修氏の論考を検討するのが効

~的であると忠われる.

松尾秀tt氏i立、 J若者 r所有と経営の経務理論』の第5:.主「企業の里重論J

において、 l資本家的共同休を企業として額型化し、その分化・発生を

廃論{ヒする作業J1021として、自らの資本の内部組織論を位置付けた.

企業組織をマルクス経済学の測から、論理的発生論に基づいて展開して

いこうとする方向性は全く正しいものであるが、ここにすでに、企業を

資本家の共同体ととらえる松尾氏の難点が現れている.松尾氏のように、

商品売買関係でない人間関係はすべて共同体的関係としてとらえてしま

うと、資本の組滋的関係についても、むしろ市場での競争と対立するこ

とのみが主張され、資本組織そのものが市場での利潤追求活動をより効

率化し、競争を促進するというより基本的な碩を見落としてしま うこと

になる.資本家集団を資本家共同体としてとらえる視点のもたらす函重量

を、孜々は以下で抱錨していくことになるであろう。

松尾氏は、合名会社ー合資会社・有限会社・株式会社という、企業形

態の法律的な類型化を、論理的発生論によって理論的に穣拠づけよ うと

し、まず肢も素朴な形態と考えられる合名会社から始める.

「合名会社は、パートナー シップという名称が示すとおり、創業

者が何人かで集団を組織して、各人が経営主体として共同事業を営む

という資本家共同体の形態である.当然に経営主体のあいだにも序列

が形成されるが、下位の経営主体であっても、まだ経営主体としての

資本家的活動は停止していない.商品売買の収引相手にたいしての債

務支払い粂件は、経営主体の全員が各自の全財産を以って債務の支払

いに充当するという条件として提示されている.ところが、経営主体

の集団の内部において、ひとつの変化が生じる.それは、無限責任社

員としての経営主体のなかで、経営主体と しての活動を放棄する、あ

るいは放棄せざるをえない主体が分化 ー発生してくるという変化であ
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る.それはJどういう事情で発生するのだろうか.ひとつi土 、下位の

経営主体が会社の経営活劫から脱退するといつことがあろう.資本家

共民体位しての商品充実話重量や経営福重量を鎧いきれなくなるとい主事

情が発生するわけである.そうなると 、そのような出資者は、自己の

全'HJ主圭L1てjj..l_，j.;;主ユ ，ザ乙Jι ‘'j-「3と" う':， :<;_>.、J、:2T1E7F;こiL

ることができなくなり、有限の責任を条件として要求するようになろ

うn このような理由で有限責任社員としての出資者を作り出すと 、そ

の反作用が発生するーすなわち、有望な合資会社にたいしては、経営

主体としての行動そのものは患いたくないが、またその合資会社の債

務を自己の全財産を以てまでも引き受けたくはないが、自由な干'1潤蓄

積部分としての遊休資金の有利な運用先として出資しようという資本

家が発生すると いう状況が呼び起こきれるのである o J L 0 l ) 

ここまでの説明は、合名会社と合資会社に関するものであるが、怯尾

氏の企業理論の全構造はすでに現れている.まず、剖業時における集団

経営から始めて、組織内部における経営者相互の関係の中で、自己の損

失を最も低くするように行動することの中から、諸々の企業形態が展開

されるというものである.だが、当初、なぜ経営主体集団が形成される

のかν共同経営の荷品経済的メリットは何かということは、ここでは一

切問題にされていないf経済学原理論における論理的発生論の方法とは、

資本主義的な行動主体が自己の商品経務的利得を求めて行動する中で、

稜々な担重機形成への要誇が生じ、それが1'1濁追求競争の下で実現可能な

ものであれば、現実的経済篠構として展開されるというものである.そ

うであれば、資本の内部組織の展開にあたっても、それが持つ商品経涜

的な効率性がまず根本的な要閣として議論の発喝に置かなくてはならな

いはずである.もっとも、松尾氏は、ここに先立つ章において、資本家

と資本家との結合がもたらす効果のいくつかを示唆してはいる.

「資本家と資本家が結合すると多くのメリットが発生し、倍々の資本

家にとっては利潤率の増進となってあらわれる.しかし、結合した資

本家と資本家のあいだには、資本家共同体内部では当然なのであるが、
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活動主体としての序列が生じるのである.この序列の高低に応じて、

資本家共同体全体が獲得した利潤の配分の比率が決定してくる伺そこ

で資本家はそれぞれ最高位の経営主体の地位を目治して、資本家共同

体内て'争闘殺を繰り広げること になる.この争開戦は主体と主体の直

線的な人間関係における主主争関係なのであって、商品経済的ビヘイヴィ

アではなく 、共同休的ビヘイヴィアとして展開されるのである.資本

家は結合した以上、経営主体としての行動をおこなわなければ資本家

共同休の利潤を経営者報酬として自分のものにすることはできない.

けれども 、経営主体がひとりないし数人の人間で占められることにな

る給巣、多数の非経営主体としての出資者もまた資本家として独自に

商品売買活動を再開することになろう固 J] 041 

ここで松尾氏は、個別の資本家が個々の幸IJd耳を結合によって増大させ

ることを目的にして集団を形成すること、手IJ潤の配分をめぐって資本家

悶に競合が行われ、これが、経営主体としての序列を形成するものとな

ることを指摘している.健かに、経済軽量織が展開されることによって利

潤の地大が見込めるのでなければ、そのような機構はそもそも形成され

ることはないのであるから、結合によって利潤の増大が期待されること

は当然である.問題は、資本結合への要誇があっても、商品経務的な競

争関係が結合の一般的実現を妨げるようなものであれば、実現されない

ということである.資本家は資本主義経演の中の活動主体として、本来

自らの予想と判断に基づいて自由な行動を行うものである.個々の予想、

や判断が完全に一致するということは、ごく偶然にしか起こりえない以

上、資本家行動から何の媒介もなしに資本結合を理論的に導くことはで

きない.現実の資本主義では、血緩や友人関係に基づく結合や、経営手

続のある者に資金提供者が偶人的に現れる場合‘ 05)もあるであろうが、

それらは原理的に展開できないという意味で理論的には個人資本家と見

なして処理されるべきである.資本総合が一般的に可能になるのは、金

議機構の発展の結果、株式制度と資本市場が展開され、所有制度の部分

的乗り魁えによって資本組織が展開された後である.現実に歴史的に展
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関されてきた資本結合様式は、ぞのような原理的諸段構の展開の未警備

を、偶然の出会いや、非経涜的な信頼関係で補コことで、事実上の形成

句 津見たもーりだと~~;るこ ιが:乙きるいt.:. "4' 、そtL:らの非 1樋品経滅的~偽

は、 一定の基準を持たない無定形なものである以上、 もともと 、経漬学

?な!'~:~ ~二:ょづ J、でさむし )v、て'あユ

松尾氏i立、資本市場及び資本組織の埋論的展開を媒介にするという方

向をとらなかったため、資本立志の紘一の困難といっ商品経済的競争関

係のもたらす反対重要因を解除するため、突如、非西田品経涜的な共同体的

関係を導き入れてしまったのである.松尾氏は次のように、資本結合の

彼~に共同体的関係を置くことを正統化しようとする .

「共同体的人間関係とは、 一般には非商品経済的人間関係の全体と同

じことであるといってもよいであろう。この非商品経済的人間関係に

ついては、山口重克によって問題提起され設けてきたが、原理訟の渇

としての純粋資本主主社会にあってら共肉体にはさまざまに息づいて

おり、たとえば、資本家も労働者もそれぞれの生活の場としての家族

共同体を栴築し、商品経済的活動が展開される社会的活動の場におい

ても、共同体は企業とい古会社組織とか法人組織などによって、資本

家の組織する共同体すなわち資本家共同体と eして息づいて~~る..ル.

坤 Eれ、かなる資本主義社会においても島字宙として涜通t世壁界に浮遊じて

いる共同体には、経済学の原理論では規定しようのない無原理的人間

関係が実存している.それでも原理論は、たとえば様式会社を説こう

としたり、労働者の世代的再生産を説こうとしたりする限りでは共同

体の問題にコミットせぎるを得なくなる.共同体の人間関係において、

おそらく共通に指摘できることは、人間関係に序列があるということ

だろう.その共同体的序列のなかに、命令や強制や東努や相互扶助や

集団ゆえの人間の俊ぴや悲劇がそれぞれに実在するのである.そこで

は、人間は信人として主体性を有しているのではなく、集団の携成員

として部分主体を織成するのである.. J ] 0') 

山口重克氏は、原理論の中にも何箇所かブラック・ボックスに入れて
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残さなくてはならない、非商品経済的な領l或があるとしたわけだが、松

尾氏はその部分を一律に共同体的関係と読み換え、無限定に原理論の中

へと導入することを主張している.だが、原理論でいきなりは汲いえな

い いわゆるブラックーボックスの部分の中にも、元来、資本主義的な

関係にとって異質なものと、それまでは方法論的限定の下にあったが、

さらなる理論展開を媒介とすることによって、その限定が解除され、原

煙的に扱いうるようになるものとの遣いがあるのである.資本の内部組

滋は、資本市場及び資本組織の展開を媒介とすれば原理論で問題にしう

るのだが、それはあくまでも商品経涜的な際檎として 、資本主義にさら

なる効率をもたらすものとしてであって、共同体的関係として展開され

るのではない.

~~尾氏も効率化の蘭を全く見ていないのではない。企業形態に関する

諸説を検討した中で、合名会社の形成動因として、資本力の大きさの追

求に加えて、 「資本家の活動そのものが増幅して活発化することによる

利潤率地進メリット j 11)7)や、 f人間の主体性も組織された主体性とし

てよりよく発揮されることになるというマルクス的な分業ー協業メリッ

トj 1 1) 8 ) を提示している。t'~尾氏には、資本の組滋化と氏が呼ぶ資本力

増大の追求よりも、資本家の組織化と呼ばれる、一人の経営者の統括で

きる限界を突破する行動に、企業組滋形成の動因を求めようとする姿勢

が見られる，さらに、氏は、主体能力の高まりが、 f行動の厚みや情報

収集能力の増大、判断の的確性向上など」川引に由来することも指摘し

ている.それぞれ、企業組織の一般的な形成因としてはもっともなのだ

が、我々が原理論で行うべきことは、資本主義的競争と両立する形で、

それをさらに効率化するものとして経済機構の展開の延長上に、資本の

内部組織を導くことである.その目的のためには、一層厳密に、内部組

織形成のメリットとデメリヴトとが解析され、展開の制約を解除する条

件が明示されなくてはならない.

松尾氏のように、一般的な結合要議から合名会社を説き、合資会社、

有限会社、株式会社と説き上げていくことは、以上のような問題点を含
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むものであった。だが、.fIl々は、今しぼム〈氏の論障に従「て、資本の

内部組織の分析を深めていきたいと思う.

経営主体集団の市:C'.，.活動を本当に鑑、主祭儀責任社員と胡添勉を主主乗

し、遺体資金の運用の而だけを考える有l寝台任社員とへの分化が発生す

4 一二ニ 工.).， .，三 ~.-i:..... :::ω J: ，，:，:;;'，-;4二iJi;ノ，-，;'，.! JきV_}，五点、リミ主人主一二

し、活動主体もが有限責任社員となる状態が一般化すると言う.氏によ

れば、釘限会社はこうして成立する.しかし、有限会社には、自己の出

資持ち分を回収するときの煩E質性ー困難牲という制約条件がある，その

制約を乗り滋えるために、出資持ち分を味式という単位に分害11し、さら

に株式証券として売買可援な形にすることが行われるのである a 松尾氏

l立、複数の活動主体の結合から始めて 、株式会社を展開したにもかかわ

らず、!*式会社では、経営活動の担い手b玉、 最大の練式保有者である必

然性は消滅しているとする.その一つの母由は、資本市場の発展によっ

て株式の波動性が増し、株式保有者は、遊休資金の一時的選F目先として

のみ、株式投資を考えるようになるということである.だが‘恐らく、

松尾氏の本当の主張l土、資本家共同体内部の、楠互関係の変化という、

もう一つの理由の方にあると恩われる.氏は言う.

fとこでチだれが経営主体となるか?という問題を考察じよう.株式

会社が創立された時点では、リーダー・シップを発獅した出資者とし

ての創業者が、資本家共同体の首長としての経営主体の地位につくで

あろう.経営主体は複数であってもよい.'とこ，ろが、経営主体は人間

であって、永久の経営主体ではありえない.経営主体の世代交代が実

現すれば、稼式会社は継続した商品売買活動の行動主体として資本家

社会に生き続けることができる.その世代交代においては、稼式会社

の発行した株式証券を保有する主体は、 一般に、株式会社の経営主体

の世代交代には関心がなく、また配当でさえも主要な関心の対象には

ならず、いかにして自己の保有する様式証券を高い価格で販売するか、

ということを主なる行動目的にしているので、影響力を発御しない.

したがって、株式証券の保有という要因は経営主体の地位につくため
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の要因としては極めて消極化するのである.資本家共同休において、

上級労働者として経営主体の活動を補佐してきた人闘がその経営主体

としての手続を評価されて、あるいは資本家共同体における昇任をめ

ぐる闘争犠の勝手11者が、あらたなる経営主体の地位に就任し、経営活

効を開始することになるのである o J 1 10) 

松尾氏は、株式保有者である創業者から、次の代の経営主体に世代交

代が行われることを、抹式保有の消極化の契織としている.そして、全

く株式を保有しない上級労働者が経営主体となることもあると言うので

ある.ただ、その際、株式会社そのものが行動主体となるという論理が

混入してくるのだが、資本を、あくまでも資本家にとっての活動の客体

だとしていた氏が、この論理をどこから導いたかについては説明がない.

いずれにしても、氏の場合、株式保有がなぜ当初の経営主体としての地

位を意味するものとしての性格を失っていくのかについて十分な説明が

ないのであり、そのことが、 稼式証券の支配証券としての側面を分析す

る際に、法律による権利の観念なる、経E青学的に苦言怒されえない契機を

導入させる原因となっているのである.

「株主は総じてそのような稼式会社のアウトサイドにおける行動主体

に徒化する傾向が発生するが、採式証券の保有者としての株主には、

権利としての経営活動への参加が社会的規範としての法律によって認

められているのであって、この規範を利用して、資本家共同体におけ

る経営主体の地位を目指す行動主体が登場することもありうるのであ

る.すなわち、序論において展開した所有に関する第四命題がここで

意味をもってくるのである. r企業を売買する』という現象がこれで

あるが、原理諭としては、もうすこし正確に表現しなければならない

だろう.当該株式会社の経営活動に参加しようと意図した行動主体と

しての資本家は、まず、発行済採式証券の過半数を買い集めなければ

ならない.このプロセスにおいて、株価は高麗するから、資本家共同

体の外部の資本家が経営主体になるためには、発行済稼式の過半数を

良い集めるだけの貨幣を手元にもっているか、貨幣を借り入れるか、
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自己の経営する株式会社において噌資をして騎入のための貨幣を調達

するかのいずれか、 dうるいはせの組み命わせによって性L'í ~の賃借14
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経済的合理性を持つものとして社会的規筏としての法律が受け入れられ

るためには、その規;腹自身が. I京f型的な幼率化機官Eの在りんーを i主~"iヒ し

たものとして、当事者に桜解されていることが必要であろう.原理論に、

生の形で社会的規範を持ち込み‘原埋的な展開を煤介するのではなく、

それが資本主義的な合理性を持つ関係であれば、それ自体の憶織を~論

的に展開しておくことが必要なのである.

また、絵尾氏l立、紘一式会社の外部の資本家が、当該株式会社の縫営主

体となることのメリットを二つに分けて述へている.一つは、その資本

家が新たな事業分野に参入する際にー生産設備の建設や新市喝の縫保に

貨幣的ー時間的コストが必婆であっ、既存の株式会社を利用した方が安

価であるというものである.もう一つは、自らが参入したとすれば供給

過剰が予怨される場合に、既存の株式会社の栄っ取っにぶつて、部門ヰ11

泊李jを高位年二保?たまま参入した方がよ匂ということ_1;'ある r 前煮は崎

新部門における蓄積を効率化するために既存様式会社の支配を行うとい

うことであり、採式の取得によって支配権を経ることができるという機

構が成立与て!:!.tl:f_ ~ .らと同都市の他社を支配する ζ とによっ.て 吋利 .

潤再投資による以上の速度で蓄積を行うことと同ーの行動であると言え

る.そして、そうした行動は、資本家としてはありうるものであるが、

低尾氏の立論はぜ静惑的な利益の確保にとどめた説明であるために一般

化できないものとなっている.他の資本に対する支配的結合が成立する

ためには、現時点における禄互主的利益の見込みを上凶る、長期的て'動n;.

的な利益の確保がなくてはならない.組織的結合関係の形成は、 一種の

般会費用を負わせるものであるため、その費用を補って余りある長期的

利益の予忽が結合の前提となるのである.liil一部門内の他資本に対する
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支配であれば、対象となる資本が、特別な技術的知識や販路を持ってい

ることが必要であるし、新規に参入する部門の他資本を支配する場合に

も、自らがその資本と結合することによる、新たな事業展開や技術革新

の効果が期待できるのでなければならないのである.そうした長期的利

益の予想に付随して、短期的な、調査ー建設コストの続減も考慮に入る

という関係なのて'ある.他方、松尾氏の言うもう一つのメ リットは、原

理 ~Jには容認できないものと考えられる.自らの新規参入によって、当

該部門の利潤率が低滋することを予想したとしても 、現在の部門より一

定期間についてでも有利であると判断するからこそ、資本の移動が生じ

るのである.たとえ、その個別資本家が、部門寺tJ潤率を下げないために

既存株式会社の支配を行うことにしたとしても 、高専tJ湖E事部門には、他

の新たな参入者があるはずであり 、いずれ部門利務率の低下は避けられ

ない.すでに、前主主で我々が見たよう に、個別資本家に、独占的な市場

支配への願望があるこ とは否定できないが、その願望は市場における競

争によって全く排除されていくことになるのであり、とりわけ資本組訟

が長期的な利益予想に基づくものであるために、独占的な組議 結合の

形成は、当初から行われることはないと原理的には考えられるのである.

さらに、 松尾氏は、支配を目的とした稼式証券の買い占めが、個人と

しての資本家によって行われる場合もあれば、 一つの資本家共同体総体

によって行われることもあると言う.そして、後者の場合には、稼式会

社が他の稼式会社の株主になるという形で行われるのだと言う.しかし、

そのとき、 株式のl所有主体は法人としての按式会社ということになるの

だろうか.所有の概念を相対化する松尾氏も、所有主体一所有客体とい

う概念を否定したわけではなかった.とすれば、株式会社が榛主となる

場合にも、所有主体が特定できるはずである.資本家共同体が総体とし

て、 『われわれのモノ j という概念を抱くのか、トップの経営主体が所

有の概念を持つのか明らかでないが、ここにも、所有制度の部分的乗り

纏えの契機を明確にしなかったことによる無理が現れていると言わざる

をえない.
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きて、 松尾氏は、改めて 、株式証券の買い占めが榛式会社に対する支

自己をもたらす哩簡を向い、次のように述べる.

tでは、なぜ篠式.:tE券の過半量主演い奴つによって、そのほ式会社にお

ける経営主体になりうるのかと いうと 、資本主J主社会においては、活
つ計ム ，、2 、，、。一 ・4ルー‘ ..， .~‘. • .，'! ，，~ ..... .:.. -.... 士 、.1.，，7"1--，ト.r..， ~、守ー』ム、 -. .句 、<~~. 

動を拘束する社会的な規範と しての探主の権利が容認されているから

である 2 権利!というのは、向己の活動が自己の属する人間!集団に必い

ては、 他の織成員から許容されているという観念のことである，とり

わけ この権利の観念にもとづく行動位、将主総会における決定方法

に反映しているョ多数の人間がある事柄を決定しようとし‘対立する

怠見が存在する場合は、共同体的人間関係の湯量Eにしたがって、ある

決着を見るしかない.それは、商品経済的ビヘイヴ ィアとは異なる!世

界のビヘイヴィアの世界である.その規範は、資本主義社会における

保式会社の妹二主総会の場合には、多数の議決権を獲得Lているほうの

怠志が優先するという規範である.他より多数の議決権を行使できる

のであれば、僚主総会でその議決権を行使できた様主が経営主体にな

っうるのであって、既存の経営r.HJJの担い手としての経営玉体は資本
家共同体の首長の地伎を喪失せざるをえない.したがって、商品経務

的行動としての売買という行海は、あくまでも稼式証券の売質までで

あって、そのあとの篠主総会での所有観念にもとづくビへイヴィアは、

商品経演における行動主体の行為を拘束しうる資本家社会的規範とし

ての共同体どへイヴィアにもとづく行動であったのである.

けれども、現実の資本主義社会における笑綬を積み重ねてきた巨大

な株式会社においては、一般的にいって、株主の経営主体になりうる

権利は休眠するのである，経営主体は資本家共同休における序列の優

位牲にもとづいて経営活動を継続することができるし、経営主体の世

代交代の埼合も、 一般的にいって 資本家共同体内部での序列の上昇

によって行なわれるのである。 j 1 L::I 

ここでの松尾氏の議論は、共同体的な規獲に従って、多数の稼式の保
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有者、多数の議決権の保有者が経営主体となるとしながら、現実には、

係主の権ヰ1Iは行使されず、資本家共同体内部の序列によって経営主体が

選び出されるというものであり 、論理的に一貫していない.これは、商

品経涜的関係のみによって原理論を展開することを放棄し、無媒介に共

同体的関係を導入したことの帰結である.t章式証券の議決権の発生を論

理的に問題にするのであれば、まず、信用機械の延長上に配当取得権と

しての稼式の本質を明確にしてから、資本組滋が支配関係を含むものと

なることを媒介とし、資本の内部組織を展開した上でなくてはならない

のである.

第 2筋 資本の運動の相対的自立化

須藤修氏は、バーンズが、いわゆる独占資本主義段階以降の資本主義

社会が、組織の領域が鉱大し、社会を官僚制的な制御が覆うようになっ

てきたことを「法人企業体制」としてとらえたことを引き、次のように
三 、

百つ.

「なるほど、巨大な法人企業は、資本主義的市場経済を存立基盤とし

ながら、資本主義的市場経済に重大な影響を与え、資本主義体制を大

きく変化させてきたのである.そして体制の織造変動は、人びとの行

為規範の変化を、つまり人びとの社会的統合を可能にする共同規範の

変化をも意味したのだった.

だが、われわれは、資本主主主社会の終震を言明しようというのでは

ない.確かに、市場システムと企業の管理システムとの相互作用を通

じて、資本主義は変化してきたのだが、むしろそのプロセスのなかで

資本=価値増殖運動体は、その存立基盤を確毘たるものとし、噌殖運

動のオートノミーを獲得してきた、と考えている.そこで本主主は、資

本主義社会の経涜過程から株式会社形態をもっ巨大企業がどのように

して形成され、発展してきたのか、その論理的プロセス(歴史的・具

-144-

体的プロセスではない)を考察し、 〈資本のオートノミー〉の存立稽

追をi明らかに しょっと思う。 1'白"

』兵蜂氏は、組識的関偽を回らiIIi闘するよ とによって、 資本主ふがょっ

効率的な蓄積機構を発展させてきたことを主張しており 、その点は鍍け

んとこんでわう I.'Y" 1_ . ~~i .l~ rt代、での暗々で r干ぷは|勾おの支配の

脱人格化を行い、その結果、 「資本のオートノミーJが成立してきたと

与i土ている。だが、資本家的活劫を外，}11からと ムえた概念である資本が

人絡的契儀を縫れて、完全な自律的運動体となり うるのかどうか、また

相対的な自立化がありえたと して ら、その概念の転回には、いかなる理

論的媒介を必要とするのかという問題は、 十分厳密に考察されるべきも

のである.須藤氏は、 l資本のオートノミー」の成立する論理的プロセ

スを解明することを自らの課題と して婦げておっ 、それは正しい方向な

のだが、実際の展開にあたっては歴史的事実に依処している ところが多

分にあり、論埋的発生論の方法は必ずしも貫かれていない。 i資本のオ

ートノミー」という概念の是非とともに、氏のアプローチの在り方が議

論の対象とされねばならない.

須匝蚕氏は、資本主義の選動の中に組織的関係が持ち込まれる契機とし

て、やはり稼式資本から論を始める.銀行信用が長期与信に応じえない

ことと、固定資本の巨大化が長期的計画に基づく企業活動を要求するこ

とから、それらに対処しうる方法として、 i日来から部分的に存在してい

た稼式会社制度が、資本主義的生産様式に接合することになると言う.

株式会社制度による公共的な色彩のある事業の展開によって、市上誌は従

来より長期的取引を目的としたシステムへ変化するとする.ここでの、

氏の論理展開は、固定資本の量的巨大化や隊式会社制度による事業の公

共性の指摘など、かなり歴史に依拠したものとなっていることは注意す

ベ、きて'ある.

さて、須藤氏は、稼式資本の形成と筏式市局での売買によって、支配

力を持つ大抹主を除く、資本結合の織成主体が不断に変動することを抱

婚する.そして、このような権威主体の不阪の変動が、当該企業に対し
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て債権を持っている経涜主体にとって、債権の保全という商で問題点を

争むものであるとし、そこから安定的な責任主体としての、抹式会社の

法人絡を導くのである.法人格を与えられた「会社それ白体Jは、企業

資産に関する権利及び義務の主体となり、反射的に、個々の株主は、使

用権ー収益権ー処分権の統合としての所有権の保持者ではなくなるので

ある.ここでも、経済的な展開と言うより、法制度的な概念をそのまま

援用した論理展開が行われており.それはそれとして問題なのだが、そ

れ以上に問題であるのは、須藤氏が、法人格の発生を媒介にして、株式

企業内部の運営機構を導出することである.

「ともあれ、このよう に抹式会社では、株主総会と業務執行機関とが

分縫することになる.株式会社におけるこのような組織の分化が前提

となり、さらに、稼式一配当関係(運営業務にはまったく関与するこ

となく、 筏式を購入すれば自動的に配当を取得できること)が制度的

に保障されると、たとえ株主総会の議決を自由に左右し、現実資本を

運営管理する大稼主であろうとも、みずからの役割ー利害の二重性を

対白化するにいたる.彼は一面では、資本を出資した資本家、つまり

株主であり、会社組織から配当を受け取る.他面では、彼は、現実資

本を管理ー運営する資本家、つまり経営者であり、会社組織から経営

者報酬を受け取るのである.

さらに大様主は、経営者としての役割において、株式市場から一定

の制約を受け、続式市場の動向を勘案しつつ企業経営を行わなければ

ならなくなる. J I I‘】

須藤氏のような展開の最大の問題点は、所有や責任の主体を捜し出す

ことを論理展開の動力とすることによって、稼式傷1]1支や資本市場を媒介

として成立する資本組議の経済合理的な機能と、その機能に基づく、形

成の必然性の分析が、理論的には全く不可能になってしまうことである.

さらに、氏の場合、大稼主の内面における、株式所有者としての側面と

経営者としての側面とへの二重化の契機を重要視することによって、マ

ルクスの質的分割論の評価へと道を開くことになってしまう.資本の機
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{定と 1宥作とへの分涯をl'l!~量的プ1・ E 噸1 とし、筏聖書 fヒすることは、必ずや向

効的な増殖体としての資本物神の担軽念を穆き、現実的機精発生論である

べき原理論の筋道を、物神的観念生成論へと転化させてしまうはずであ

ふ内かくて 「資本のオートノミ-，も 脊本物神論と!日11阜の慣念情城
今， . 

、“ "位;，)'-- ._ J以J" J • 己ぷ、 、、、』 入"'~ノ 、ピ.，.) "哨，>留

ともあれ、須←藤氏は 'ttA￥鳩摂のF当大化による探式発行なの増大と

.:t Æ首の夜泣 iヒによる!ll.われ滋g~への定局委任ζ によ「て、 ノピ t主主~経

営への関与は相対的に?を退していき、 「所有と経営の分譲 lが進行して

いくとする.だが、経営者の任免慢が大僚主にある~り、未だ f 所有と

支配の分i議」は成立していないとも Zう，そ Lて、後告の分還をなさし

めるものこそ、巨大篠式会社相互の株式持ち合いであるとするのである.

須藤氏は、資本主義の寡占 化と、年金基金ー生命保険 投資信託などの

機関投資家や、産業稼式会社などの法人投資家の発生という現実的事態

を前提とし、そこから企業同組織を導こうとする.受益者の;fIU主のため

に配当を確実化しようと 、機関投資家が取議役兼任恕lをとったり 、法人

企業が他企業の株式全通じた系列化を図ったりすることで、金支問組事在

が発生し、やがてそれは株式待ち合いへと発展することにもなると言う.

企業関組援の形成の合理性は、法人企業による系列化のところで資本蓄

積の増進として抽象的には述べられるが、十分に展開されていない"ま

た、稼式持ち合いの結果、配当を低位にし内務留保を鉱大すると同時に、

低利廻りのまま高稼偏での噌資が可能となり、経営の長期安定化が確保

されるようになるというメリソトは述べられるが.その効果への要諮こ

そが株式持ち合いを生ぜしめる動因なのかは明らかでない.これらの問

題点は、長期的利潤率の増進という資本主義的要誇から資本組織を導出

するのではなく 、あくまでも 、発展の効力を所有関係の変化ということ

に置いていることから発生するのである.須藤氏は、結局、稼式待ち合

いの帰結を次のようにまとめる.

「このように、機関投資家のような収益を主要な目的とする係主の持

禄比率の高い企業においても 、また企業集団を形成し、集団内の企業
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の持株比率が高い企業においても、経営者は企業の成長を追求し、さ

らに企業の成長を安定的かつ確実なものとするため内部資金を治大さ

せ、企業の外部からの拶響力を排除しようとする.それによって、企

業の意志決定および活動の自律性を高めようとするのである.この段

階になると 、所有は主要な窓銅i要因であるにしても、もはや支配の決

定的源泉とはいえない.経営者の任免に関しでも経営者にイニシアティ

ヴが鐙られ、これに対して株主は、稼主の利益をいちじるしく損なう

ような、よほどのことがないかぎり経営者による経営者の指名を承認

するだけの存在となる.ここにく所有と支配の分離〉といわれる事態

が成立するのである.. J I I引

そして、このような『所有と支配の分縫」が完成した企業における、

資本の運動の在り方を、須藤氏は「資本のオートノミーJと命名するこ

とになる.

「このような状況においては、経営者によって意識的に追求される企

業の成長と自律化という動向は、企業収益の安定的ー瀬次的向上をも

たらし、企業組織に参与する織成員、すなわち掠主、経営者、そして

労働者の現在および将来にわたる安定した利得を可能にする.したがっ

て、このような企業の活動目標は、組滋構成員にとって共同の目標で

あり、象徴としての価値をもち、組織構成員相互の関係を統合する意

味をなしている.つまり、組議を統合する客綴的=問主観的意味とし

て妥当し、組織構成員相互の利害を通約する意味基準なのである.こ

のような問主観的意味基準が基底にあるからこそ、各利益集団の間の

パーゲニングも、従来の秩序を破壊するような何らかの決定的な事態

が発生しないかぎりは、企業の安定的成長と自律化という共同目標=

意味基準を前提としたものであり、それを逸脱することはない.経営

者が、このような企業組殺の共同目標に沿って組織によって与えられ

た役割lを遂行するかぎり、経営者の権力は正当性を有するのである.

かつて、資本、すなわち価値培殖運動体は、運動を推進する資本の

担い手=人格化として資本家を必要とした.しかし稼式会社形態をとっ
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たF大企業でl土、むはや資本の人権化=資本家を必曹と しない.そこ

では、資本の遜鋤緩式そのものを表示する、企業の成長および自律化

という企業の活動回優が、企業組織の客鋭的=問主観的怠暗証として妥

当し その上う会組織令体のもつ信号:名的な域 JJ が ‘ 経常有の ~g;.t . .~ 
命令 一 、

l:;.， .. /:/ι ，j_.'JJ'_::，地』μ ， J ._ ，_ ・』 明 ." ..J、....-l# . y .J 、..i:】 、。仏'

ない町ただ企業組織の織成員の主緩から;l!T.セした存観的=問主観的意

味i主:苅が、 品i滋の各メJ パーの行為に芯:味を与え、 fi-効を律するので

ある.

ここにいたって、資本は、かつてi閑人企業ではポジティヴな意味を

むっていた人的英機を組事華全体のもつ座名的な威力のもとに制御し 、

自律的な価値培殖運動体としてその骨格を整えてくる.すなわち 〈資

本のオートノミー〉が確立するのである o J I 1 fi ) 

ここに見られるような須藤氏の俣点は、徹底して物神的観念生成論的

ならのとなっている.Je端、資本家が資本の入浴化にすぎないとすれば、

1国人企業から株式企業へと企業形態の転化が起こっても、そこでの人的

契擦は程度の問題と して消袴化しただけであり、質的な転換はない，こ

れまで偏人資本家が資本の人的契機を鎧っていたのが、複数資本家、あ

るいは労働者 ・稼主まで含めた集団が‘資本の人的契憶を分担するとい

うごとにすぎないからである.ちそんく、氏は、資本の運動の契機その

ものが、生の利潤率優大化から、企業成長へと転換したことと、中心と

なる経営者もまた、企業の共同目標という『客観的=問主観的意味違関j

の下で、それを自覚して行動するようになったこととに、質的な相遣を

見ょうとするのであろう.だが、古事者の運動の契機については、すでに

我nが見たように、利潤率極大化と言うときの科書雪率が、短期的なもの

から長期的なものへと変化したと言う方が正確である.また、後者の f

fm主観的意味違関」についても、そうした乏味なりイデオロギーなりは、
経涜的機構・行動が形成された後に初めて生成してくるのであり、少な

くとも原理論において、経済的諸連関を生じさせる契爆として前提する

ことはできないということが言えるのである。氏もまた、企業成長につ
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いての経営者ー労働者・株主の合意が成立するのは、各利益集団の利害

がそこにおいて一致するからだと述べている.抽象的に言えばまさにそ

の通りなのであり、各主体が企業組織を分解させることよりも、長期的

にそれを維持することの方に、より大きな利益を予怨するからこそ企業

組織は持続し、内部の秩序は維持されるのである.ただし、それは三つ

の利益集団関のパーゲニングという形で抽象的にモデル化されるべきで

はない.資本主義の全体際情との連関を明らかにするために、資本家的

長期利潤最大化活動が、企業の内部組織を生み、その発展の内に労働者

の主体性が統合されていく過程として、現実的徳橋発生論の方法によっ

て解析されなくてはならないのである.

そもそも、稼式制度主資本市場の発展は、配当とキャピタルーゲイン

を求める株式保有者を発生させ、実際に活動している資本家の下での所

有制度の部分的乗り鐙えを可能にした. r所有と経営の分確Jも「所有

と支配の分緩Jも、もちろん部分的なものながら、そこですでに完成し

ていたのである.所有制度の部分的乗り越えによって、長期的軍IJ潤率極

大化が可能となり 、その手段として長期的取引や資本集団といった資本

組織が展開されることになる.自らの利害の徹底を求めて、資本組織に

支配一被支配の関係が導入されると 、稼式の大量保有による将来的資金

供与と引き換えに、資本系列としての統合が行われる.資本の内部組識

も、こうした資本組織論の延長上に、さらなる効率化を求めて、資本系

列の各資本家が、統一的な系統の下に独立性を失い単一の資本になる事

態として展開されなくてはならない.その内部では、複数の資本家間で、

傷力と同時に、支配をめぐる策争が展開されることになり、資本家的力

能が上下関係を決める重要な契機となる.こうした資本の内部組織では、

中心的な活動を行う資本家の下に、複数の活動主体が協力する関係が成

立し、個人の資本家的活動が資本の運動のすべてを意味するとは言えな

くなる.つまり、トップの資本家が入れかわっても、共同連関としての

資本の内部組織はこれまでと同様の性格を持った運動を続けていくので

あり、資本家的活動からの資本の運動の相対的自立が生じることになる.
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こうした事態が、いわゆる企業完買を可能にし、それに対する防俸とし

ての筏式の相互持ち合いを行わしめるのだが、その白立はあくよでし相

対的なものでゐるよとLこ丘手すうさでゐる.説本7l内議定品企遣にぷける氏

本1<間~"1>によるトヴプの交代や . 外Z苦からの新たな中心的資本家の登

"".~ ~ 'j;， ，;~ I ~I (;'_1 !，こ'二ち-1".旬、実守叶(l)"巳;均そ勺 "，'..;" ~ ï J可マ ハ .1 ".i: 札 (/)，~' "iJ

に対する資本家的活動の本質的規定性は泊えるのではない.ただ、資本

ぷ溺の¥iiJA主性全越えて、主王道主体とし :の資，t:，記が比絞的自由に拶幼し、

また、労働者も組織の内部で、労働の主体性を発現させるこ とによって、

資本主孟は個人的能力という資源をも訟も有効に利則し、愚大阪の効率

化を達成することになるのである.

このような、資本の内部組織が持つ係構的怠味は、須藤氏のよ うに.

現象を「資本のオートノミー lとして転倒してとらえたのでは、理論的

に明らかにできなくなってしまう.ただ.氏;立、現代的なと事態にも目配

っしつつ、資本の内部組織の種々の在り方にら与祭を及ぼしているので、

それを検討しておくことにしよう.

須張氏は、現代の巨大企業が、消費 ー需要構造の多禄化とME化 ー情

報化に対応しようとして、情報を核とする組織への組織革新に奴り組ん

でいるとひとまず仰さえた後、企業組級の権力構造の歴史的変遷につい

て考察を加える J まず、最初に検討されるのは、・ウィリアムソンの言う

「単一型企業J (uoi lary for・el1lerpr i se )、ないしは rU型企業J
である.これは、製造、営業、財務、技術などの専門組織が、わずかな

人数の最長管理者の下に騒能別に組織されるという、ピラミッド型の集

権的階層組織であり 、製鉄、石油、締肉などの産業に普及していた.u 

型企業では、人閣の計算・管理由E力の限界や、最上部からの命令の及ば

ない非公式の人間関係の形成と党派的利益の優先といった事態の発生に

よって、ライペンステインの言う rXー非効率』が生じることになる.

このよつな、U型企業でのコントロール・ロス及び全般的不活性化を打

開するものとして、チャンドラーの言う「多数工事業部制 J (.allidivis 

ional slruelure )が導入されることになると 、須重量氏は言う .多数$
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業部制lでは、半ば独立的な複数の事業部が、製品ープランドJlII 、地成Jl~

に編成され、その内部に製造、営業、財務、技術などのE霊能別部門を持っ

ている.これに対して総合本社は、各事業部への資源配分の計画、評価、

統制lを通じて、企業全体の統合と成長のための活動を行うのである.ウィ

リアムソンは、総合本社が持つべき内部統制装置として三つのものをあ

げる.第ーは、ボーナス、昇進、解任、配転などの誘図像機、第二i立、

事業部の業績を評価する内部監査、第三は、投資資本利益率の高い事業

部に優先的に資金を閉す、キャッシューフローの配分である.第三のも

のは、すでに我々が、資本系列の形成にあたって、将来的資金供与の保

証として理論化していたものにつながる.こうして、多数事業部W;llt総

合本社による内部統制装置とを兼ね備えた企業を、ウィリアムソンは rM

型企業Jと呼ぶ.M型企業では、事業の活動目標と労働者に対する誘因

像構とを結びつけることによって、企業は労働者の主体的な貢献を引き

出すことが可後とるなる.だが、須藤氏によれば、多数事業部制lもまた、

横の連絡よりは縦の統制を重視した組織である以上、外務環境の変化へ

の対応速度には限界がある.氏は、 M型企業をも乗り越える組織変革が、

大企業において現在進行中であるとし、次のように述べる.

「それは、以上述べたような特徴をもっ多数事業部制を基礎としなが

らも、総合本社に対して各事業部の自律性、独立牲を強め、さらには

分社化をよりいっそう推進して単独であるいは共同出資による別会社

を設立し、自律牲を強めた各事業部あるいは各会社同士の間で業務提

様、技術提携、人材交涜等を通じて企業間ネットワークを形成しよう

としていることである.かかる分社化 ー企業関ネットワークの形成に

よって、独立性・自律牲を強めた会社は相互にみずからとは異質な技

術や情報を交涜させて、1育費 需要機遣の『多様化』に対応すぺく傍

報の生産ー創造を推進するのである.いまや企業は、相互に異質で自

律的なサプーシステムが複雑かつ多後な形で相互作用しあいながら高

次のレヴェルで統合された連合体ともいうべき緩やかな組織体へと変

貌しつつある.このような企業組織の変貌を可能にしたのは八0年代
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に入って情報処理枝術と通信妓衡とが融合して情報ネヴトワーク ・シ

ステムが形成され、情報の双万伝達を凶J~ならしめたよとに負コとこ

ろが大きいといえよう.

t-:1iやかに連結された実業原の事業部あるいは会社のネ ソトワークに

._ " ・色 L ・・・ ・ 一一ーー句 ・ .. 
、. "J :il 、"人u‘ f 、~ .，1:.，)，';: .. ... ー ミムム... ，i .l司 、

種メンバ一、実業種の技術などの実慢な要素の間でダイ十ミッずな問

互作用が生じ、 従来の侠序(パラダイム}からすればノイズが先生す

る.そしてかかるノイズが連鎖反応的に企業組織全体に波及し.既存

の秩序を破壊し、 illl発的にJfたな秩序をiill出することがある.その均

台、企業は従来の自己の秩序を鐙悠し.新たな組織化を行なうことが

できる.企業は、外務環境の変化に柔軟に対応すべくこのような創発

的な新秩序形成を意図的に行ないうる組織を形成しよう としている.

情報化の進展によって、企業は、内部に異質で自律性をもっサブ シ

ステムから織成され、外~環境と相互作用的連f却をもち. タトぷ環境に

対応してあるいはまた外部環境の変化を促すような自己組滋化しうる

柔軟な組織へと変貌しつつあるのだ.. J I 17) 

このように、須藤氏は、情報共有化、ないしは情報の相互伝達による 、

技術・組織の革新を目的としたネットワークを、新たな企業形態として

位置づけるのである.しかし、こうした会社関ー事業部悶のネットワー

クは、我々がすでに見た、資本組織の本源的な展開形態であり、長期的

取引から資本集団へと発展していくものであった.さらなる統合、そし

て支配が必要な状況の下では、資本組織は、資本系列、さらには資本の

内部組滋へと展開していくのであり 、U型企業やM型企業は、その内部

組織の具体的な在り方と理解されるのである.だが、状況の変化によっ

ては、支配一被支配の関係を含んだ、資本の内部組滋そのものが、長期

的和l濁追求行動にとって非効率となる状況が発生するのであり 、その場

合は内部組織が解体されて、もとの資本集団なり長期的取引なりといっ

た対等な情報供与関係へと立ちもどることになる.須藤氏が、現状を路

まえて述べた、新たな企業形態と目されるものは、原理的には、資本の
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内議組織から資本集団への逆転という事態に他ならない.健かに氏の言

うように、近年の情綴処礎 通信伝達技術の進歩によって、情報を軸と

したゆるやかな資本組織の形成は自に見える形で飛践的に進展、したのだ

が、その現実的展開が可能であったのも、原理的な関係性がすて'に存夜

したからなのである.資本組織と資本の内部組織とをめぐる、このよう

な原理的で可逆的な関係を明らかにしてこそ、技術進歩や消費ー産業構

造の変化を踏まえた歴史分析、現状分析も、より明確な視座の下に可能

となるのである.

従って 、現代において 、これまで規箆に従った向調的行為と、与えら

れた目的一手殺体系の下での合理的行為に閉じ込められてきた労働者が、

資本家が行ってきた新結合を遂行する企業者約活動を分位するようになっ

てきているという事情も、須雇盛氏のように、現代の組織革新と直接パラ

レルに考えるのではなく、まずは資本の内部組織の形成に伴う労働者の

存在の変容として僚念化されるのでなくてはならない.もちろん、現笑

には、 ME革命が、情報の入力や監視を行う単純な労働と、情報の生産

や戦略的立志決定などの創造的で、 従って資本家的な労働との分裂を生

み出し、同時に情報共有のための資本集団を形成もしている.しかし、

それはME革命が、資本組織の現実的展開と、労働者の主体性統合の両

省に量生響を与えているということを意味するのみであり 、理論的に両者

を結びつけて考えるべきだという結論を導いているのではない.次のよ

うな須藤氏の叙述も、そのような現状を描写するものととらえることが

必要である.

l前節で述べたような現在進行中の企業の組重量革新i立、個々人の高度

に創造的な労働をただ受動的に活用するというのではなく、創造的な

能力を組軍量的に引き出し活性化させるための革新でもある.緩やかに

連絡された異業種の事業部あるいは会社のネットワークにおいて、情

報・人材の交流や技術提携を行ない、異種メンバーや異業種の技術ー

情報などそれぞれ巽質な要素の間でダイナミックな凶働的相互作用を

意図的に生じさせ、それを一つの契機として組織構成長に既存の秩序
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を問い直きせ、そこからの手堅実化を企でさせる.情言すれば新たな情

説全品造ー 生ff_させるのでゐる.つまつ 従来話-g'醤か付なっていた白

色、的行会を外必化されざる労働省』こ糸凶的になさしめよコといコので

ある .このように集団的になされる同省的行ゐを資本に収益をιたら
' 一 -. .二円h- -': ~ .，-岨 '~_ .1...仁 =句'‘_...-， ... J..，" -.' "1 ~'.' 寸，、・今 、、--

れなければならないのだが、そのようなオリエンテーリングを行なう

のが主主両菅理島一苦手常笛の役柄である"

緩やかに連結された本業部あるいは会社のネヴトワ-7組織におい

ては、同調的行革主や合E量的行為の00域は用対的に侠まり 、自省的行為

の園威力Zその筏囲を肱げており、人びとのコミュニケイティ吋て'書IJj量

的な能力を開花させ個性的な発達を可能とする地平を広げつつあると

いえよう. しかし、それは資本の自己地殖運動に資するかぎりにおい

て許容される自省的行為、つまり企業者的活効という特嫁資本主義的

合形態を とった自省的行為であり 企業の成長という革本目法によっ

て組織化された自省的行為なのである. Jけ れ

かくて ‘我々は、労働者の存在における変容、すなわち、労働力商品

の単なる控い手として、主体性をできるかぎつ消去されるべきらのから、

企業者的活動を分担して、労働における主体性を発現させるべきらのへ

の変容が、資本主義のも内部でいかにして生じるかを‘理論的に検討し

なくてはならないのである.

百巨3筒 労働者の主体性と存在の変容

一人の人間として主体性を持った存在である労働者が、どのようにし

てその主体性を資本家の側に引き渡し、資本の効率性原則に援すること

になるかについては、純粋に経浅学的な問題としては明快な説明が存在

しなかった.山口重克氏は、生産過程における資本家と労働者の対立を

調整する具体的過程は、商品経済外的な要因が作用するために原理的に
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は説明不可能であるとしつつも、そのブラック ボックスの外部に調整

を成功させるよ うな機備があり 、それは原理的に説明しておく必要があ

ると言う.そして、氏は、著書『経済原論議議』の第 2~ r生産論Jの

第3-tiを f資本ー賃労働関係の科生産 資本主義的生産の条件ー」と題

し、第2節の再生産表式論や2高3舗の有機的軽量織の高度化の議論と並べ

て、 第 1 節 iî幾!~lliIl大工業」において労働者の主体性の包伎の問題を解

明しよう とする.氏によれば、産業資本と資本主義的生産の確立にとっ

て、 際械穆l大工業のよ果たす意義とは、労働者の主体的意志の処理Eに対し

て物的ー社会的基盤を提供することである.そして、その舷械制大工業

は、 11lr~. 分~.機械市l大工業という三つの格成要因からなっていると

言う.氏によって 、それぞれの要因の意味が箆粂占的にまとめられてい

るので、それに従って見ていこう .まず、協業について、氏は次のよう

に言う.

「 協~とは複数の労働者が同ーの作業場において協同して労働を行な

う最も単純な集合労働の形態のことである.この労働形態は次のよう

な種々の効果をもたらす.すなわち、 ( i )それは{磁々の労働者の力

の単なる滋械的な総和以上の集団カとしての生産力を創出する. (ii) 

個人的には到底不可能な仕事をする力が発揮される. (ui)個々の労

働者が相互に競争心を刺激し合うことによって労働の強度が噌大する.

( iv )生産手段が共同使用されることによって節約される.そして、

これらの諸効果により全体として労働の生産力が増進し、商品の生産

に要する社会的必要労働時闘が減少し、諸商品の価値を低下させるこ

とになる.

また、 ( v )個々の労働者の労働が集合労働の一部として平均的な

溺分労働と化し、不然練労働も一定の生産力を発櫛しうることにより、

側々の労働者の特殊な然畿の意義が消極化して、資本による労働者の

主体性の処理が容易になる. (vi)しかもこのような集合労働は、労

働の計画、指郷、監管を必婆とすることになるが、この機能は資本家

に属するものとなり、労働者から取りあげられてしまうために、資本
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主:妄のも とでは也実による集問的生産力は労働者向身では発慢できな

いものとなるのであって 、労働者の主体性はさらぷ消極化するのであ

る‘ ISJ • J 岬・・ゐt'r. .;"I;i ~ .~・ 刷 λ... p ~，'， I ...._ .・ミ，1.... 、 t -~ c" ‘ k， 

また‘分業については、次のよ うに述べる.
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のことて'ある a すなわち、同一作業喝における複数の労働者の集合労

働の内部が特殊な種鎮の部分作業に分解されーその有君主的結合によ っ

て一つの作業士号が機成されるような結合労働形態のことである.この

分業にもとづく凶業は、たんなる協業の幼巣に加えて、次のような種

々の効果をもたらす a 寸なわち、 ( i )筏合的な作業がいくつかの単

純な作業に分解されることにより 、個々の労働者はそれぞれの作業に

容易に習熟できるようになる. いi) 作業内容の改善 む容易にな~.

(iii)作業の特殊化、単純化は生産手段の特殊化、単純化と並行して

おり、生産手段の改良も容易になる. (iv)漫々の作業の転燥は一人

の労働者によって行なわれるより_jJljの労働者の聞で行なわれる方が転

倹の悶で失なわれる時間が節約される.そして、これらの諸効果によ

り労働の生産力はいっそう噌進する.

また、 ( y )この分業は一面では作業の特殊化、専門家を進めるの

で、一穂の熟語E労働者を発生させるが、しかしその反面、その作業内

容は単純化し、習熟が容易になると同時に、部分化が質的に深化して

完結性を喪失する.こうして、労働者の部分労働者化、労働者の主体

性の消極化はいっそう進展することになる. (判)しかも 、分業とい

う集合労働は単なる古事業よりもさらに高度な労働過程の管理や労働者

の組織化を必要とすることになるが、資本主義的生産のもとではこの

線能も資本家に属するものとなるのであり 、この面からも生産過程に

おける儒々の労働者の主体性はいっそう消極化するのである. J I Z 0) 

最後に、優械制大工業は、 B品業 ・分業の効果を完成するものと して、

次のように述べられる.

11幾械制i大工業においては、このような白書業、分業が、いわば機械の
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協業、綴械の分業にもとづく悔業となり、人間の労働はこのような滋

械体系を挨作するものとなる.11量械体系は一般に発動像、配力機、作

業僚に分類ーされるが、このうちの作業機は人間!の主体的な作業の大部

分を機械の作業におきかえ、それを符綾化するものであり、発動憾と

配力軽量はこの作業機を動かす動力を入力から解放し、そのことによっ

て作業憾の意義を砿大するものであるといってよい.こうして協菜、

分業による諸生産力効果は段減税大工業によって飛躍的に構大し、人

間の労働は単にこのような像械体系を操作するものとしてその単純労

働化を完成し、資本家による労働者の管理と組緩化もこの機械体系を

通して行なわれることになって、労働者の主体性の消極化はいっそう

深化することになる D J 121) 

山口氏は、協業に始まり分業に媒介され機械俗l大工業によって完成す

る、資本主義の労働編成のもたらすものを、剰余価値生産を量的にt曽進

する生産力効巣と 、労働者の主体性の消極化によって剰余価値生産を質

的に確笑にする管理効果の二つにまとめる.そして、後者の管理効巣を

可能性から現実性に転化させるものとして、熟畿の消極化による労働市

助の買手市場化と、生産方法の改善による労働力供給の鱗約の緩和をあ

げ、それらもまた機械鋼大工業を前提とするものであることを指鏑する

のである.

こう した山口氏の段械制大工業論は、 二つの特徴を持っている.一つ

は、これまで資本主義的生産そのものの、あるいは抽象的人間労働への

具体的有用労働の還元の歴史的前提としてのみとらえられていた機械制

大工業を、いわば資本主義内部の模様として、とりわけ労働者の主体性

包摂のための像機として読み換えたことである.もう一つは、その、労

働者の主体性の包摂が、専ら主体性の消極化としてとらえられているこ

とである.後者の特徴は、労働者を、労働市場で売買される労働力商品

の担い手と考え、主体性をすでに処理されたものとして理論が展開され

る原理論の基礎部分には、当然妥当なものと言える.ただ、それは、資

本組織が展開され、さらには資本の内部組織が形成される、資本市場論
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の展開にあって課された方法論的前提の解除後の原理論展開については

必ずしもあてはまらない事例である.そこでは労働省の主体性は)]Ijの処

理のされ方をし、ー原理的な労働者の存在に実容が生じることになる.そ

うした変容論への示峻を読み取るために ‘ ~々は 、 同じく III 口氏の 商

..... "~". '‘そ ごう、" ・ 句叫~~ .....;・ -喝ー 、 、白、 ，，，'U- 中 'ー ‘、，ソ.，、ー，ぃ・ー ‘、、~ -'_ ...... • ... 

山口氏は、著書 『策争と商業資本』において、 商業労働の特殊性を明

らかにするたhに、(彊鍾形成的労働の司書件は何かという問題を検討する.

そして、その前提として、 価値概念をも~い直 し、流通における 当該商

品の経済的力能としての価値の形態と 、 t前 zfbの交~力を規定する斐凶と

しての価値の実体とを区別する伺その上で、資本主義以外の商品経済に

おいて一般的であり、資本主義にも部分的に存在するような変動の重心

を持たない価値と 、確定的な価値関係を形成するようなものとを分け.

さらに、後者の実体を持つ価値の中にも‘経済l反則に直媛に規定される

ものと、符!lI;資本主義的な場指H怠織に媒介されて縫定的になっている(曲

債とがあることを指摘する.こうして、価値に大別して 3種類があるの

に対応して、価値形成労働にも 3種類が区別されることになる，そして、

山口氏は、商品を形成する労働が笑体を持つ価値を形成するものである

ための要件を次のようにまとめる.

「すなわち、その労働が、直接的にせよ間接的にせよ、社会的生産の

一環を担当するものとしての資本による商品生産の過程で行なわれる

ものであり 、かつその質が単純労働化しているということである.こ

の要件が満たされていれば、当の商品にたいする社会的需要が過大で

商品価格が上昇すれば、判溜率を行動基準しながらその生産部門に資

本が、したがって労働が、流入して需給の調整が行なわれ、供給の方

が過剰で価格が低下すれば、資本と労働が流出して需給が調整される

という機構が円滑に作動しうるのであり、このような機構に支えられ

て、その商品の価格は生産価絡を重心とする運動を行なうことになる.

一定の客観的な基準をも った価値関係の形成が実現されるわけである.

そして、 価値形成的ということを右のよ うに埋解するとすれば、価
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値を形成する労働は物的生産を行なう労働に限られる必要はないであ

ろう.物的財貨に対象化されない労働であっても、資本のもとに包尽

きれ、その成果が商品として5e賞されるもので、しかもこの労働が単

純労働化している場合には、それは価値形成的労働の要件を備えてお

り、それが生産する商品の価値は確定的な基準をもつことになるから

である.問題は、資本の流通過程における種々のいわゆる商業労働も

物的財震に対象化されない労働の一種であるが、これについてはこの

点はどのように考えることができるかである.Jげ引

この最後の問題についても、 山口氏は、街品生産的で単純という条件

を満たしていれば、価値形成的であると、 一応形式的に言う.しかし、

産業資本や商業資本のもとで行われる商品販売活動は、それらの要件を

満たすものではないと付け加える.氏は、それらの活動のうち、付随a¥J

な部分は単純化して賃金労働者に委ねることができるが、市場の予測、

商品の選択、仕入ー販売の時期の決定、商談などの中核部分l立、資本家

a¥J活動そのものとしてしか存在しえないとするのである.そして、資本

家的活効がその量に応じた報酬を社会的に要求しうるものではない、自

由な利益最大化活動であることから、形式的に、一応は価値形成的であ

るとした、賃金労働者に委譲された商業労働も、一概には価値形成的で

あるとはい言えなくなると言う.

「資本の流通過程で必要とされる種々の労働がそれを必要とする産業

資本や商業資本の内部で直接的に行なわれる場合には、それが貫録労

働者による単純化したものによって行なわれるとしても、不確定的な

資本家的活動のために消費されるものであるかぎりで、その消費量に

は技術的に確定的な基準はない.というよりもこの労働の成果の使用

価値ないし有用性そのものが不確定だといった方が正確かも知れない.

したがって、このような労働の成果については社会的に必要な労働量

を確定できないわけであり 、このような労働は、貫録労働者の労働で

も、資本家の活動と間後、価値形成的労働とはいいえないのであ7.>.

いいかえれば、このような労働者の賃銀は、資本家の活動といわば同
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費の労働にたいする報酬とみるべきものであって 、入閣の自然との物

古代必の主主催で獲得される主治資t-lのþi.い民し古来泌する ，è!~保をむ つ

らのといコょっむ、資本にとっての収偽公、 つ主主つ料主主SOl!量微からω

分与を実現寸る意味をらつものでしかないとみる、ことができるのであ

かくて.産業資本や商業資本の内絡で行われる流通労働は.その社会

的本質において資本家的活動と !r~ 'ttのものであるよ と が日月句かになゐ"

しかし、 I街業労働者がそのことを自覚し、資本家の幼手として主体的に

f畠力的な行効をするかど うかは定かではない a ここでは.商業労働者の

主体性の問題は汲われていないからである.少なくとも、原理論の基礎

部分においては、商業労働者も主体性を浴後化され、誰がやっても向ー

の結果しかもたらさないよ 1な単純労働にのみ従事していると与えるべ

きであろう.たとえ、その賃金が‘ 社会的本質において、資本家的活動

へのWDliIと L ての利、凋と同じ .~味を持つと L て ら 、 l当品送法的には、 波

の労働力も労働市場で購入されたのであり、 i制人の労働者としては、労

働力商品の単なる狙い手にすぎないからである.労働者が資本家の助手

としての立場を自覚し、主体的に:資本家に協刀するのは、理諭U<Jには、

あくまでも、資本の内部組織の展開があってからのことなのである.

その意味で、松尾秀雄氏が、労働者の理論的存在が原理論の展開・深

化とともに質的に変容していくことに無自覚に、労働力商品の完買と同

ーの次元で資本家の助手としての側面を考察していることは、労働者の

存在態様の分析に混乱を持ち込むものでしかない，松尾氏は、労働者と

資本家との関係を、次のように一般化して言ってしまう"

「ところで、賃銀労働者と資本家共肉体の指導者集団としての経営主

体との人間関係は、まず労働力商品の売買という商品交換によって媒

介される人間関係なのであるが、この労働力商品は、交燥の岡崎履行

が不可能なファシリティズ商品である，貨幣による貫録の支払いはー

様ですむ。これにたいして労働者から経営玉体への労働力箆というフ ァ

シリティズの引き渡しは、契約した労働時間の全体によって完了する.
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その時閣の涜れのなかでまE銀労働者たちは、個々の交換主体としての

立喝を喪失して、資本家共肉体の共同作業を担う共同休の最下層の構

成メンバーとして、経営主体の指揮ー監督のもとに活動し、存在して

いるのである.いわばかれら賃銀労働者は、ひとたび労働力というフ ァ

シリティズ商品の継続的売買契約を締結してしまえば、商品の買い手

である経営主体が級事草する資本家共同体の織成員に組みこまれ、主体

性を共同体の主体性に同化させてしまうことになるのである.その意

味では、交換主体の形成は、賃銀による生活資料の買い戻しのプロセ

スのなかでの自信買主体としての側面によって縫持されながらも 、労働

者の基幹的生活時間においては、実質的にはかれらは部分主体でしか

ないのである. J t 2‘' 

松尾氏が、労働者が部分主体であるという意味は次の通りである.

『まず、労働者は、工場のなかでは協業主分業のシステムに組み込ま

れて活動しており 、客:体にたいして排他的な活動をおこないえない.

また、同じことだが、労働者は客体を加工して他の労働者なり資本家

なりに渡すという前提で客体に後しており、その客休にたいする活動

の継続性は、はじめから保証されていない.生産資材は次から次に労

働者の手元にやってくるが、それは自己の部分的生産活動が終了する

と、次から次にその労働者の手を緩れるのである.そこには、活動の

自覚牲はあっても、排他牲と継続性は存在しないのである，以上は、

労働者の活動に即した分析であるが、活動そのもののもつ主体性につ

いても、ヨ号祭をくわえなければならない.主体性というのは、自己の

活動において自己が目的を設定し、自己の決断と錦主主、工夫によって

客体に立ち向かう人間の本質をいう.労働者の労働・生産過程の本来

の在り方は、共同体に組みこまれた人間集団による共同主体性の登揚

として、主体性が確認されえると思われるが、資本家に組織された賃

銀労働者のおこなう商品生産のための労働・生産過程においては、労

働者の主体性は資本家の主体性に従属したものでしかない.なにをど

のように、いつ、どれだけ生産すべきか、労働者は自分の頭で考える
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わけではない局経営主体と Lての資本家の指関のもとに 骨量調な作業

を繰り返すだけなのである.したがって、労働-i'iの玉体怪は、不-*の

共同体のなかでの共同主体のごとく十全に免婦されているとみるわり

にはゆかない。主体性が2竪失しているとみるか.労働者はお汁 主体て'

'可除、，

伎のセ!本を宛う存主Eとみるしかないであろう 。その上うな資本家の助

手と Lてのtt策労働者I手、みずからのγ'，H事柄慢"とLての客{本にたい

して、 『みずからのA といっ自己帰属鋭念としての所有の認議をいだ

かないのである'" 1 1;::も b

確かに徐尾氏は、資本家の活動に従属すみ労働者の主体性が古事分的な

ものであることを明示している.しかし、氏は、労働者は一度雇用契約

を結ぶと、経営主体としての資本家が級事遣する共同体に巡み込末乳、自

らの主体性を共同体の主体性に同化させるとも言っている.これは、労

:Jh益が、たとえ全面的なむのでないやこしてら、 't1.不一主的，.'i:OJにaら主体

的に協力することをk!.味しているのではないだろうか.らし、そうであ

るとすれば、山口氏によ「て展開された、担E械制大工業を通じた労働者

の主体性の消極化橡構と 、資本の内部鋭滋の形成なり、共同体的関係の

導入なりによる正労働者の主体性の積極的包摂が、理論的にどのように

接続するかが明広かでなくなる.また、氏のように、雇用と左もに労働

者が資本家共同体に統合されるとするのでは、短期的な雇用関係が理論

から排除されてしまうことにもなる.これらの問題点は、松尾氏が、労

働力商品の先貨が成立するやいなや、労働者が資本家の助手となると見

ているとこうから生じたものである.

労働者の、資本のもとへの重層的 ・立体的な包察関係は、まずは山口

氏のように、原理論の基礎部分で主体性の消極化機織と労働力商品の単

なる担い手としての側面を明らかにした後、資本の内部組滋を媒介とし

て、主体性の積極的包摂関係と資本家の助手としての側面とを展開する

という、立体的な望重論構成によって初めて明らかにできるのである.そ

して、そのような、労働者の埋論的存在様懇の変容は、現実の労働編成
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の分析に際しては重層的に重ね合わされ、多面的な分析の基準として利

用されることになるのである.

第4節 労働者の主体性の積極的包摂

機械紛大工業の中で労働者の主体性を消極化し、資本の効率性原則の

受容への低抗を少なくしていくという方式とは逆に、労働者の主体的な

怠欲を引き出し、これを資本の活動目標に合致させていくこと を、労働

者の主体性の積極的包援と名付けよう.そして、それがいかにして可能

であるのか、また、その具体的な在り方がどのよ うなものであるのかに

ついての示唆を読み取るために、我々は再び、橋本寿朗氏の論文 rr会

社主主主』の楊造Jを見ることにしよう.僑本氏は、通商産業省及び経済

企画庁によるアンケート謁査を踏まえ、投資収益率 ・株価の上昇を目標

とするアメリカ企業に対し、日本企業は、市場シェア、新製品比率を重

視する企業成長型であると規定する.そして、経営者は、企業成長が雇

用を安定させ、従業員の生活を改善することになると考えており、それ

こそが企業の社会的責任であると見なしていると言う.そして、そこに

見られる、労働力の売買契約的関係の集合という規定を越えた企業の共

同体的側面が、 「会社主義』という概念の核となるとするのである.こ

のことの傍証として、氏は、親会社による系列会社の合併以外の、大企

業同士の合併が著しく少ないことをあげる.相互に同質性・共同牲が存

在しない企業問では、合併後の新たな共同体の形成に時間とコストとを

必要とするからである.

このような企業の共同性は、企業の外務に対しては経営の自主性とし

て現れると言う.そのことは、経営者の企業内選抜という後構に明確に

見られる.橋本氏は、 f生え抜き翠」 の経営者の性格について、次のよ

うに言う.

『こうした r生え抜き墾』の経営者は、資本所有者でもなく 、経営に
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~1寸る吋門家 、 「まりアオリカ可I~(J) I"，(M終常1tて.~， をい 岬 事毛主雪朽 77成

のための織，tR訓練、供給機舗は企業外部ぶはないし、後-g'-t-の市場ら

ないのであって 、“本企業の経営者は経嘗に関する専門家なのではな

く 、 自 らの以す る企業に!l(1 寸 ゐ I.tl~門家で，!， ると い 「た ~l う がよ い。あ

1. 't! 、.. ‘ _".. .... ，.，_. 、‘ゅ . ，、 一ー 、.、LこJ 、白 、d

正予ー営者の役割jについて、 ザ 宍 戸I fEi，~休 』 仮設では;欠のよ う に規定寸る

が、そIlLiYk "iむらのと b‘η てよかんう..，三、1っち 送 F~' ~. ~ェ f 花'8'・

.71縦波のために '経済性 〉♂〕発仰をfl:視し を長?守体内部て'権力を行使

するJ.しかし‘ ζの権力の行使は :情成i;J，dに51・'!jj.されなければな

，') 'iJL、モの V限界は合豆:のii!視で l崎さ れ毛 ~ • !也:t， 詳営者 IJ ・ t ~同

生活体の 人俗的権威を示しており 、 情成員の~!長の対象である J .手

して 、権威が受容怠れるのは構成t:!の f共感の柁凶』を限度とすふ と

いうのがそれである.

主主 主~. ~. ，ヰイ討のょっな条件を O植 え る ，え で 、 '上λj瓦占 』かhましL・

のは、合'e.の範囲を了解できるかりだと いってよい，そ して、それは、

経~学の常識とは遂に .日本の企業では 『 ↑品業に L とづ く 分~ ~ が職

;f)j編成の原理にな「ているからだとみられる.協業は系 謀-，$といっ

た企業内組織を単位として編成され、下位の組織の集合が上位の組織

となる.それぞれの組織の長は、その組織内に限定された形で‘既述

の縫営者と向じ役割を負う.日本の後若者は下位から上位へ企業内総

滋の長を経験して、その地位に就く.. J J 2 o) 

僑木氏の指摘にあるよヲに、 「会-tt主義 i的な日本企業の経営者は

資本所有者でもなく 、経営に関する専門家でもない.これは、 我 マがi'it

理的に展開した内容との対応で言えば、株式制度と資本市坊の展開によっ

て 資本主義内で部分的な所布市IJJ支の乗り鑓えが起こり 、資本の運動の

本質が資本家的活劫そのものにあり 、資本家の財や貨幣の所有には依存

しないことが日月らかになるのと同型の事態である.資本家的活動は、本

来的な労働告の労働のように踊ー化され、首的設定を施されたものでは

なーいため、手宇一言者l立、本来専門的に養成されたつ、市坊を通じて供給さ
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れたりするものではない.ただし、資本の内部組織が原略的に展開され、

資本の運動が資本家的活動から相対的に独立するよ うになると 、当該資

本の運動を持続したままで、乗っ取りによって経嘗主体が交代したり、

自ら進んで他の資本へと移動したりすることが可能となり 、産業や流通

の運動は継続したままで縫省主体、ないしは資本家が資本の聞を移動す

ると いう事態が現れる.こ うした資本家の資本間移動のメ リ・ソトが大き

いよう な~境では 、 資本家の移動の頻度が高まり 、 あたかも経営者市場

が成立したよ うに見えるのである.日本企業の場合、資本家の移動には

大きなメリ ットが期待できない環境であるため、いわゆる生え抜き型の

経営主体が多くなるわけであるーしかし、企業の下位の鴻成員が上位へ

と移動していき、ついには経営主体にもなりうるという;jl・態を、原想的

に展開するためには、やはり 、様々の理論的媒介項が必要となる.ここ

では、と りあえず、資本の内お組織では所有制度が部分的に乗り越えら

れているため、経営主体の長としての資本家と他の楠成主体、さらには

労働者との質的区別が存在せず、際能による差異があるのみとなってい

ることを指摘しておこう.そして .資本の内部組織を織成する最大の要

因が、人間の個別の力能を資本主義的利潤政大化に完全に包妓・ 利用す

ることにあるため、下位の組織構成主体や労働者も、その力能に応じて

地位を上昇させ、経営主体の地位に就くこと も原則的には可能であるこ

とを述べておこう.

それでは、 「会社主義」の日本企業の中で、労働者、ないしは従業員

はどのような地位にあり、どのよう に組織内に位置づけられているのだ

ろうか.総本氏は、日本の労働者はまE磁するのではなく就社するのであ

り、学歴で示されるー徴的能力に基づいて採用され、採用後に企業内の

分業関係における位置を決められる と言う .そして、労働者たちは、終

身雇用と年功による昇進の代償として、 権威員としての義務の無限定住

を受け入れることになる.僑本氏によれば、具体的な人事管理の在り方

は次のようなものである.

fそして、従業員の能力が可変的であり 、その能力の向上は、協業の
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仕組みへの習黙度によることにをる.I警務経験を広〈積みながら、E聖

位を順次昇進して行くことになるが、習熟度に関する&もマギレのな

一-、.¥，.¥指福震が経層亀王手数だふ油会ふとになる 主白山した放っ.て喝d、高管J撃は11';._
業内の従業員の年鈴構成などを考慮Lて長期的視点に立って行なわ

[1;" I百人み定;羽 .~i5 t五泊、 2R :苦 てと J~ 守 羽:こよ ー て訴iìt( :c ;討 を行な い

定期移動によって滋業の場の変更にともなう人間関係の不安定化を小

さく し、:定力向上を予濁可能なものとさせ、i権力向上そのものは定期

昇格で評価するという人事管理を行なうのである.

しかし、人事管理は『非常に集中的』に行なわれるとともに、ミド

ル ・マネジャーの上位に達するまでは、長期にわたって多数の上位の

磁位にあるものによる、公平な能力と笑綴の考課 ・査定を要求される.

箆力と実績は白書業の仕組みの維持(良好な人間関係)と経漬的貢献に

よって品種られるとみられるが、そうなれば同一入社年次、ないしそれ

に近いものの閣で F企業内昇進競争』が展開され、企業内組織の&上

位者間の r組織内昇進蹟争』は、 r集団内集団競争』、つまり A認と

B諜あるいはA支底とB支篇との競争を内包する.この長期にわたる

企業内の競争によって、経営者予備軍のなかから譲が経営者になるか

ちいラ点伝関惨事宗広い組織内合意tP形成されるιLたがっτボ笛..，

，が基本Eな芯点で日'本の企業は共同体的だがfそれは歴史的な共同体

における役割の国定住とは、長期間の厳しい企業内競争をビルトイ ン

している点で決定的に異なるのである.ただ、企業内競争の優劣の序

列が、経涜的な報酬の差となるという点を小さくしてきた、つまり給

与の格差が縮小した点は、無視すべきではないだろ う.協案にもとづ

くかぎり、個人の貢献のみを分権して評価することに困難がつきまと

うことに対応したことだからである.J 127) 

資本組重量の進展によって、その中に支配ー従属関係が導入され、資本

家間の結合関係が強化されてくると、 それぞれの資本家的カ能の差異を

うまく組み合わせて効率を上げたり、活動量や活動範囲を噌大させたり

することを目的として、資本の内部組織が形成されることになる.かく
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て、複数の資本家悶で憶力と策合の関係が作り出されると、これまでそ

の主体性をi肖磁化されるのみであった労働者も、そうした内$組織の中

に統合され、組織の織成主体として協力・競合関係の中に組み込まれて

いく.資本の内部組織は、資本家が一つの資本の遜動を傭人で担う以上

の利益を、複合された資本家的活動によってあげようとして形成される

ものであるが、これが一度形成されると、労働者を含む格成主体は、協

力による全体的利益の増大は縫持したままで、相対的に大きい自分錨人

のがl益の獲得を求めて、組事車内でのJt!!位をめぐる競合関係を展開するわ

けである.経営主体の中心としての資本家は、 ti力関係を縫持しつつ、

競合によって各人のカ能を最大限に発揮するために、統制と誘因の組み

合わせられたシステムを作り出す.誘因のシステムとして重要なのは、

やはり地位の上昇と、それに連動しつつも裁量的な配慮の余胞を残す報

酬の配分であろう.原理的に資本の内部組織が展開されるまでは、利潤

のすべて、あるいはそれの分配分を受け取るのが資本家であり、労働市

場によって経滋燥機的に確定され、個別企業の成果によらない、賃金を

支払われるのが労働者であるという明確な差異が存在した.しかし、資

本の内務総織の形成によって、労働者の主体性の資本への積極的包祭が

可能となると、収入の面でも資本の運動の成果の配分ということで、結

合した資本家たちと労働者との悶には質的な区別が存在しなくなる.も

ちろん、労働者は生活資料を買いもどすのに必要な賃金部分は必ず符な

くてはならないのだが、歴史的・社会的に設定される賃金水準部分と、

それを越える利潤の分与部分とを区別する必要は概念的にも無くなって

いるのである.こうして、原理的には収入の函で経営主体との連続性が

生じることは、反射的に、労働者の主体性の包摂をより強国なものにす

ることに役立つことになるのである.

さらに、資本の内部組織では、構成員の錨人的能力を引き出すための

仕組みとして、労働者を含めた構成主体を、何らかの形で資本の意志決

定過程へ参加させる録構が展開されることもある.そうした事態が顕著

に現れる日本企業について、告書本氏は、次のように言う .
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「も「とも、 一九八0年代始めに行なわれた.もう少し立ち入った調

査によると 、常務会ないし奴締役会が紘高志思決定際関であるとして

ら、-t:‘三にいたるまでにJ トップが越本方針を示し.乏の捕象的な五f

討を下滞組織から積みあげて、具体化するという Uターン型怠忠決定

_.'i .~~ ε l L JZ て35: h ユ~ 乙七二。 :::.0:j~(:に!こミ， ーへ‘一心士

の予備軍も多数参加し、情報を共有しながら合立を形成していく窓思

決定方式だといってよ'パ.it社して後は、ト γア マ不ジメントであ

ろうと験伎の低いものであろうと.原則的には企業の橋成員としては

同貨なのであって.異なるのは社内キャリアの長短だという点からい

えば、当然のことといえよう.そして、彼らには共通に自らの成した

企業の盛衰こそが最大の関心であり 、その点に共同の利益があるから

である.

Uターン型意思決定は、企業内の下部組事語、あるいは織成員を経営

参加させる仕組みであるが、それは権限の F部への委譲と表裏の関係

にある.ただ、それが権限ないし『責任のつド限定性"Aをともなっ

ているわけであるが、一九七0年代末の時点における調査によると 、

トップ マネジメントの影響力の大きい意思決定事項は、 r資本投下』

;fi .1':務課長(}:)任命Jl・'ilr.新製品の生産J'<"r組織変更jIであり.'1.'r年 吋

次予算fご 『夜売計画』、 ・r新技術の開発J r要員計画』ではミド

ル ・マネジャーの影響力がトップ・マネジメントに近づき、 『人事考

課』、 F仕事の割当て』、 E教育調書lJ、r配置転換』などではミド

ル・マネジャーの影響力のほうが大きくなる.さらに、日常業務につ

いては F現均中心』の意思決定となっているのである.J I Z 8) 

こうした意志決定の下認への分割・委譲について、縫本氏は適確にも

『経営者機能の広範な従業員への鉱散と統合J129)と表現している.そ

して、その錫果を、経済環境の変化に迅速に対応できる柔槽造組援を作

り上げていることと 、企業成長がそのまま従業員の個別利益にもつなが

る限りで、従業員の意欲を高めることに見出している.ただ、主主体とし

て橋本氏の議論は、日本企業の共同体的側面を指摘する分析を肯定的に
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とり上げるものとなっている.しかし、すでに述べてきているように、

資本主義的経涜筏織の形成と展開とを明らかにする原理重論にとって、共

同体的関係を肯定的婆図として倣うことは決してできない.むしろ、現

実の企業の共同体的な側面は、資本の内部組織という経済合理性を持っ

た纏構が十全に成立した後に、その結果として形成されたものであると

考えるべきである.そ うであればこそ、共同体の維持という経営者の主

観にはかかわりなく 、 「会社主義』は過剰なまでの経済的効率性の達成

を果たしているわけである.つまり、現笑の経済の中に、商品経済的合

理性を持った関係があれば.利益最大化行動によって形成されるものと

して、それを展開してみせるのが原理論であり、それを基準として現実

の、必ずしも経涜合理性を持たない諸関係も、その効果と障害とが計ら

れなくてはならないのである.

『会社主義」が、日本的特殊性に還元される どころか、資本主義の合

理性を極限にまで高めた、そしてその意味で普遍的な経涜機織であるこ

とは、この概念の提起者ーである馬場宏二氏によっても、明確に言われて

いた.馬場氏は、 「会社主義Jが原理的にどのよ うな位置付けを持つの

かについては、全く論じていないが、資本の内部組織の展開における諸

形態の比較のためには重要望な示唆を行っている.氏は日本会社主義に至

る現代資本主義の展開と現代的政策の形成が、段階論の方法と叙述とに

いかなる問題を提起するかを論じた、論文「経済政策論と現代資本主義

論』において、労働力商品化をキーワードとする字野体系において企業

内労使関係、そして、経営組織に触れないのは奇妙であるとして、金融

資本の多桜な展開形態として、事実上、資本の内部組織の発展を追って

いる.まず、氏は、チャン ドラーの、企業者資本主義、金政資本主義、

経営者資本主義という経営発展の3段階論を引く.はじめの企業者資本

主主主とは、アメリカで1850年まで典型的だった個人企業、所有者支配の

ことであるが、その後、価格機織、すなわち、 f見えざる手Jによる調

節は、経営者、すなわち『見える手Jによる調節に徐勾に移っていく.

アメリカの鉄道案は、 1850年代から60年代にかけて近代的企業として成
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立する・が、-1880年代、 90年代に、金磁業者が所有者となった巨大鉄道シ

ステムが形成されるよコになる.筏営のヱ4事権がt宣詰量的支配を行古所有

者にゐ/1.1;(、.企業は制的4値組長としたJ性削拡張を_-f，9ι とμ

なる.これが金肩車資本主義である.だが、やがて、大鉄道企業の内認で、

→ーマ、ジ{.川、バ ち 守庁、九 't' I(!~ ，，*， I. ..;~;- ' 叫 .、キ昨--.~叫寄叫人
一、ー - ・」‘'

という事懲が生じ、経営者資本主義に変化していく胸 1930年代まで存続

したじ S"Z十一ルを例外とすれば、 1917年には、所信位。ヲミドル マネ

ジメン トの決定への関与は行われなくなっ 、トップーマネジメントにつ

いても把否権しか持たなくなったと 亘う.こうして、 成立した経営者資

本主義は、労務管理や会計制度を近代化し、主主権化と合埋伎を両立させ

た企業内組織を作り出す.その代表例は、 GMである.経営者に導かれ

た巨大企業は、こうして、多国義企業やコングロマリットを展開する主

体ともなる.チャンドラーの議論を、以上のよ うにまとめた馬湯氏は、

そこに見られる問題点を 3点に括って述べる.

「第ーに、何よりも縁式形式の意味をまだ軽視している.チャンドラ

ーのコングロマリット理解は事実の権移に合わない.コングロマリ γ

トは経営者資本主義の産物というより、なお残る、様式形式を利した

投極的金議利益獲得の産物であるう.近年のいわゆるMアXドAとか

リストラクチャチングも同種の性格と見ていいが、そこでは経営組織

の部分的切捨てが日常茶飯事である.そしてその前提にもなるが、ア

メリカの経営者の筏価引上げのための短期的判断によって経営し、長

期投資を怠ったのがアメリカの生産性上昇鈍化や国際競争力定価の原

因だとされる事態も、短期的金量生利得を狙う様主の投機的性格が、今

なま五企業に小さからぬ影響を及ぼしている証鍵であろう.宇野が指鏑

したかつてのアメリカ金議資本(7)特質は今なお生き残っているのであっ

て、金肩車資本(主義)は新たな形態を自己展開したとはいえ、消滅し

たのではない.

第二の限界は、 r見えざる手』の過小評価である.巨大企業内部の

組織や投資決定が経営者の手で行われるようになったからといっても、
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社会全体の価格係機が消滅してしまうわけではない.巨大企業自体、

手1I潤追求のための組滋である.企業の目標が利潤と志議されようと企

業自体の成長と意識されようと、巨大株式会社が、自己増殖する価値

体としての資本の本質を維持しでいるととには変りはない.ただ、概

していえば、利潤と意識するのは、その企業や社会全体が所有者支配

塁で経済的にはむしろ停滞牲が強い状況においてであり、企業自体の

成長や妓術革新と意識するのは逆にダイナミ ックな発展期においてで

あるという区別はありそうに見える.チャンドラーが念頭においたの

は、むしろ発展期の状況であろう.そしてそれはともかく、チャンド

ラーは、会計制度における 、資本の回転や原価計算概念の形成、目標

の売上高利益率から総資本利益率への発展といった事実を提示してい

る.これはまさしく、 『見えざる手』の産物である利潤をヨリ的確に

追求すべく、 r見える手』が開発した、技術的 ー組織的合理化の一発

現に他ならない. r見える手』は究極的に r見えざる手』に奉仕する

存在であることを明確にしておく必要があった.

チャンドラーの限界の第三は、企業間組織の解明が不卜分であった

ことである.むろん彼は、企業合併にはふれており、また、経営者資

本主義においては寡占は作り出したが独占形成は少なかったことを指

摘している.しかし彼のシェマからすれば、経営者資本主義のもとで

の企業間結合は、それがカルテルやトラストといった水平的結合であ

るにせよ、下諮け等の垂直的結合であるにせよ、かつてのような金量生

的利筈が主導した結合から、技術的組織的合理性追求のための経営者

主導による結合に変っていくのでなければなるまい.むろん私有財産

制を前提にすれば、合理性追求を動機とする結合であっても、しばし

ば稼式保有その他金磁的結合を手段とせざるを待ないであろう.問題

は主導力の交替にある.それはチャンドラーの持つ事笑に衡する素材

から明示しえたのではなかろ うか.先にわれわれが、現代資本主重量下

に金議資本が政治的に支配的資本といい得なくなるし指摘し、さらに

経涜的にも、やや別の意味で、支配的資本としての性格が変るとのぺ
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でおいたのも、実はこの点にかかわる.企業開結合の原理が変り、金

i捜キ Ij辛子主語による巨大抹式;È~若手のまえ合は強凶でな く なると見たか ら

である.J・3山 ， 
F 一 一 一ー

お土島氏が指摘する三つめ問題点を、原理論において資本組織及び資本

ヘ"~ ，.t!."買 を!モ!明 -1- "j '.rιタ，ぅ、ιL.!.:r'fI - 片 J ご J1，1'，ハ::"'1:，....ア、 J、~ ま

ず、第ーの、アメリカ資本主義に色浪い投銀位、あるいはチャンドラー

の A ヲ:'~滋資本モ占的性俗であるが 、 J反 ffll的にら資本 t .j'jéである以上投

機行:劫は消滅することはない.投1ft行鋤による行き過ぎを含みつつも、

役機による市場の運動の促進によって合E量的な機織をら形成していくの

が資本主主である"そして‘そこに形成される市上高軽量織はさらに新たな

投機行錯を生み出していくのである.一理主的に言えば、合理的機構と投

機の両{爾が常に同時に見られるのが資本主義経演なのである.もちろん、

現実には、時期や地減によって、どちらの側面が強く出るかには&'IJ:が

生じてくる。アメリカ資本主設が.投像的性絡の方を強く持っているこ

とは間違いない.コングロマリ ットの形成も、範囲の経済などと呼ばれ

る合理的な側耐をわずかに含みつつも、渇場氏の言う ように金融的.flj符

の実現のために行われたこ とは事実であろう.M&Aも‘ 不合理になっ

た企業古車公を切。捨て事整理するという".:1ンダロマヨット化の後始末

として起こゥた面が強い.そしてごそこにも投徳行動が吸着していった

ことはよく知られている通りである.ただ、少なくとも、原理的にも、

いかなる資本主義にも合理性と投機性の両面は共存しているのである.

第二の、市場像機の過小評価は、いわゆる股引コストの経済学に8い

ては特に、そしてそれと対立する動態的な議論をするチャンドラーにも

確かに存在する重量点である.これは、市ぬと組織を抽象的に取り上げ、

両者を対立しつつ相互に浸透するものと考えるためである.論理的発生

論に基づく資本組織論によれば、資本組織は市場を通じた利潤最大化行

動と対立するものではなく、むしろ、その利濁鼠大化を、市場競争の中

でより効率的・動態的に行うために形成されることが分かる.ただ、そ

のときの目標となる平II~率が、短期的なものから長期的なものへと転検
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することが重要なのであり 、この資本家的活動の変容によって、長期的

な利潤率の極大化という厳終目僚の手前に、売上高最大化や成長率重量大

化といった戦術的な目標が縛入されうることになる.我々の資本組織論

によってこそ、その理論展開そのものを通しつつ、 「見える手Jが「見

えざる手」に従う存在であることが明確にできるのである.

第三の、企業間組覇軍の解明の不十分さも、資本家の合理的活動が生み

出すものとしての資本組織の種々相を、論理的な展開順序に従って明ら

かにしてこそ、克服することができるものである.馬場氏も、事実上、

市場の運動と対立する独占形成が、歴史的な条件に規定された一時的な

ものであり、より効率的な結合は緩やかなものとなることを示唆してい

る.しかし、同時に、金融的結合が資本組織にとってどのような関係に

立つのかについて、事実の錨写以上の説明はなされていない.我々がす

でに明らかにしたように、稼式の保有による金融的結合は、非対称な資

本組織である資本系列を形成するときに原理論に導入されてくるのであ

り、企業売買や資本集中、とりわけ金量産的な利得をめざしたそれは、資

本の内部組織が展開され、資本家的活動からの資本の運動の相対的独立

が行われてから、原理的に展開されることになるのである.

ともあれ、チャンドラーの問題点を指摘しつつも、それを金議資本の

自己展開を事実上とらえたものと評価する馬場氏は、その延長上に、日

本会社主義を位置づけようとする.その媒介となるのが、まさに労働者

の資本への包穫の問題である.アメリカでの包摂が、少なくとも1980年

代前半の不況以前では、テーラー的労務管理と経営への不参加という状

態にとどまったことと対比しながら、馬場氏は会社主主主について次のよ

うに言う.

「会社主義の巌大の特徴は、所有者支配が弱いことを前提にして、経

営者ばかりか労働者までも経営の発展のための意思決定に参加してい

ることである.それは日本的特殊現象と見られて来たが、アジアNl

Csや欧米諸国にも範例として拶響しつつあり、普遍性があることを

示し始めた.用語を似せれば従業員資本主義であって、企業の潜在的
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存在震カは経曾者一資本'È~上り . はるかに高い . 企業としての合理性の

追求に抵抗がき わめて少な く 、必に含~住達三誌の圭体となる人民がは

るかに多むなるからであゐ..事実日本はそれにふフて叫.7.;.(.リ均ーを狭--

いて'生庵力的一基軸留となった.その透成があ「たから淀例闘にらなっ

. '. ~c. J.占"). 官 ふ と .... - :..、 ‘ ・ ， - 仇『
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リカの労使関係はようやくこの方向に向いたのである.他方ヨーロッ

パの企~には、 ナ ャンドラ ーのll1婚にも あるように所仔者支泌が浅 く

姥っていた.その安定指l古!を打破してー闘の経済成長を加速するため

に国有叱が試みられたこと さえあ勺た.ここでは国家が成長の主役に

なろう としたのである.

こうして、チャンドラーのいう経営者資本主義をひとまず基準とし

て考え ると 、 アメリカの現実はなお形を変えた所有者支配のある~議

資本主袋を残しながら従業員資本主義を模索しつつあり 、日本はその

先を行く従業員資本主義であっ、 ヨーロッパは経営者資本主ふ以前の

企業者資本主義の性格を払試していないという前後関係が見えてくる.

J I J I・

こうして 、馬場氏は、ヨーロッパーアメリカ 日本の頑で所有か希薄

化していき、日本の従業員資本主義が最も効率牲をむった形態であると。

まとめるイ原理的にほ?資本家の概念そのものには所有は含まれておら

ず、資本家的活動も所有を必ずしも前提としないのだが、資本家及び資

本義鳴を展開するためには、.どうしても所有制度と同時に成立する交換

関係から生まれる商品・貨幣が必要である.従勺て、資本家も当初、商

品所有者及び貨幣所有者の性格を同時に持って現れざるをえない.だが、

徐式制度と資本市坊が展開されると、そこに所有制度の部分的乗り越え

が起こり、より一層の効率化を可能とする資本組織が展開されるのであっ

た.資本の内部組事量も、資本銀織の延長上に展開されるものであるから、

所有制度の乗り越えは前提となっている.その意味で、いわゆる金滋資

本形態の共時的ー通略的な比較分析の基軸に所有をおいた馬渇氏の方法

i卓、きわめて正確で当を得たものであると 言えよう.
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さて .我々は、労働者の主体性の処理担重傷として、原理論の基礎吉草分

に見られるような消極的な包袋と 、日本の 「会社主義」ないしは 「従業

員資本主義』に見られるような積極的なそれとがあることを見てきた.

いよいよ、それらの労働者の主体性包主要段構、労働者自身に即して見れ

ば、その原理論での存在の変容を含む、資本の内部組織論を、原理的に

展開するときである.資本の内部組織は、第1章の最終簡において展開

された.資本組織、とりわけその末尾でその形成過程を明らかにした非

対称な資本組織たる資本系列の展開を前提にし、論理的にそこに接続す

るものである.

第5節 資本の内部組緩の形成と展開

非対称な資本組織は、資本組織を形成する要因である市場的あるいは

技術的情報の相互提供と 、共同の技術開発・生産性向上のメリットを、

一方が他方に従属することで、相対的にま克ーされた立志の下に、より噌

幅しようとして形成される.複数の資本の間では、必ずしも事業展開上

の意見の一致が見られるとは限らないので、 一方の資本は自らの意志と

判断を貫徹するために、他の資本に対して支配的関係を結ぶことを要求

するのである.しかし、もう一方の資本も別の意志・判断を持っている

のだから、これに無条件に応じるわけにはいかない.そこに、結合の手

段として様式証券が登場してくる.稼式証券は、その理論上の本質規定

から言えば、単に配当取得権の商品化という意味しか持っておらず、本

来は支配証券としての側面は無いのであった.しかし、株式を蛾入する

ことは、発行資本に対して固定資本投資等に向かう長期性の資金を提供

することを玄味する.通常、株式を購入した側の資本は、配当の他に資

本市場での売買差益を求めて、様偏の動向をにらんだ売買を行うことに

なる.だが、資本市場で稼式を手緩すことなく、ある程度長期間にわた

り当該稼式を保有している主体があるとすれば、その主体は、発行資本
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に対して長期的に大きな利益期待を持っていて、将来的にも資金を提供

する怠ぷがあるものと判断できる.そうであれば、その関係を利用 して、

ある程度長期にbたってー 、 まとま~た裁の当該徐孟誌を，~邑伝す，る~官、仏、 町民

様式を発行した資本に対して何らかの量生轡を持ち うるようになることが
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よる資令提供意志の表示カ号、従属的な関係に入ることの不可欠な交演条

件として介在寸るのである.支配的立上告に立つ資本に付して従属関係に

人る資本は‘将来的な資金提供をある梶度保証してもらう ことの利益が‘

自らの資本家的判断を幾分か犠牲にして、 相手資本の戦略に従った上品合

に.対等な資本組識のままでいたときに比較して失われる利益を鴻うと

きは‘非対事事な資本組織の形成を是認するであろ う.こうして、産業連

関的な生産系列に沿って資本の支配一被支配の関係が形作られ、資本系

列が展開していく.資本系列は、対称的な資本組織と同織に、情報共有

によって技術 孟.iiiiの革訴を行い長期的な干IJ益をみげることが目的であ

るから、 直接的な生産連関が無い部門の資本に対しでも関係が及びうる.

また、 FEZ走資本が商業資本を、逆に、商業資本が産業資木を資本系列に

組み入れ、流通情報の収集と流通組織の形成ー革新を行うことも可能で

ある.また、銀行資本が、産業資本や商業資本を系列的関係の中に鑑み ・

込み、その動向仁彰響を与えつつ、金面量的な利得を確実化・最大化する

こともできる.

非対称な資本組織、すなわち資本系列が展開されることは、原理論の

資本及び資本家相互の関係の中に初めて支配一後支配の関係が導入され

ることを意味する.こうしたまま本系列は、その結合に強弱の相違があり ‘

様々な強度を持った結合関係が多織に重なり合いながら資本家間で展開

されていく.しかし、資本自体の強立性は、資本系列に編入されている

聞は制限されるが失われたわけではなく 、結合による長期的利潤獲得の

メリットが無くなれば、資本系列自体解体されていくと原理的には考え

られる.従って、資本格互の鏡争関係は変わることなく貫徹しているの

であって 、資本主義経i1f全体が単一の資本系列で覆われることは考えら
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れないし、系列自体も長期には流動していくものなのである.

ただ、非対称な資本組織、すなわち、支配一被支配関係を含んだ資本

系列が展開されると 、新たな経iJH!檎を生み出す要因が現れてくること

になる.資本系列を結んだ資本家の間では、新たな事業展開や技術革新

の方向をめぐって相互に判断と怠志が示され、検討された結果、支配側

の資本家の意志が貧徴するという過程が見られるであろ う.その過程で、

支配倒の資本も、被支配側の資本の判断や意見によって自らの判断や計

画を変更するという事怒も出てくる.また、その逆も起こりうる.さら

に、実際の事業展開の中で、情報共有関係にとどまらず、部分的には笛

力して同一事業を行うような事態も現出するはずである.そして、それ

ぞれの資本家は相互に、自らと相手との資本家的力能の差異に気付き、

自らのカ能を補うものを穂手の中に見出すようになるかもしれない.そ

して、臨力行効によって、それぞれの資本家的力能を補い合うことが、

総体としての利潤をより高め、自らの分配分をも高めることが期待でき

るとすれば、常時協力行動をとることが望ましいという判断をすること

になる.かくて、相互の資本が独立性を失い、 二人の資本家の也力行動

によって営まれる単一の資本になるとき、そこに成立するのが資本の内

部組織である.もちろん、資本家の協力行動を基礎とする資本の内部組

織が形成されると、自らの資本家的活動が資本系列とは異なって独立性

を失い、上下関係の中に統合された単一の資本意志に従わなければなら

ないことになる.資本の内部組織が形成されるのは、資本家が独立性を

失うことによる長期的損失と、単一の資本へ結合することによる長期的

利益を比較して、後者が大きい場合である.ただ、資本の内部組様の形

成による長期的利益という場合には、金銭的利益だけではなく、自らの

資本家的力能の十全な発現への期待も含まれていると考えるべきであろ

う.これは、資本の内部組織の形成因の根本が、資本家的力能の結合に

よるまE休としての資本家的活動の完全化にあったのと対応する事態であ

る.

資本の内競組織の展開は、初めて原理論の中に人間の個人的力能の差
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実という問題を持ち込むことになる.いわば、資本守主主主f戸、その無限の

効率化の遥重量の中で、制人的力後までも直後に惨禍の中で利用し.flJ狗

追求をより合理化しよ:).としたといきょとである_.こまLま、℃も叫資本来、，

f内力箆の遣実は原理論から必ずしも排除されていたわけではない.ただ、

2 ・"‘首、h ・、 E じ司、 ι::-:'1 '，::' -'. !!: 'Pi ~- .".、 d 
，.;._I:UI“U凶 11'1".......よ d “').iLームーー品 ノ師、'<・...，'-υ.'、 .i，，d、.~、.，^ ， ~ J 

れることはなく、 差異があったとしても市吟競争での勝敗の中で処煙さ

れてきたのである @しか し、資本の内~組織論では 、 資本家的力能の差

突が、担重構を展開する要因として現れる.このことが、やがて労働者の

力箆の差異をも表面に浮かび上がらせ、資本家が自らの力能を十全に発

持する喝を求めて、資本間を移動するという事態をも原環的にIIわせる

ことになる.

さて、結合によって資本家的カ能の十全な発衝の上告が与えられ、t主体

としての利潤を結合前よりも高めることができたとしても、f11潤の分配

分が自らに溝起できるむのであるとは限らない.複数の資本家が協力関

係をとるとしても、資本意志が単一のものである以上、中心的資本家の

下に上下関係によ って各資本家が配列され、下位の資本家ほど意志決定

への参加も資本家的力能の発揮の度合いも少なく 、また科濁の分配も少

額である.::Uうにな今ざるをえないJ従ってア資本の内部組事量を形成した

複数の資本家の聞でごーより上位の地位を求めての策合関係が展開される

ことになる.この策合は、自らの資本家的力m;の優秀さを他の資本家に

対して示しv より上位の地位を認められるという形で進行する.たとえ、

当初、劣位にあった資本家的力能であっても、経演環境の変化によって

は、最も効果的になる場合も考えられ、資本家間の序列は徐々に、時に

は闘的に変化することになる.はじめは、中心的・指導的地位にあった

資本家も、その資本家のカfi:;が新たな市場的・技術的な環境に適合的な

ものでなくなり 、事業展開の革新に、ょっ有効な能力を持つ活動主体が

見出されれば、中心的地位を追われ、新たな活動主体が中心的資本家の

地位にまEくのである.こうして、当該資本全体の運動が、中心的資本家

個人の資本家的活動から相対的に独立していくことになる.本来資本と
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は、資本家的活動による価額の増殖活動を外務から眺めた慨念であり、

それが所有ではなく 際能そのものに基づくものであることは、稼式制度

の展開によって理論的に明示化されるのであった.つまり 、資本の運動

は、資本家信人の資本家的活動とは不可分のものとしてあったわけであ

る.しかし.資本の内部組織が展開され、資本の運動が中心的資本家の

主導の下、複数の資本家の協力によって担われるようになり、しかも、

中心的資本家の交替も起こることになれば、その段階で資本の運動は、

必ずしも中心的資本家個人の活動によって決定されるものではなくなる.

中心的資本家が交替すれば、無論資本の運動、あるいは事業展開の方向

も変化を遂げることになり 、しかも、それはしばしば急激なものでもあ

りうるのだが、どのような資本も、従来の編成形態や既投下の箇定資本、

顧客関係や商品の品織え、さらには人材の集積という形て¥過去の活動

によって形作られた回定性を有しているのであり、指導主体の交替があっ

ても、長期間に渡って後々な商で同質性が持続することになるのである.

こう して、を華々な資本家の活動結果が残存し複合することで、個人の資

本家的活劫からは相対的に独立した資本の運動が経済全体で見られるこ

とになるのである.

中心的資本家は、自らも内部組滋での競合関係の中で、燈位を失う危

険に略されながらも、資本全体の発展のために構成資本家の力能を十全

に発揮させるための制度を作り出そうとする.資本家たちは内部組織の

中で、路カと競合という両主量的な関係を結び合っているのだが、中心的

資本家はこれらを巧みに組み合わせようとする.まず、その最も基礎に

置かれるのが統制と誘因とからなる制度である.中心的資本家の判断と

意志を徹底して実現させるべく、それぞれの活動主体を監視したり規制

を設定したりすることによって統制を加えながら、その一方で、命令や

計扇の達成度の評価を行い、それに従って組織内の燈位の上下や、利潤

の分配割合を決定し、全体として統ーされた資本意志に従わせる誘因と

するのである.資本の内部組織がそのま克ーをま韮持する限り、必ずこうし

た統制と誘因の制度は存在すると言ってよい.だが、資本組織そのもの
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が形成される.ときにJ内部組擦に参加する資本家が、独立した資本家的

活動によれば得られるものの、独立性を失うことで議めなくてはならな

怖 い短期的利益を後栓にいて求める長則的判盆には、他位上舛乞pl.も")~-~

ヰIla司の分配分のt曾大だけではなく、自らの資本家的力能をより完全に発

ート与、、~ :~-':-，""， ' 1 可明雄 市 川 ド叱 ~." :-:: r'":内，..・ー也叫司、ー-...) -~.、、ー~; .11川 "も，$..， .1，ょ‘、"" • 1 、 t 匂 F

欲求があるのであれば、中心的資本家はこれを満足させる主誌を与えてや

ることによって .各f帯成資本家の力を十分に引きtP.し、 資本主主体として

の成果を上げることが可能である.そ して、そのカ能発婦の坊は、各資

本家の資本家的力m;の特性に合った、しかもその後れた部分に関して資

本家的活動や判断の自由をできるかぎり認めてやるような役前として与

えられねばならない.つまり、指導的資本家を中心として、各資本家が

役割分担を行い、資本の意志決定の権限をも、分担された業績に必要な

限りで各資本家に分与することが行われるのである.こうした、資本の

巡効の全体的方向性の決定は指導的資本家に残しつつも各~~の資本家

がある程度の自由度を持って活動するような内部組織の形態は、資本1.Il

慢が大型化し、量的な意味で個人の資木家が全休を統括することが図書量

になった場合だけではなく、経務環境の急速な変化とそれに伴う情報の

偏在住の高まりによ事てピー各部署の相対的に自立した迅速な判断と行動

を認めたほうが効率的な場合子あoれはブ経演の空間的な階建の程度が

大きく、各~域の支所での自立的判断ー行動が有利な場合などに、採用

され発展するものである r ことうして、.基底に統制と誘因の制度を置き、

資本としての統一性を縫持しながらも、場面によっては各資本家に意志

決定過程を分与し、各部署に自由度を認めた内部組織の展開が見られる

ことになる.さらに自由度を高める必要がある場合には、いわゆる分社

化にょうて 、資本の内部組織が形成される以前の、資本系列の関係にも

どることによって、 一層の効率化を図ることもあろう.

こうして様々な態様を持ちつつも、全体として統ーされた資本の内部

組織が形成され、活動主体の資本家的力m;をめぐる笛力と策合の関係が

展開されると、これまではその主体性を泊極化され、資本家の指揮・監
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ぢに従属するだけの存在であった労働者も、その原理的な規定牲を変容

させてくるようになる.原理論の基礎部分においては、労働者ーは、資本

主義的な生産手段、あるいはまとまった量の財や貨幣の所有からは銚除

されて、労働市場において自らの一定期間の労働力能を労働力商品とし

て売るしかない存在として現れた.労働者のそうした側面は、原理論総

体を通じて無くなることはないのだが、これまでは、労働者は、労働力

商品の単なる担い手として、労働力能の発揮、すなわち労働力商品の資

本家による消費の過程では、一切の主体性を資本家に奪われ、労働過程

における決断と計画から全く排除されるものとされていた.つまり、労

働者の主体性は、資本家による支配と統制の下で完全に消極化されると

されていたのである.この事態は、労働者の主体性の処理の仕方から、

労働者の消極的包摂と呼ぶことができる 132) こうした労働者の消極的

包主要は、山口重克氏の論考に見られたように、分業に基づく tli~の展開

の中で進展し、 81械鋼大工業によって完成されるのであった.資本主義

が、その基幹部分を機繊制大工業に依存し、その経済体制としての本質

を労働力の商品化に置いている以上、労働者の清極的包摂という在り方、

つま り、労働者の主体性の消極化は決して無くなることはないわけであ

る.だが、資本の内部組滋の展開は、これまでの労働者の存在策定に変

容を与え、ある程度の主体牲を持って資本の運動に参加していく主体と

して、また、ごく微細に分割された形での資本家的判断や活動を分担す

る主体として登場させることになる.この事態は、労働者の積極的包摂

と呼ぶことができるであろう.

隊式制度と資本市場の展開によって、資本主義の枠内での所有制度の

部分的乗り越えが起こることになる.活動している資本家が、線式発行

によって長期資金を集中し、配当に制約されながらも、資本の運動の過

程で用いられる生産手段や財、貨幣の所有ということが事実上問題にさ

れなくなると、これまで生産手段の所有ーから排除されているということ

で、労働力商品を売って生活するという地位に抑留されていた労働者も、

その所有の制約から相対的・抽象的には解放されることになる.しかし、
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そのこ互の理論展開上の実質的な影響は、聞に未だ{司の模介も無いため

に、 i呈く労働1fj-の存在に北ぶことはないのである.とよろか、資本組織

"誌の中で資本の内部組織が反日Hさtl..凶力と説会乞)IIiじた武本家|討のよ

ド!苅{品が形成されてくると話は返ってくる 3 下位の資木家たちの存在i立、

¥，!' .'(r三A、'z'J，、 て'r1.，ι三..-:' 7~~ :';!l .. -'.~ ~町内 :J!:i "パーて 可，';'，":"二

を与えられたものとして受け取り 、臼由度を持ちつつも最終的には上{立

の資本t誌の判断と命令にl足うとい 4形で.次第に労働告に湾似してくる.

しかも、資本の内部組織の形成目的は.各資本家の個人的力能の差異を

う まく 組み合わせ、総体としてより効率的に長期的手Il~買の絵大化を達成

寸ゐことである.その形成以は、まさに倒人の資本家的フJm;といつこと

にあるわけである.そうであれば、もし労働者の中に 現場の技術的ー

制度的改善に慌カを発侮したり.他の労働者を有効に統率-f旨持ーできる

能力を持っていたりするような主体があれば、その王l本を最 F位の資本

末tI(J(，目幼をmう主体としてIt'l部組織に封iみ人れることは、よw.oJ資本家
たちの判断としても有利なことである.1理論のこの段階では、資本家の

縦;定住から所有は排除されることか目Hムかとな「ているのだからなおさ

らである.放下{立の織成資本家として繍入された労働者u、これまでの

賃金に加えて Jそれと不可分な形で利潤の分配分も愛けとるごとになり、

収入の面でも資本家との差異を失う .こうした微細に分割された資本家

的活動への組み入れは、後々なレベル、後々な程度で行われるのだから、

主要な労働者は内部組織へと編入され、駿分や地位の面でも、報酬の面

でも、トップの中心的資本家から最下位の従業主体にまで至る連続的な

階層制が成立することになる ーもちろん、最下庖には.内$組織に編入

されていない短期主主労型の純然たる労働者も残されるのだが、ここに至っ

て資本の内部組訟は最も発展した形態をとる.労働者をも筏極的に包祭

した内部組織では、より上位の地位を求める議会関係が展開されるので

あり、当初]の労働者も原則的には上位の資本家に転じる可能性があるの

だから、 各人の俗人的力能の発婦と資本総体の利益のための悩力は主体

的に持続的に行われることになる.このような資本の内部組滋の全体と

-183ー



しての維持が長期にも不合理になれば、それは分割されて複数の資本か

らなる資本系列となったり、下位の織成主体から順に解混されていく こ

とにもなるが、通常は長期的な就労関係が維持されていく.

ところで、資本の内部組織の発演は、個人としての指導的資本家から

の、資本の運動の相対的独立がよりi並行していくことをも意味している.

だからこそ、資本の運動の継続性を維持したままで、中心的資本家の組

織内部での交替も可能であったわけである.しかし、中心的資本家の交

替は、組滋内部の下{立の資本家との交警ではなく、外務の資本家が移入

してくると いう形で起こることもありうる。新たな資本家的力能の導入

を求めて、友好的に呼び寄せる場合もあるが、 1敬対a¥Jな乗っ取りゃいわ

ゆる企業売買による資本の吸収や解体という形で行われることも考えら

れる.そうした対立形態での資本家移入を可能にするために用いられる

のが、資本系列の形成の際に登場した株式の多数保持である 。多数の株

式を保持することは、当該株式を発行した資本に対して長期的な資金提

供の意志があることを示す.とりわけ、当該資本が思わしくない成果し

かあげていない状況では、多数株式を買い占めて資金提供の意志とその

資本への関心を示すことで大きな影響力を発揮することができる.当該

資本の、下位の資本家の多くの判断次第では、中心的資本家はその指導

的地位を、隊式を買い占めた外部の資本家に明け渡さざるをえないこと

になる.当該資本の資本家が一致して反対したとしても、 t正式を買い占

めた資本家ないし資本の移響力が高まることは避けようがない。，3>

こうした事態は、外部の資本家の移入や、他の資本による支配によっ

て経済的に効率が高まり 、当該資本の平1)潤率が上昇する場合にはむしろ

当の資本にとって も望ましいものである.現実に経済全体で見ても、市

場での競争関係に加えて、乗っ取りの脅威が、資本の活動を効率化・合

理化する動因ともなるのである.だが、株式の買い占めや乗っ取りが、

資本市場での銑価を動かすことによる投際的な利益の追求のために行わ

れているとすれば、当該資本にとっては、資本の運動自体をtll乱し阻害

するものとして全く望ましくないことである.従って、各資本は、投E里
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行動としての乗勺取りを防止するために、種々の手殴を講じることにな

る.itえらJ基本的には、画己当を上げることによって抹舗を維持し、投機主

体に姐われないように烹ることであるが、局時に資本集団を用いての防

衛策も行われる.例えば、資本集団内の銀行資本ミ平に隊式の保有を依頼

• _， ..- 1. ..........， :' .__ー.， 、
、、 J.....;.... "';1--.' 巴、，;.-1ι 、- ，~ .，“ー 作 J _. _. _ー 、 '-..1". 

'3努力を遮断することである a 機式の相互持ち合いは、それ自体が集団
のt!'i滋共有関係を促進L、資本集団の本決の目的をより達成しやすくす

るだけでなく 、配当の引き下げを可能とし、和l潤の再投資や内部組織で

の分配をょっt曽大させることにらなる.

ところで、株式待ち合いの喝合、その篠式を f折有する主体は誰かとい

うこ とを明らかにしておかねばなるまい.そもそも 、続式制度によって

所有制度の部分的乗り越えが起こり 、さらに資本の内部i縄覇軍によって、

資本の運動の信人の資本家からの相対的独立が生じると、資本家制人の

財産と資本の財産との分譲も起こると考えられる ω つまり、資本家の制

人財産である貨幣ー土地ー篠式と .資本の運動で笑際に用いられている

生産手段や財、貨幣は硬論的に刑なものとなるめである.資本の速効の

，'''にある生産手段 ・財ー貨幣については、すでに所有の主体が誰かは間

題にされなくなることを明らかにしている.よって二、資本集団内での稼 働.

式の相互保有の際もJその様式は、資本の運動に思するものとして所有

主体集きままに保有されていると考えるべきなのである.

さて、，資本の内部組織は、資本家、さらには労働者の個人的力量Eまで

もを資本主義が直接的に取り込み、その効率化のために利用する蟻摘で

あった.資本家や労働者は、かくして自らのカ能発揮の場を求めて、資

本聞を移動することになる.いわば、人間自体の力能の主主動性が確保さ

れ、資本主義は最高度の効率化を達成するのである.そこでは、原則的

には資本家も資本閣を移動するのだから、いわば f経営者市場」に簸似

したものが生じると言ってよいが、そこでの「商品Jは個人的カ箆によ っ

て効用が個々に異なり俵定住を待たないものであるため、市場復織とし

ての発展はありえないのである.
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5i::& :3宣言 支出('::zド逢旦牽銭言命 6つリ伝来吉

第 1節 1907年恐慌をめぐって

前2主主において寂々は、資本組織及び資本の内部組織の!原理的展開を

行ってきた.本主主においては、資本組織の展開が原理論体系に対してい

かなる影響を及ぼし、どのよ うな新たな埋論的発展をもたらすのかを明

らかにしよう.資本組織論以降の展開は、それ以前の、原理論の基礎部

分に対して 、様々な変容をもたらすことになるのだが、それによって基

礎部分の根本的書きかえが必要になったり、基礎部分そのものが不要に

なったりするのではない.資本組織論の帰結は、原理論の基礎部分の叙

述と重ね合わされ、複合されることによって、両者相{集って現状分析に

利用されるのである.そのように、資本組織論の原理的展開は、原理論

の基礎部分と重層的・立体的な関係に立つ理論領域を拓くのだが、本主主

では、前半において、資本組織のもたらす景気循環の変容の理由と意味

を、後半において、資本の圏外直接投資、さらに、いわゆる多園祭企業

の理論を明らかにしたい.

帝国主義段階に ~II って景気循環に変容が生じることは、トウガン・バ

ラノフスキーやヒルファディング以来長く問題にされてきたが、これに

理論的な方向性を与えたのは、宇野弘蔵の『経務政策論』であり、独占

の契機を強調することによって、慢性的な不況基調のイメージを提起し

たのは、大内力氏の『農業恐慌A"‘Bであったと言ってよい.そして、

自らの詳細な実託研究の成果を踏まえ、帝国主義段階の景気循環の形態

的特徴をまとまった形であきらかにしたのが、戸原四郎氏の『恐慌論』

であった.戸原氏は同替の序説において、重商主義段階から戦闘期に華1I

る資本主義の廷後史の中に帝国主義段階の恐慌を位置づけ、次のように

言う .

「このよ うに第1次大戦前のいわゆる古典的帝国主義の段階では、以
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前の自由主義段階と実な「て、イギリスの景気循環はもはや陛界の景

気到J向を主導する力をもたず、 むしみ外部の効[句に滋定されるよコ に

な 9た . . b -:>-とも-i-~リス I;t_ .巨額の資本車省出を通じτ位採の主t気を 合

併偏した り、金融の引き締めをII量じて念慌をi強調lした りする勾をもち
， ~， ).. 、 ' 人" ・ ~-:- .~ 可 申" "・ '.'~ I _ '""可 ". ' '..単・i~ .... . ，....・憾。白・.."". t;， 
一'ー、;~ _ .¥... ，'"d 、、ー“-'(I.._ 、 6、

したため、金融商でのその活動も外部世界の動向に受動的に対応する

だけのものにとどまった。この内隙では ドイツ アメリ カ専の後進

資本主義国が積極的な役割iを演じたが、この主役の交替と同時に呆気

循環の内容にも変化が生じた.独占体調lの成立は、市上詩組2華や金品生機

4昔、さらには企業の投資態庭などにも極々の変化をもたらしたかムで

ある.その結果、たとえば以ー釘の恐慌にはっきものだったパニックも

しだいに後退した.もっともアメリカでは、西部辺鳴の開発による国

民経演の急鉱大や、発券制度を含む金品皇制皮の不備などの特殊事情か

ら、この段階でも金滋パニヴクが続発したが.ヨーロッパではそれは

明らかに後退した.そしてこのことは、他の一連の事情とあいま って、

母慌による過剰資本の空理を不徹底にし長びかせたから、不況の好況

への転繰も阻害され.何らかの外的な要因に支え られて最気が回復し

ても、‘その展開は過剰資本の残若手のために倣行的にならざるをえなかっ

たγとうしててh以前の段階でみられた章子況可恐慌‘不況という明確な

3局面の法則的に転換は薄れ、恐慌の急性的な性格が緩和されるとと

もに、好況と不況との区別も唆味になり、明確な転換点を欠く好況と

不況の、長気の上昇と下降のたんなる交替という様相がしだいに強ま っ

た.景気循環は、ぞれとは区別された意味でのたんなる景気変動に埋

没される傾向にあったのである. I 135) 

かくて、戸原氏は、大不況期を通じてイギリス資本主義の産業面での

主導性が後退し、ドイツ アメリカが景気信漢の主軸となり始めるとと

もに、金融資本的な蓄積体制が成立し、これが帝国主主主における景気徹

底をもたらすとしたのであった.そ して、古典的帝国主義の代表的な景

気循環として 、1907年の恐慌を含むー循環をとり上げ、詳細に分析を加
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える.

まず、好況期を問題にする氏は.1900年の恐慌によってドイツの景気

は秋以降急速に悪化するが、その中には原材料や基礎資材が加工品ほど

は暴落しないという独占体制の成立にともなうiEみも含まれていたと言

う.そして、半製品連合は給出によって基礎資材の生産縮小を小幅にす

ることに成功した.その結果生じた内外の単純企業との対立を克服する

ために、 1904年製鉄連合が発足し、独占体制の確立を見た.その問、ア

メリカの好況という外的要因によってドイツでは好況が続き、金議緩和

による住宅建築や公共投資の回復、農業での豊作と稲候って生産鉱大を

もたらした.なお、この時期に、ボーア戦争の影響で持続的な不況状態

にあったイギリスに、ドイツの短期資金が涼出することになる.この資

金は、ドイツの景気回復とともに還涼し、証券市場では国債に代わって

産業株の限引が活発化した.重工業は、好況の進展に対して既存設備の

操業率の引き上げによって対処できたから、 1905年までは安定した数量

景気が緩いたが、最気が好況局面を迎えるに及んで、価絡景気の様相を

呈するようになった.ストライキを伴う賃金の上昇は企業収益を圧迫し、

労働力不足は新設備の建設を遅らせた.製鋼連合は市況の有利な圧延品

の生産を鉱大しながら、単純企業への鍋塊の出荷を減少させた.園内市

場での供給不足は輸入の相対的な鉱大をもたらし、貿易収支の赤字は園

内金利の上昇を加速した.

アメリカ経済の急依大が、鉄道証券の発行による巨額の資金を吸収し

たことは、ヨーロッパの金融に引き続め作用を及ぼした.こうして、金

利は日露戦争の終結を契機にt昇した後、その傾向をさらに持続したの

である.各国の公定歩合引き上げによって、ヨーロッパからの資金混入

を抑えられたアメリカでは、 1907年稼式投機相場の暴落を見るにjllる.

各国の好況も1907年中頃に峠を滋したが、景気後退を決定的にしたのは、

同年秋のアメリカの恐慌であった.金量生援関への取り付けは金銭貨に打

歩を生むに到り、情緒の暴落、生産の激減が顕在化した.アメリカの高

金幸11はイングランド銀行の公定歩合引き上げを余儀なくし、ドイツでの
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対応する引き上げは景気の行き詰まりを明確化した.しかし、ドイツで

刀法気後退には急性的なパニソクか伴わなかったこ とを戸原氏は強調す

る.基督草食何では組占 1画舗が縫持~れたし、ノに企楽に倒産はなく、ノに緩

行は安"*を保ち、証券相ぬも$1喜しなかった. r巨大企業と 巨大銀行と

の也 今を 叫に L た 4生理~ r;~ をの t主将う\ lf: l苧 7ヲ~~耳1 を吃 tヒきせず

ためであると、戸原氏は言うのである，

さて、 \907年秋の金融市主誌の堤常7j・ 1垣迫は 、 τ~{ドには緩和して いく.

ドイツではモロッコ問題やバルカン問題といった政治的危機と 、ライヒ

スパンクの金属準備強化の政策とによ って令.fljのm;-Fが遅れはしたが、

託券発行のI曽加をもたらすレベルに低下した.産業面では、自由価f告は

¥908年秋まで低下を続けたが、独占価格は石炭以外は恐慌て'引き下げら

れたものの、強占と輸出によ って軽微の低 Fにとどま ったと言う.だが、

この過程て'、生産制限をめぐる混合大企業と単誕中小企業との対立は激

化し、 ¥908年末には銑鉄独占体は湖毎軽したーこのi晶坊はjヒドイツのア内

トサイダー企業の安値攻勢によるものであった.ただし 、¥910年夏には、

アウトサイダーをも含めた、全国的な銑鉄連合体が倒立された.

以上のよ古な、 1907年恐慌を中心としたー循環を見た上で、戸原氏l;t

次のよミ.な総括を行う.-

f全体としτこモでは局面転換か連続的・漸進的でありJZE侵略のパ ・
ニックの欠如がそれを象徴する.そしてパニァクが泊減した直接の埋

由としては、銀行集中によって金滋市場が少数の大銀行を中心に再編

成され、信用関係が容易に動揺しなくなったことや、また綿花その他

の農産物をめぐる投畿が、総工業の地位の低下や運輸通信綴関の発遂

によって、もはや以前ほどの主主主主をもちえなくなった、等々の事情が

あげられよう.だが、全体としての循潔の様相変化は、軽工業から進

工業への産業楕遣の変化にともなう資本の再生産婦造の変化によるも

のてeあった. Jけ刊

つまり、種々の直接的 現象的要因はあげられるものの、理論的ー本

質的に景気循環の変容をもたらすのは生産力の発展による蓄積様式の変
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化、すなわち、いわゆる金議資本の成立であると、戸原氏は言うのであ

る.そして、好況ー怨慌 ・不況という明確な局面転換が、区分の明瞭さ

を欠く好況と不況との交替に転化する一般的な理由を述べていく.まず

恐慌矧の独占体による重工業の中核部門での価格総持は、周辺の加工部

門への資本過剰の圧力を加重しつつ、大企業での利潤の減退をくいとめ

る.このことは、資本過剰の最終的な処理としての設備更新の動因を弱

め、不況を長期化させる.とは言え、財政支出・公共投資や個人の住宅

建築などの外的契憶が作用すれば、金融資本の景気起動力の弱さを補っ

て景気を回復に向かわせるとする.これらの外的契憶は、自由主義段階

では規模が未だ小さかったが、帝国主義段階になると軍備広大や都市化

によって自然発生的ながらも顕著に培大し、やがて、いわゆる国家独占

資本主義体制の下で意議的に展開されると言う .ここで注意すべきは、

戸原氏が、外的な要因は自由主義段階でも作用していたが、そこでは、

資本自身の景気回復力に従属する増幅要因にとどまり、特殊な意義を持

つのは帝国主義段階になってからであるという言い方をしていることで

ある.それを金議資本という、産業資本とは区別される一つのまとまっ

た蓄積様式の展開とおさえることは問題であるが、資本自らの自律的儀

檎展開の中で、景気循環の持つ意義が消極化していき 、そこに現実的 ・

歴史的な外的契憶が呼び込まれたとする観点は重要である.

ともあれ、戸原氏は、外的要闘によって総需要が鉱大すると中核部門

で蓄積が再開され、 一部の資本での好況と他の資本での不況の持続とい

う倣行性を示しながらも、好況過程が進展すると続ける.しかし、上の

外的要因は、コスト上昇や金議逼迫にはすばやく反応するから、契機過

熱は事前に抑制され、パニックの発生は回避されるとするのである.

このような戸原四郎氏の最気循環変容論にたいして、石見徹氏は著書

rドイツ恐慌史論』において、その金融資本概念の有効性への疑問を中

心に据えて批判を展開した.石見氏i立、恐慌の形態変化と一括される現

象の中に、三つの次元の要素が混在していると言い、資本主義の自己展

開の中で形成された変化要因と、コンドラチェフの長期波動で示される
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上うな要因、イギリスEドイツ・アメリカとの成長動向の差異といヲ要
凶を区別する.そして、マルクス経済学のニi=.8誌は第一の奨i通だけを強調

し、慢性不況4メージてて金議資本の醤穣後式についての議論を民胤して

きたとするのである 2 その七で‘氏はI';!，gのf型論的な合意を次めように
.~ -.， ザー"で主d

「もとよ り景気循環は、下古事構造の全体的な運動に関わる現象であり ‘

その性絡に応乙て研究の対集も無限に広がる可能性をもっている.本

Jtで鉄鋼一石炭業およびこれに関連する諸産業、金量生iA織を中心に分

析を進めることにしたのは、 既述のよう に、宇野以来のドイツ金再生資

本の杷採が彩零しているのもたしかだが、第 1t立以下でそれなりに必

要な箇所で言及するように、これらの部門が経波発展の基軸とでもい

へべき位置を占めていたという経験的な事実に図る とこみが大きい。

したがって、なかば通説的な金量生資本概念に依鎚して、重工業と大銀

行の結合体を他の関連領域から切り緩して、国定的にlMえることは筆

者ーの意図ではない.資本市場や国際金日豊の動向を追加して、金議資本

の議積をいわば r流通主義』的な側面から補足することも一つの方法

であり、そうした視点は以下の分析においても随所で生かされている

はずであるJだが従来の研究史が等閑視しi'{;きた伝もかかわらずJ 本 唱

書が最6重視じ'1.ごいのは了童基軸部門の発展に決定的な影響を及ぼす産 t

業構造、あるいはもう少し正確にいうと、産業連関である. r流通主

義』に対比させれば、 r生産力主義止の視角と，でもいえるだろうか.

この側面は、 宇野が無前鍵に設定した『外的要因』 、あるいはまた長

期波動説にも通じる論点、に、一つの重要な出俊りを与えることになる

と思うのである..J 13 a) 

石見氏は、著書の目的を金融機構や国際金雨量の具体的展開の中で金融

資本の蓄積機織を広くとらえることと、形態的な把握ではとらえられな

い現実の産業連関E日 3を資本蓄積との関連で問題にすることに置いてい

る.しかし、氏の真意は、いわゆる恐慌の形態変化以降の資本の蓄積重量

感を、金品生資本の蓄積様式というまとまりを持ったものとしてとらえる
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ことが、いかなる意味でもできないということを明らかにすることにあ

るのは本論部分での叙述からも明らかである.孜々は、とりわけ戸原氏

との差異を明確にしていくために、 1907年恐慌の過程を級った第5i主を

倹討していくことにする.

石見氏は、1907年恐慌から帝国主義段階の景気循環一般に説き展げる

のは、同恐慌の過大評価であり、事実の理解に歪みを生じさせる原因で

あるとし、と りわけ、戸原氏が局面転換の連続性 ・漸進性の論歯車を、金

量皇資本ないし重工業独占体の蓄積様式に収数させることを批判する.そ

して、戸原氏の議論との対比を際立たせながら、 1907年恐慌の過程を分

析していくのである.1903に開始された好況が、1905年半ばまでは数量

景気として上昇運動の強力さをなぜ欠いていたのかという間いを自ら出

した石見氏は、まず、アメ リカの景気後退による世界市場の一次的な沈

滞が彰を落としていたことをあげる.一方、製鉄連合はA製品(半製品、

鉄道資材、形鋼}の完全独占をなしとげていたが、投資制限規制にもか

かわらず最気回復とともに混合企業の旺盛な設備投資が始まったので、

価格は市況によって安定していたものの生産能力は全体としては縮小し

なかったと言う.石炭価格は、独占体の強力な輩出制限策によって長期

の安定を主主け、新興部門である電相量産業では実需の伸びを背景に三大ZE

S量産業への独占化が進展した.化学工業の中核であるタール染料では二

つの利益共同体が形成され、多少なりとも価格の緩持カを持った.しか

し、総じて、独占体の成功は世界市場等の景気動向による需要の変動に

規定されたものであったとされる.

1905年初頭の炭鉱ストライキが終結すると、鉄鋼業は貴子況前期の停滞

色をー帰する活況に湧くことになる.これは前期とはちょうど遂に、ア

メリカの景気高掻に関連したものだった.今回の世界的な好況では、多

角貿易ないし多角決済健機が、周辺農業諸国をも巻き込んだ景気連動に

明瞭な役割を果たした.英独間の貿易は量的にも質的にも、両国の景気

鉱大の不可欠の要素となっていた.イギリスでは、 1880年代末葉以来久

しぶりの資本輸出ブームが起こり、いつも好況開始郊には見られるよう

-19Z-

町r ・句 &

にイギリスの対周辺積出増がより顕著に生じたが、ドイツの商品鎗出が

これに便乗したi函が大きいことが縫測されると手う.凶際的貿易連鎖の

?で、:!1，?i;t.I!リカに0;ぐj;t気起鋪凶の地位を占め、け05i与にEは
り第一次大司埋まで持続する輸出ドライブを開始した.これら鎗出要因に

け"-r 引で;で!-: 'II! rnl引等刊1.'tIj ~勺 ? 内 に‘ t-~ ' .ì~ i'$fJll ，7' J.. ~ i宅内汚品代て叩

設にブーム的な動きが見られなかったものの順調な伸びがあり、鉄鋼業

では 、 独占体の強化にもかかわらず資本訴事者の衰えはなかった . 石炭~

や新興産業も順調に発展し、産業証券の発行は好況前期に引き続き盛ん

に行われた.しかし、これらを支えた好況期に実例の金雨量緩慢は、 1905

年秋からの利子率引き上げによって終わりを告げていく.

1907年3月のニューヨーク株式相場の下落は、ベルリン相場を下降に

引き込んだが、事前に投機が過然していなかったこともあって金肩車線婦

はほとんど動揺しなかった.10月のアメリカの金滋パニックはヨーロッ

パの貨幣市上高を極度に緊張させ.景気の後退を引き起こしたが、恐慌の

打掌は小規模にとどまった.恐慌を激化させなかった原因について、石

見氏は、通常の金融資本の確立.独占体の完成という論点に対抗して、

好況動因の性格や景気を主導する産業の成熟度、投器量的要素の介在の程

度といった景気循環の儲性という論点を打ち出すぜそして tその論点は.

再編'強化され‘たはずの被占体が恐慌の衝撃に十分な低銃カを示したな

かった事実に支えられている.1907年の中頃になると鉄鋼市況の軟化が

見られ.世界的な主主鉄市場の過剃傾向の中て'.銑鉄シンジタートも価格

縫持を断念せざるをえなくなった.製鋼連合も対英ダンピング輸出での

状況打開に失敗したが、鉄道資材の伸びでA製品の出荷量の減少は小幅

に抑えられた.さらに、石炭業ではいわゆる石炭逼迫の持続によって価

績の低下はなかった.景気転換は1907年に始まったが、雇用の縮小や生

産の減退が見られるのは翌年であり 、しかも景気下降の程度は小幅であっ

fこ.

この原因を独占体の形成に見る設に対しては、石見氏は、すでに見た

ように独占体の失敗の事例を以って反論する.クラフト製鉄による安値
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競争に引き込まれたライン・ヴェストファーレン銑鉄シンジケートでは、

銭鋼一員企業と単純製銑企業との対立が深まり 、1908年9月に解体した.

これには、ジ-tjーラント 、ロートリンゲン・ルクセンプルクの崩壊が

続いた.一方、製鋼連合については、 A製品のf画絡下落は小さかったも

のの、銑鉄や様鋼の下落幅も小さいことからすると、独占体の11絡規制

力の効果と言うより、景気循環の振編そのものの小さきが原因と考えら

れると言う .しかも、{画絡緩持のマイナス作用で半製品、形婦の出荷量

が総小しただけでなく、価総の安定した鉄道資材の需要減少にも、製鋼

連合はなす術がなく、価格規制を実飽できなかったB製品では、主主占の

支配力はより限定的だった.世界的な景気下降であったために、車歯出清

算機関の活動も有意義な効果を持たなかった.鉄鋼業の不振に対して、

石炭業は、景気反転後も1907年10月の基準価絡を縫持し、石炭シンジケ

ートの強さを見せつけた.同じく業殺の落ち込みが軽微だった電極重工業

だが、これは国内外でのtS機の普及の持続と、生産性上昇のための産業

動力の電化が需要をもたらしたからであり、独占の確立のみが原因では

ない.また、化学工業では、価格の根強い下方硬直性にもかかわらず収

益率の著しい下降が見られ、そのことで逆に、独占体の景気安定作用の

重大な限界を示しているとされる.

1907年恐慌をはさむ景気循環において、公債や抵当証券の発行が伸び

たのはこれまでと共通した現象であったが、異例であったのは産業証券

の発行額が1908年にはまF況期のピークを越え、翌年もさらに噌加したこ

とである.証券発行を通じて調達された資金は、銀行債務の返済や手許

流動性の強化に利用された.石見氏によれば、産業企業は景気後退期に

銀行信用への依存を軽減させる行動に出たのであり、ベルリン大銀行は

発行ヲl受業務を行うが、それは短期信用の収益を補うためのものであり、

巨大産業稼式会社は、必要であれば証券発行で資金を動員するが、通常

は多額の準備金を泡えているという関係が成立したのだと言う.かくし

て、 1907年恐慌を詳細に分析し直した石見氏は、次のような総括を行う.

f冒頭でふれた問題意議を念頭に置きながら1907年恐慌を通観してみ
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ると .景気過警の r漸進』牲が独占資本、ずどいし令肩書資本に由来する

とはやはり考えがたい.とつわけ焦点になるのは恐慌勃発後の状10で

与 あるがAIl占体による鍋硲縫持が成坊する例は必i:J...もさ暴$.';i;なY)4、

(諏絡め下方便lD:f生が強い場合でb.市況の感化が収益性にさ聖く ことは
~ ';( I 二台司、，、， ，司 :::'01， P" ド伊 H ・ b 、~._.，-'.-....、“
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が銀行信用を軽減する行動に出ていた.こうした事実は、足気循環の

特性を r~性議資本の蓄積様式 λ かム必明する J布地に疑いを抱かせる材

料である.

それでは07年恐慌が前回のそれのように鉱大.深化しなかったのは

なぜだろうか，主著書産業で大株式会社の内務資金が潤沢になり、また

地方小銀行がベルリンの大銀行に統合化されていったことは、たしか

に金融般車Eを引き起こしにくくする.だがこうした傾向は景気循l3:iを

何回かくり返すなかで徐々に浸透するものであり、 1900/01年と07年

のI自に尖如形成されたとはいえないであろう.さらに太fi::菜が金融tl¥J

に安定する締造になったとしても 、~細な個人経営が大部分を占める

倒産件数が全体として抑制されるとはかぎらない。

このように織造的な要因を煩に吟l味していくと、録後に残るのは、

景気循環の振幅そのものが今回は小さかったεという単純な結議であ .

るJある意味でとれは問題を祭り出しに戻すことになる.だが前回と

対比するとu 国内的には電気古事聞の却期建設投資が了巡しζ‘また国際品

的な金肩車逼迫を受け;之、投機自主な金議拡張が発生しにくくな‘っていた

こと、したがってブームを再録させる条件が閣内には乏しかったこと

が.重要な差異として浮かび上がってくる.その裏面でドイツは世界

的な景気鉱大のー潔に組み込まれつつ、好況の本格化を迎えたので、

景気の下降に際しても、国際的な影響が強く作用した. J 川 B

こうして、石見氏は、戸原氏の論議に代表される、帝国主義段階の最

気循環の変容を金融資本の蓄積様式から環論的に説明する見解を否定し、

むしろ外的な要因一般が各呆気循環の個性を作り出し、それぞれの循環

の敏自の態穫を決めるという視点を対置した.この研究方向は、実証研
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究としての恐慌史論の方向としてはまさに正しいものであるし、特にい

わゆる帝国主義期以降の最気循環を問題にするときには欠かせない視点

であると 言える.だが、氏自身も言及しているように、このことは、 19

世紀のイギリスに見られた景気循環の規則的な反復が、 zo世紀になって
なぜ見られなくなったかを理論的に説明する課題をそのままに残すこと

になる.そして、そのことを考えるときにとりわけ注意を要するのは、

なぜという問いが、どのような因果関係によって循環過程の変容が生じ

たのかという問題と 、自由主義段階の資本主義の発展・高度化にとって

必要だった激烈な恐慌が、どうして帝国主義段階には軽微な、不規則な

もので滋ましうるようになるのかという問題との二つを共に意味してい

ることである.官官者は、景気循環変容に対する因果論的説明視角と呼ぶ

ことができるし、後者は向援に目的論的説明視角と呼べるであろう.こ

れまでの景気循環の変容をめぐる議論では、因果論的説明視角からの検

討が中心であり、目的論的説明視角は全くとり上げられなかったと言え

る.原理論レベルの規定を踏まえて、景気循環の変容を説くためには、

後者の視角が笑は欠かせないのであり、これまで前者の視角のみで、し

かも理論的に説明しようとしたために無理が生じてきたのであった.金

肩車資本の蓄積後式という概念は、その無理の中で生じてきたのであり、

因果関係を十全に説明するためには、後進資本主義の発展や技術進歩、

産業構造の変化などの歴史的重要因が必要であることを示した点で石見氏

の批判は有効なものである.だが、景気循環変容論の完結のためには、

後者の目的論的説明視角が必要であり、その視角からの説明は、まさに

資本組織論の展開を媒介にして初めて可能となるのである.

第2節持続的競争の論理

景気循環の変容を目的論的説明視角から説くというのは、主量的に言え

ば、資本聞の競争の在り方が、周期的・規則的な景気循環を必要とする
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ものから、必ずしもそれを必要としないものへと変化してい〈ことを示

すことである.訴たな競争関係は、恐慌によって過剰資本を隻理し、不

況婚の死活的な議争犠を返し丈生産性自上を強制事:ゐおのたI~~匝 SLu持

続的な議争圧力によって、長期的な展笠を持「た技術f在Z耳 、 新商品のf~
、，.~ '." ，. .，. ，'C ，且 .

♂ 匂 1・・哨 勺_.."、ー'ー ・ ー、~.. • '. ~‘~;.. '.". ._'守"_，'oJ..‘ヲー・》久叶3・I
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にするために、橋本芳朗氏の『日本経済論』の中に収められた、 「日本

哩~;m争 』 の実態についての分析を倹討 してみよ う . 宿本氏は戸I Pr~ 6 ::t_ 

「 ネオ ・ モダンな経演と日本企業 j 、 ~3 節 「 日本型競争の系譜 J の中

で、ソニーの盛田昭夫氏の証言を引用しつつ次のよ うに苫う.

「日本は F伊Iか良い製品が出てくると 、だれもがそれに飛びつき 、企

業化しようとする，当然、競争が滋化する J.そして、 『日本の経営

姿勢』は『長期的な議争力を保つために、将来に備えて策争相手より

一歩先に投資しよう』という点にある.新製品開発や技術開発をめぐっ

て、日本では議しい銭争が展開するといつわけでゐる. (会社三とみ』

の企業関における市場競争ts(過当策争』と呼ばれてきた.

さらに、 『日本の企業は、市場占有率を目先の収益性よりもはるか

に重大視する』といわれる.アメリカにおける保護された独占によっ

て超過利濁が生包るのとは対照的であろうぶしかし.市海占有率の引

き上げをめぐる君主しい競争にも限度があるJ盛問昭夫氏は fわれわれ

は競争と磁有毒行為!:.._をはっ、き Q と区別し℃いる k といk，\ さっている..' ，~守

，量産争で破滅させ.られる企業が出るし川競争はJ燈f.!1をきわめるがw し占I

かし市場のシェアについては、たとえどんなに鏡争力があろうとも、

一社が全市場を独占してはならないという暗黙の良議があるようだ』

というのである.

市場占有率の上下を争う激しい競争は、{語絡議争が主たる手段にな

り、多数の企業による競争が消費者を『王後』にする. r王俊』は、

やがて価格が高いか安いかだけでなく、製品の品質に関して厳しく選

択するようになる.泊費の多様性の一つの要因である.市場占有率を

めぐる競争は、品質面での『王後』の要求を先取りする競争になる.
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盛岡の叙述には、こうした競争を通じて、企業は社会に貢献している

という強い自負がうかがえる.

この社会への貢献を実現するためには、企業は対等の競争栂手を必

要としている.したがって 、 『たとえどんなに競争力があろうとも、

一社が全市場を独占してはならないJ.一社による独占は『破緩行為』

なのである.競争による絞波は、アメリカ、さらにはヨーロッパと比

べても、同一産業でより多数の企業が生き残ったところで終わる.こ

れは、規模の経演と市場規模との関係からみて、過大な数の企業が存

在するということを怠味する.

これが対等な競争相手によって構成される産業組織、つまり競争的

寡占の体制ということになるし、多品種生産の一つの条件にもなろう.

そして、日本の企業は『国内のマーケット・シェアをかけた君主しい競

争を通し、海外での競争力を養うのだ』、あるいは、 『日本企業の国

際競争力を強めているのは、笑はこの園内の競争の激しさなのである』

ということになる.経t青性からみて過小な規模に制約されて多品種少

量生産の技術の開発を迫られ、他面で過小佐の制約を鎗出で解決する

ということであろう.J '‘" 
ここに見られるような日本裂の『過当競争」の分析の先駆としては、

宮崎重量一氏の所設があると言う.宮崎氏の基本視角は、過当競争は寡占

間競争の特殊な日本的形1t;.であり、過剰設備や、総送、生産、広告の無

駄をもたらすものとしてこれを批判するというものであった.宮崎氏は、

過度経済力集中排除法による従来の市場支配が揺らいだ中で、産業発展

の外務効果を内部化すべく、技術革新に乗り遅れないために、巨額の設

備投資資金を調達できる都市銀行に率いられた資本系列が新たに産業に

参入することで過当競争が起こるとした.そして、高度成長期に、日本

銀行が上位都銀6行に均等な貸し出しを行ったことは、外国為替管理が

各系列に平等な技術導入を媒介したこととともに、資本系列間の過当競

争を促進したとする.この宮崎説に対する橋本氏の批判は、企業ではな

く資本系列を競争の主体としたことに絞られる.従って、政策の対象も
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各系列ではな〈 、_:_'iEの纂援を満たした慢秀食業であったときれるわけ

である.

分析の行わnた碕英語の時代的制約を受けていた宮崎議に対して、 fす上
A草花氏の l仕切られた指定争j仮説は、より一般化された安当な立論であ
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滅状況があり ‘通常の需要曲線の前提の下では常に超過供給が生じるた

め、 f画絡が7古に低下壬授けるとい今形で均衡の不安定化が起こり、それ

が過当主主争をもたらしたことになる。このとき、需要曲線の傾きが垂直

に近く芯要が価絡に非努力的であれば、均衡は成立せず破滅的な結果

となるが、:需要が努力的であれば、 1画絡引き下げにもかかわらず利潤率

は正でありうる.そして、村上氏の渇合、費用逓減下では、市場シェア

の極大化と平11潤率極大化の差突がほとんど無くなゐとして、企業行動そ

れ自体より長期平均費用逓減の状況の方を重復古する.僑本氏は、これに

対して、状況は同じでも市場シェア首長大iヒ行効の方が、均i笥点の{画箔は

低く、供給数量は大であり、ヰ11潤率は低いとして、企業行劫を重視し、

均衡の不安定性と言うより 、市主号線構における均衡の喪失を問題にすべ

きであるとしている.また、村上氏は、相対的に需要の様力的な海外市

場に輸出するミとで平均費用を引き下げようとするために、短期の、・低

い価格での r:集中豪雨的輸出 Jーが行われQどじた.とれに対して、矯本

氏は、村上氏ら強調する、主要産業への固定的ルールによる政府介入や、

相互の暗黙のルールによって守られた同一産業の企業間の安定的関係の

存在、そして、日本企業が海外の巨大企業と圏内の先発上位企業とへの

二重の追いつき型行動をとることを付け加える.これによ って‘ 日本の

主要産業の主要企業は、優れた模倣者の集合という性格を持ち、不況期

に一社が海外事書出の道を開くと、模倣者は集団でその市局へ殺到すると

言うのである.

かくして、 信吉本氏は、 f日本塁競争Jの日本的性絡を特徴づける要因

を二つにまとめる.一つは、戦後になって明確化した、像会均等主重量的

閤定ルール的な政府介入である.これは、犠前の主主量的な政府介入、す
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なわち、特定企業への助成が、戦後の平等主主主の浸透の中で、一定の基

準を満たした企業を産業政策の対象とするという形で企業開競争を促進

する ものへと転化したものである.もう一つは、企業成長を目的とする

こと によって生み出される二重の追いつき型企業行動である.企業成長

は、同一産業における市場シェア極大化と成長産業分野への多角化との

繰り返しによってもたらされる.そして、多角化は、企業内の事業部門

の舷大か、分社化の形態によるピラミッド型企業系列の展開によると言

う.その上で橋本氏は、成長分野への新規参入と市場シェア極大化とい

う2面を有する追いつき型企業行動のもたらす、多数の企業による軍事占

間競争が『日本型競争」と言えるためには、特殊日本的な条件と追いつ

き型行動との間に内在的連関がなくてはならないとし、その関連の分析

を行っていく.我々は、 「日本型競争」を、資本組織の展開後の変容し

た競争形態への示唆を与える普遍性を持つものとして見ているのだから、

日本的特妹牲との随分けの作業は重要である.橋本氏は、その点につい

て次のように述べる.

『日本に特殊な条件で追いつき翠企業行動と関連するものは、日本の

会社主義の構造とみられる.まず、企業という全体があって、従業員

という舗が存在する有線体的関係、ないしは共同体的関係が重要であ

る.日本の企業では、新古典派の経主青学が想定するような労働の負の

効用と賃金の効用との均衡点で労働供給が決定されるというような契

約関係は縁辺部分のみであって、中心的部分は企業という共同体の成

員として入社し、高1:~規員Ij という誌に従う仕組みになっており 、 錠に

反しないかぎり、成員としての地位は保証される.そして、成員となっ

た後、企業への貢献期闘を主とし、能力を従として評価して、成巣が

配分されるのである.これが労働経t青学で注目される終身雇用、年功

序列型賃金のもっている玄味である.配分される成果の大小と占める

ことのできる地位の高底は、企業という共同体の競争力と規模が決定

する面が大きい.したがって、企業成長ということが最重要の戦略目

Eまになり、成長分野である先場技術産業への進出が優先的課題になる.
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そti.ゆえ‘市場競争は企業成長を賊けて滋しいものとなり、この荷で

はきわめぐ資本主義的になる.

そ主した競争において，-1、利になったとし℃ら、-t孔が先造銃自白分続

であり .将来の成長分野であれば‘原則的には非!設退の論理がとムれ

で';.1."，.:，....、..-' ~ ..うご引iゐ 、ヤr.': q.~ 内 庁、伊 %壬 J，、Hて F勺 \，C

を認めて対応する"ここに追いつき噌企業行動が生じる.もっとも.

この~Fj後退の論』警は比較劣(，'[産 itでも.まずは合開化 、 ついて'希望!退

織と共同体の規模を縮小しながら展開されてもいる。石炭産業などに

みられる企業行効は、追いつき望企-*行:劫の~返しと解釈し うるであ

ろう.

このことは、過当競争や集中豪雨型輸出は必ずしも収穫逓増状況で

なくともと七じる ということを示す.現に.一九丘0年代には繊縫品や

ミシン、果ては傘の骨などの製品でも過当競争や集中豪雨型輸出が生

じた.なにしう、共肉体を維持するうえでは、こく短期には変重IJ'{'iの

みが回収しえればよいはずだからである。しかし、そのうえでなお、

比較劣位化し、先端技術の分野から遠い産業の企業でも、先端技術分

野の企業内部化を函らざるをえない.産業用ロボ yトが-fi望だとなれ

ば数百社が参入しザ遺伝子操作が将来住があるとなればマ斉にバイオ 、

テクノロジーベの取り組みが開始され芯のである.

こうした企業内の共同体的側面とそれにもとづく劣位企業の非徹退

の論理も作用した、滋しい市場競争という資本主義的側面とを統一的

に理解することは重量しい.とくに前者の企業内的な面は公式組織と非

公式組織の併存や組織内の地位と権限の唆味さなど、近代主主量的な視

点からみれば r唆味の構造』をその特徴としているからである.しか

し、企業内部にいてメンバーとしての地伎を得、教育と訓練を受けた

ものにはその多くは自明の理であって、考察の対象とすらならない.

ということは、日本の企業は内と外、つまり企業のメンバーとメンバ

ー外を銭然と区別するという燐他性を強くもっているということであ

る.このことを許容しない社会、つまり日本以外のところで、日本企
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~の行動が多面的なlf.it援を生むのは必然的であり、それが文化の相違

とみられるのも不可避な煽があるのである. J I‘21 

日号本氏は、日本企業の追いつき型企業行動を生み出すのは、企業とい

う共同体の縫持 ・発展のための戦略目標としての企業成長であると言う.

だからこそ、あらゆる企業が先渚技術産業や新興分野への進出を行った

り、劣位企業でも撤退することなく持続的な努力を行うということになっ

たと言うのである.すなわち、日本企業に有事重体的ー共同体的特嫁性が

あるために、先箔分野においても 、また、裏返しの形で比較劣位産業に

おいても過弟lに滋烈 持主主的な競争が行われるという論理である.だが、

氏の論理でも、実際には、日本企業の共同体的性格は、日本裂の過当競

争をまさに過剰化せしめる契僚とされているだけであり 、資本間の競争

が、現時点の価格と短期の幸I}潤率を争い、景気循環に媒介されるものか

ら、資本組織を媒介にし、持続的な革新努力によって、長期的手I}潤率を

争うものへと転換することの理由とされているのではない.そもそも、

企業共同体の観念と行動を生むに至る、資本の内部組織の形成自体、資

本室長の行動様式が長期的事I}潤率を目標としたものに変わることによって

形成されるのである.日本企業の共同体的性格が持続的競争関係を生む

と言うより、資本組織の展開の契機となる、資本主義における所有制度

の部分的乗り越えが、共同体的関係の基礎となる資本の内部組織と、耐

えざる革新行動に基づく持続的競争との両方の原因となると考えられる

のである.そうであれば、日本型過当競争の中には、資本組織論の形成

に伴う持続的競争一般の性質を極限まで発展させた普遍的な側面と、共

同体的観念に基づく外部に対する排他性という特殊な側面との二つがか

らみあって存在していることになる.資本組織形成後の持続的競争の性

格を理論的に明らかにしておくことは、かくして、日本の企業行動の特

殊性を真の意味で明らかにするためにも重要だということになるのであ

る.
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一 ~ 第雪節持続的音量争と景気循環の変容 恒 戸 別 守 吋、.

i息4.において、;貨不通区の.fHi.と油虫虫も量点、.説不の先生主義三ためぶ

は、所有制度と共に始まる商品交燃を説き 、商品所有者ー貨幣所有荷の
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である。つま り 資本家的活動という軽量縫そのものは決して所有を不可

欠の場同とするものではないにもかかわらず、資本家は当初 活効に暗号

する対ー貨幣の所有者として行動することにならざるをえないのである.

自分が財と貨幣を所有し、生産手段と労働者を自らの費用で雇用して

いる資本家は、年利酒率のような短期的な期間幸11濁率を白書Eにして行動

することになる.その穣本的な理由は、自らの活動量を鉱大することを

怠味する資本蓄積を自己のあげた利羽の再投下によってのみなすからで

ある.資本家は単純に今期の活動水準を維持するためにも、原材科費ゃ

う1rt・諸分せにとの流:幼資本部分.また岳!定資本の償却]部分などをカ パーし

た上で、次期lに競争相手と対等以上に張り合うための蓄積資金をまかな

う がl潤をあげる必要がある.短期事I}~司王軽をめぐる競争を展開するこ とが 、

延期に利潤をあげることを要求し、再び短期利潤率を活動の基準とする

と抗う関係にあるのである.資本家1吾、息己のあげた.税溺の再録:rによっ

て活動を緩持・鉱大するだけでなく ゴ信用機構を利用することにまって

活動するとしても、短期的な利濁率を基準にすることに変わqはないa

むしろ、短期のうちに結果を出さなくてはならないという強制は、強化

され明確化されることになる.商業信用や銀行信用を利用することで、

現在購買力の創出を受け、一定期間後の利子を伴った返済の義務を負 う

ことは、その購買力を利用した活動によって返涜期限までに少なくとも

利子を支払いうるだけの利濁増大を達成しなくてはならないことを怠味

するからである.与信慢の資本が利子を要求しうるのは、商品交換の根

底に所有制度が存在しているからである.ここでは、所有主体が活動主

体の外に立つことによって、競争の短期的性絡が明確化され志議化され

ることになっている.
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不1I潤再投下や受信によって符た資金の投下による資本家的活動の拡張

は、とりあえずは流動資本的鉱張として行われる.原材料や労働力を増

大することによって億械設備の収益限界までの生産担主張が行われること

になるのである.各期の利湖の一部が穣み立でられた償却資金や蓄積資

金が必要領に達すれば、固定資本としての機械設備の更新や肱張がなさ

れる.固定資本の更新 ー担主張設資にあっては、生産性を高め、有機的構

成を高度化するような投資が、可能な限りは行われるのだが、資本蓄積

の進行とともに、労働力の吸収は持続的に行われていき、やがて労働力

供給の限界に突きあたることになる.資本が、所有制度の下で短期利潤

率を目標とした競争を相互に展開している限り、労働力供給の限界まで

続く資本蓄積 ・活動担主張は避けられないのである.幸IU司量の低下する中

で、資本は銀行信用をはじめとする信問機織を利用して生産の拡大を図

り.他の資本より大きなシェアを占めることで事l湖をま量持しようとする.

それでも利濁率の低下は抑えられない上、資金不足は金融の逼迫をもた

らし利潤率が高際を始める.倒産する資本が現れ、銀行の信用が動揺す

ると、取り付けによって支払い停止に追い込まれる銀行も出てきて、遠

鏡的な信用恐慌が起こる.商品の投げ売りと生産縮小による価値磁波が

生じ、資本主義経済総体を巻き込む恐慌となるのである.債権・債務関

係の整理が終わり、金生産や生活資料生産によって景気が下げ止まると 、

低賃金や低原料価格などを利用して、残存した資本による生産の担主張が

徐々に開始される.少署員のまE利潤と狭い市場を争う競争較であるから、

死活的に激烈なものとなり 、比較的豊富な金融市場の資金をも利用しつ

つ、生産性を上昇させる設備設資を積極的に行いえた資本が毘ち残るこ

とになる.

以上のようなメカニズムを通して生じるのが景気循環であるが、景気

循環を説明するこのような視点は、因果論的説明視角と言えるものであ

ろう.他方で、景気循環を通して資本主義は、総体として価値体系の革

新を行い生産性を向上させていくことになる.また、資本主義は、社会

の中の資本蓄積量と労働供給量の不均衡を循環を通じて解消していくの
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である.き t誌に、資本家の中で、言書争努力を怠勺たり判断を誤ったりし

た~は、恐慌の過程で資本家としての地位を ;たっていくのであり、』主主4

錨草躍は資本主義にとっ℃ 世 貸本家的方~の胤後的な遜別.檎ともなるの~ ・

である。これらの諸効果をもたムすという ことが、 52p気循環のもう一つ
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あろう。

こう!.た、 ，~I! 潤再投下と信問機備の利用に上る汐本4蓄積と'\'r-'Ì'間後争 、

言いかえれば、所有制度の全面的な制約の下での資本家的活動の様式に

対し、~式JiiH支 と資本市勾の展開によって、所有制度の制約が務分的に

乗り越えられた?去には、資本蓄犠 資本間競争‘そして資本家的活動の

儀式はど う変化するのであろうか.まず、第ーには、資本家の目篠とす

る利潤率が、これまでの姥期利潤蓮華だけではなく長期利潤率となる余裕

が生じることがあげられる. f正式首~H支が展開され資本市場で様式を発行

ずることによって資金をJt4迭できるよ うになることは、記当のおl約を背

負うことになるとは言え、返演を考底せず長期的な計画による役資がで

きるようになるこ とを意味する.しかも 、株式発行によ って得た多額の

資金は凶定資本的鉱娠に用いられるよとが多、、から、その点でら長期的

な計画性を必要とするわけである.もちろんJ株式発宥は自己資本の篠 ，

大を意味し、短期的には利潤率を下げる要因となるかt;"資本家も将来

的に利益を鉱大する十分な期待と判断が無ければ、資本市場での資金書尋

途の決断は行いえない.だが、そうした期待を持つことができuしかも

資本市場の諸主体にも当該資本の資本家的活動への期待が広く存在して

いれば、短期的には低配当であっても株式への需要は旺盛に存在しうる.

将来的な様価の上昇によって、十分な売買差益を得ることができるから

である，こうして、資本家の行動基準が短期利震1率から長期利濁率に変

化し、資本家的活動に長期計画的な要素が加わることになる.次に、第

二には、資本家が長期的・計画的に行動しうるようになるだけではなく 、

資本間競争関係によって持続的鏡争が強制され、長期利潤率に基づいた

行動をすることが強制されるという側面がある.資本家が長期草Illll率を
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基準とした活動をするようになると 、資本家が相互に資本組織を形成し、

短期的ー機会主義的な市場利益を犠牲にしても、情報共有とIi力関係に

よって得られる長期性の利益を求めるようになる.長期的取引や資本集

団の形成は、各資本にしか得られない固有の情報を互いに供給し合うこ

とで、新たな方向への技術的ー市場開拓的な行動をすることを可能とす

る.それぞれの資本が、産業連関上の関係にある他の資本、また、直接

的な生産系列的関係にはない資本とも、資本組織的な関係を結ぶことに

よって、絶えざる技術革新への志向を持つ行動をするようになることは、

資本間競争の性絡が短期的な流動資本的鉱張による市場シェアをめぐる

ものから、長期的な利潤率、新たな市場や需要の開拓を目ざした、持続

的・恒常的な革新努力と計画牲を競い合うものへと変化するということ

である.こうした競争は固有の意味で、持続的競争と呼ぶことができる

であろう.

このような鏡争形態の展開は、持続的な有機的機成の高度化を伴いつ

つ行われるために、労働力の供給制限は少なくともかなり長期にわたっ

て現れなくなる.また、もし仮に労働力供給の限界まで資本が蓄積され、

利潤率の低下が始まったとしても、資本集団の中に銀行資本が存在して

いれば、利子率の上昇はまぬがれないとしても、情報の緊密な伝達によっ

て滋烈な信用崩境はかなりの程度までは防ぐことができる.これが、株

式制度と資本市場、さらには資本組織の展開が、景気循環の変容、ある

いは消極化をもたらすことの、因果論的視角からの説明である.しかし、

原理的には、この因果論的説明視角からだけでは、景気循環の変容を十

分に説明しきることはできない.景気循環の不明際化や、長期にわたる

不況基調、好況基調の持続といった事態を因果論的に説明するには、諸

々の具体的・震史的な与件と、それらによってもたらされる独占体の形

成、また、国室長による事実上の、あるいは、意議的な景気安定化政策の

展開などが説明要因に加えられることが必要である.この意味で、因果

論的説明筏角からの、原理的な景気循環変容論は、歴史的な具体的分析

に向かつて無限に聞かれており、完結することはないと言えるのである.
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こうした因果論的説明視角に対して‘景気循環を原理的に見るもう一

つの潟点である目的論的説明被角についてはどうであろうか.:J;t気循環

，の意味を目的論的説明漫角から志ιぬると日資本主重量主主体-cの生産性のM 、
1古!と.労働力供給者と資本議騒なの不均衡の解除、資本家的活動への規
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た凶目的論的説明視角から景気僑環の変容あるいはi肖積化を説くとは、

これら三つの志味がことご とく、 zt気循環を通すことなLに実現可能と
なることを示すことに他ならない，まず、前のて者は、持筏的競争が長

期的ー継続的な革新努力を資本家に強制するという 、すでに述べた論点

そのものによ q て、景気循環を媒介と しなくとも実現できることが明ら

かである.三つ自の景気循環の意味についても、持続的競争そのものが、

資本家に計画性と緊張の持続を強いることだけではなく、資本組織の延

長上に展開される資本の内部組組が、その形成要因として資本家的カ能

の差災を前提することから、呆ー気循環なしでも達成可能であることが分

かるのである.資本家は絹互の力能を、統制lと誘因の体系によって統ー

された単一の資本としてうまく結びつけることによって利益をあげよう

とする.こうして資本の内部組織が形成されるのだが、その内部では、

より_I:_位の地位亡、，き怠には中心的資本家の位置を湿って資本家聞の也カコ

と主主合の関係が展開される ;.，資本あ内毒事組織におれて ?競合関係を通し

て現在の経涜環境に合致した資本家的方自主が選抜されていぐだけではな

く、完全な流動性は考えられないながらもぶ資本家の資本間移動も行わ

れることで、カ能の直接的選別は資本主義全体を通しても穆分的には行

われるようになるのである.つまり、景気循環が資本主義に与える効果

のいずれもが、景気循環を媒介にすることなく 、資本組織の展開と持続

的競争によって実現可能なのであり、ここに至って景気循環の意味は完

全に消極化することになる.そもそも、景気循環が自律性を失い、歴史

的な外的要件や国家の政策によって様々な変化を受けることになること

自体、資本主義の存続にとって景気循環が必ずしも必要なくなったこと

の現れに他ならないのである.
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以上のように、原理的には、景気循環を媒介とする通常の競争と資本

組織を媒介とする持続的競争とが区別され‘従って.景気循潔が貫徹す

る場合とそれが消錘化する場合とが対比されるのだが、現実の景気循環

過程の分析にあたっては、両者が常に重なり合って現れると考えるべき

である .19世紀中棄においては、原理論の基礎部分に見られるような原

理的景気循環の要因がきわめて強かったのに対し、 20世紀になるとむし

ろ景気循環を消極化する要因が強く現れたと一応は言える.しかし、個

々の景気循環の性格は、歴史事象に却しつつ、理論的には両者の要因の

からみ合いの中で明らかにしていくべきものなのである.

第4節 直接投資論と多国籍企業論

安保哲夫氏は著書 F戦間期アメリカの対外投資』において、アメリカ

の1920年代に劇的な発展を見せた対外証券投資と並べて、 『より地味で

はあったが戦間期を通じてかなりの規模で展開された J1" 3)直接投資を、

アメリカ巨大企業の多国籍的活動の前史として重要視する.そして、直

接投資に着目することの意味を、安保氏は次のように述べる.

『他方、直接投資形態による産業企業の対外事業活動は、年々の噌加

規模では20年代を通して証券投資の二分の一程度であったが、この年

代末の残高では両者はほぼ並んでおり、さらに30年代には、証券投資

が債務不履行と巨額の遺言電超過を示す中で直接投資は大きな減退とは

ならず、むしろいくつかの重要な産業、企業では相当の憎加さえ記録

した.その残高が大きいのは、第1重量でみるように、資源関連と線被

分野を中心とするアメリカの産業が、国際収支上はなお大幅な純資本

輸入国であった第一次大戦前から、かなりの直接投資を行なっていた

ことによる.しかしこのような事実は、第二次大戦後の多国籍企業の

目ざましい発展に目を奪われてか、 -~には必ずしも認議されておら

ず、ことに30年代における展開の重要牲に着目したものはきわめて少
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第二次大戦後のパックスーアメリカーナのもとで自民隊されたいわゆ

タF司法体制~b 与昇、スメメ本多凶泌企業(7~*占祉事提な展期彰式告マらまE.;

のにはそれなりの理由があるが、同時に30年代のような世界恐慌とプ

.-，句 Jと n'\~~ H~ 'こ 宅: ，~ti 哩?芝寸モヲモ ~'''I叫~" . '可セザ?可可;1ヒ "-戸 ザ[一'

1レな級事事構造の基礎が形成きれていったことの意味は 十分究明され

る必要があろう 。多聞湾企業的発展は、保護主J主的Jl1(J克と開放休憩IF

とのいずれにおいてより活発に促進されるのかという、単純には比較

しにくいにしても、きわめて興味ある問題がそこから提起されてくる

からである，むろん戦間期にみられた産業部門的広がりは稲対的に限

られていたし、第2主主のケース・スタディを通じてある程度具体的に

示すよう に、そこでの活動実績がすべて戦後に縫殺されたわけでもな

い.しかし、そ うした試行錯誤的な経験の蓄積を通して、真に多国湾

企業としての活動を展開しつる質的な内実が獲得されていったと与え

らiLる. J ι“3 

こうして、戦間期のアメリカの対外直接投資が、戦後の多国篤企業の

原型をなすものであれば、資本組織論を対外直接設資論の理論的基礎と

し℃適周~よ3 と，し 二止また直接投資論にとっ"，資本組事量論がヨl'N欠の直面 J

援?あると考えも稜々にとってもト安保氏による分析は大きな示唆とな~

るはずであるf 込 ..... . ... 町 .、....--.... _. ， ~ 、.t:/ ...K，......， .... .... 1山 川

安保氏はまず、国医長資分析の方法論を、 Jマルクき経済学の f過剰資

本論J的資本輸出論、いわゆる近代経済学の「国際資本移動論J、直接

投資論に新たな視点を持ち込んだ多国籍企業論の3者に分け、相互の対

比と補完の関係を明らかにする.

f'第lに、マルクス経浅学の分野に属する理論の系譜を r過剰資本議』

的資本輸出論と呼べば、そこから積極的に縫承しうるのは、資本輸出

国の資本蓄積機構の一環として資本輸出を位置づける視点である.第

2に、近代経漬学の主主れである『国際資本移動論』からは、証券投資

を中心とした資本移動に媒介される、資金が流入する両国民経済の織
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互依存的変動過程、とくに流入国経済、世界経済への拶響を重視する

視点を、貿易や他の生産諸要素の国際・国内配分との関連をも含めて

寝取することができょう.そして第3に、これら両面のいわば統一的

枠組のなかで、巨大企業における事業の国際化の論理と現地図の環境

に適応する『現地化』の論理との緊張関係に注目する、多国湾企業論

的直接投資論が、現代国際投資論において重要な地位を与えられるべ

きである.J I‘S I 

分鋼、帝国主義世界理主争を引き起こすとしたのであ勺た.これらを受け

継ぐ正統派と並行して、マルクスの6部縞成プランの後半体系にあたる

~，~ .，. ，.-ものの<T.-C，資本輸出論を理量制邑しみ:)..ふ事る論幸弘五品在いた“安保氏は叫
このプラン派について、長気循環の恐慌同l偏で明らかとなる循環性の<<

， ; ，D! ~よ、 J 一 二，午ニ' -> :~ム.' ~ ;'i .. ; ~:~ j'L.主 ~~ ~こ よ て ~ ':2二 L よ ' ー ン

このように、安保氏は、資本蓄積の一環として直接投資をとらえるべ

きであるという基本的で重要な視座を持ちつつ、流入国経済や世界経滋

総体への霊長響と具体的現地展開をつかまえる枠組が必要であると考える.

これを原理論の側への問題提起と受けとめるならば、複数の経済閣の悶

での貿易や投資を理論化する方法の確立と 、さらには種々の目的を持っ

て行われる直接投資や資本君主的活動の複数経漬固にわたっての展開を分

析する視角が必要であるということになるだろう.そして、氏は多国答

企業論の発展の中に、いわば資本組織論的な視点からの、 「資本過剰論」

的資本輸出論と、 「国際資本移動論」的な分析との総合を見るのである.

その方向は、圏外直接役資論の原理的展開にとって、資本組重量論こそが

媒介となるという我々の判断と同ーのものである.以下では、安保氏の

まとめによりつつ、現代多国籍業論のインパクトに至る方法論の史的展

開を簡単に見ることにしよう.

まず、 「資本過剰論J的資本輸出論について安保氏は、ヒルファディ

ングとレーニンとが相前後して提起した論点であると言う.ヒルファディ

ングは、カルテルによる独占的規制がもたらす国内市場の狭陰化を克服

するために、輸出奨励金制度と並んで?、相手国の保護関税を乗り越えう

る在外工場形態での資本輸出が行われるとし、これを「京l]i耳を生む産業

資本の輸出』と呼んだ.また、レーニンは、資本輸出は、自由主義段階

の商品輸出と対照される、帝国主義段階を特徴づける事態とし、大衆の

貧困を生み出しつつ園内需要にとって過剰な資本蓄積が行われ、独占利

濁に由来する余裕資金が停滞することが資本輸出と、それによる世界の

た構造的合過剰資本との区別が終味であると して批判する，そして 、て

つの「遇制JのLぺfレの遣いを、三段階論の方法によって明確に区別し

たものとして、宇野首長の議論を位置づけるのである.宇野弘蔵自身は独

特の金融資本のタイプ拾によ って.イギリ ス金総資本のレントナ一的性

絡を強調する一方で、ドイ ツ金融資本については関税とダンピング軍事出

を中心的な論点とし、組織的独占体による資本申書出には禍足的な役割し

か与えなかったと言う .これに対して 、宇野の方法を継承した大内力 ・

戸原四郎両氏は、資本鎗出の面でもドイツが積極的典型であることを主

燥したとされaる.大内氏は.独占利潤維持のための生産期IH展→投資制限

→資本過剰→資本輸出とつながる、独占資本の一般的モデルを呈示した.

戸原氏は、独占体の直接投資が、金議資本の商品精出の伸張に寄与する

メカニズムを明らかにした.これらの字野派の資本輸出論について、安

保氏は、=資本輸出国の支配的資本の蓄積後式から議き上げJ総体とじて '

の再生産構造の中で資本輸出をとらえ.Q視点を提示じたことを功績とし

〈あげる.だが、同時に、証券説資τ般を本格的分布骨肉射程外伝お蛤丈山

いること J重工業という主要産業内部の過軍司資本の分訴であq、国民経

済全体のそれではないこと、すべての直接投資に対応できる枠組ではな

いこと、の三つを自覚すべき限界としてあげる.そして、J.S.ミル

に始まり 、J.ヴァイナ←、 R.ヌルクセ、B.オーリン、浜田宏ーに

よって展開された、近代経済学の『国際資本移動論』から、 「国際収支

調主メカニズムとの関連、労翁を含む生産諸要素の移動や各国内での配

分関係、ひいては資源の国際的再配分との関連など JI・..を評価すべき
論点として汲み上げた上で、直接投資の独自の運動に初めて解明の光を

当てた多国籍企業請の検討に移るのである.
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安保氏は、多国第企業論が提起した最大の論点は、多国籍企業活動が

当然のことながら、企業レベルの問題であって、一国経涜レベルでの寺11

1司率や「資本の過剥Jに直接的に規定されるとは限らず、その結果とし

て、 2国間で直接投資の交叉現象や同一産案内での企業の相互浸透が見

られたし、国際的な資金移動を伴わない対外的な事業活動もありえたと

いうことであったと言う.そうであれば、直接投資の十全な分析を行う

ためには、国際収支統計を見るだけではだめであり、まさに資本組織論

的な観点からのミクロ的な企業活動の分析が必要となるのである.安保

氏は、この視点からの先駆的な仕事として、 60年代初めの、 S_ハイマ

ーによるチャンドラーの企業組織論の対外事業活動への適用をあげる.

ハイマーは、大稼式企業が事業部制稼式会社へと発展することにより、

世界的規模での事業活動の組議化が可能となり、さらには、国際的な競

争排除を目的にして直接投資による在外子会社支配、国際的寡占の形成

に至るとした.他方で、 R_パーノンらのプロダクトサイクル・モデル

も、新技術による新製品開発に成功した企業が、海外市場における現地

企業の競争や政府の規制の脅威を乗り越えるために、現地子会社設立に

よって技術優位の活用を図るという形で、企業の多国籍化を説明した.

これら両者の多国籍企業モデルは、 J_ M_ストップフォードとし_T_ 

ウェルズ， J r _のモデルとして総合され、 M_ウィルキンスによる史

的実証分析として大成したとされる.

これら一連の多国籍企業論が、 「過剰資本論」的資本輸出論に与えた

影響の現れとして、安保氏は、佐藤定幸氏と宮崎義一氏の議論をあげる.

佐藤定幸氏は、第二次大戦前の資本輸出についてはレーニンの資本過剰

論をそのまま受け継ぎながら、 50年代以降のアメリカの直接投資につい

ては資本過剰論を全面否定し、世界経済の同質化によって世界市場を国

内市場と同様に見なすのが多国籍企業であるとした.逆に、宮崎義一氏

は、マクロレベルでの直接投資と資本過剰との関連は否定するものの、

巨大稼式会社が内部資金の極大化のために、国内より有利な限界投資収

益率を求めて対外直接投資を行うという、 『新しいミクロの .資本過剰
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以上の方法論史的な分析によって、安保氏が.多凶湾企~論ないしは

ー対外i直後主主資議の議長証とし-c主主り出してきた司白鳥は、木温1)して‘ニソに孟
硯ミ"ザ..~~ .. ・.-・同 '‘吋 ザ婦

とめられると思う s 第一は、国際経済関係の緊密化とナショナリズムの

守支 円『こに、-i -17，匂尺寸 ろ1U'1，の吊1¥時:畦?干の巾や .... ~i トl í王 余実力、どfTl t

うなグローパルな展開を行うのかを明らかにすることである.第こには、

フランスのミシャレの議論を紹介しつつ示略しているように、寡占企業

情造の中での統合化の論理と、それをさらに外側から規定する世界経演

のダイナミズムとの相互規定関係を両者に目を配りつつ示すことである.

そして、第三に、巨大産業企業による、事業の国際化が、本国及び相手

国の国民国家という枠との慣で引き起こす緊張関係を分析するというこ

とである.これらの課題を、再び原理論として受けとめなおすならば、

複数経滋薗をつなぐ貿易や証券設資によって形成される為答市場の燥機

を諮まえつつ、それには決して還元されない、資本組織論の応用分野と

しての多国籍企業の諭理を明らかにしつくすことであろう。そして、そ

れらの理論的分析は、歴史的な国際関係の展開や、国家の政策的対応と

の関係へといわば無限に関かれ、現状及ひ歴史分析の基準となるはずで

人 γ ある.}~'.、ちで埼.iV<曽金渉唱島込コ幸喜旦与~""~子、~ '.;'1-=-Jt悼 2・北司e:~ .~-!'"‘斗:?> . は ψl oJ ..... 

" 
‘祉士 含4 司...~ ~-;. ，:.'"・...品~‘』三 ' ・ L ・ .~ :も"" ，，-.. u 

ー 第 5筋フ才一ドとGMの湯合
A :'!'・ 4・ 4

安保哲夫氏は、戦闘期におけるアメリカの世界経務内での地位の変遷

と、 1920年代、 30年代のアメリカの対外証券投資の動向を路まえた上で、

現代的な多国第企業的発展につながる視点から、同時期の主要産業企業

の対外直接設資活動の分析を行う.氏によれば、とり上げられる自動車、

石油、電気、公益事業という四つの部門は、曲折はありながらも発展を

続け、議後へと連続的に飛穫を遂げていった前2者と、 20年代の発展と

30年代の後退という対照的な重量きを示し、犠後はまたJlllの形で再出発し
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た後2者とに大別でき ると言う.この節では、鼠も生き生きとした分析

が展開され、資本の内部組織論の応用として多国策企業論を考える我々

の視点から最も興味深い、自動車産業の多国第化過程の分析を検討する

ことにしよ う.

安保哲夫氏は、アメリカ自動車産業の発展史に対応させながら、自動

車産業企業の海外展開を次のように時期区分する.

「企業の国外事業活動ないし多国籍企業的発展の各局面展開を説明す

る手がかりとして、いくつかのモデルをすでにみたが、自動車の場合

は、プロダクト ・サイクIレ論に適合している面がある.これをある程

度念頭においてみれば、国外企業の拠点的地域で現地製造体制が蔓備

されていった20年代後半から30年代初めの局面が、時期区分の最大の

ポイントとなろう.この点に隠して鈴木直次は、アメリカ国内におけ

る『独占の形成 ・確立』およびヨーロッパ各国における独自の自動車

市場の形成という内外両面の要因をあげつつ、この時期を現地生産の

本格化というかたちで海外事業が定着する画期とみており 、筆者ーも基

本的にはそれに従いたい.ただそこでは、この事業組織体制の定着に

とって30年代的環境はどちらかといえばネガティブな要因とみなされ

ているが、その点は多国籍企業のと らえ方の重要な部分にかかわると

ころであり、適切な略期区分のメリットが減殺されることになるとお

もわれる.

この時期に焦点を当てつつ内外における発展を全体としてみれば、

まず20年代半ば以前の時期は、国内的には1910年前後までの生成期、

それ以後の成立ー発展期に区分されるが、対外的にはこれらを一括し

て、 ( i )鎗出・組立生産中心の時期とした方がよい.他方20年代失

以後の時期については、国内的には20年代後半の産業的確立に伴う寡

占ないし独占形成期、世界恐慌に始まる30年代を独占確立期と二分し

うるであろうから、対外的にも、 (ii)現地製造体制の模集・形成期

と、 ( iu )その体制の多国籍企業としての確立鰯を一応区別し、それ

ぞれに対応させるのが適当であろう.J 1" 7l 
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安保氏が比~対照仁づ，う分析を進める フォード と G Mの展開に注意‘し

つつ、各時期を見ると 、 ( i )の時期にはフ ョrードのT型車主導の下に、

v ノヲクダ!!"ン輸出と事量権組立生産を鎗出綱手各国の主主況に合b也τ温み4
合わせっつ、 輸出中心の活動が行われた. (ii)の時期には、市埼の成

.. ... .__...... ~ o_ ......'1町 句・ .0.守ーー ' ‘ 

.. ι 、 、--" ，j' C(迫レ、/;1. jJ!_三，五、二二ア，ν '，-_ "" ./ 1二.- 二

買替需要を刺激する GMの躍進 、 さらにク ライスラーの参入があり 、 ~

効車産業はビァ グスリーの寡占体制に向かった.対外爾でも、 主要部品

の現地生産などを含むより本格的な現地製造体制への移行が起こり、直

媛投資残高の伸びが見られた内 (市)の時期には、世界恐慌の激動の中

で‘ 圏内ではビッグスリーの独占体制が確立するとと もに、プロック経

演の進展による各国の函産化政策の強化によって、現地製造体制への決

定的移行が行われた白安保氏によれば、この (而)の時期に、多国籍企

業の本質的な姿懲が現れたのである.

安保氏の分析は、70;--ドの多国籍化への苦難に満ちた経験を通観し、

それに、対照的なGMの経験を対置するという形で行われる.フォード

についての分析は、大衆車生産への徹底化を目ざすへンリー フォー ド

が、対立稲手の持稼を買収して同社における絶対的支配を確立したとこ

τ みか喝始まがか之ζで確立されたががニドに.l-l;重量義的集権的な企業組

織は、同社の多国籍的展開の行く方を決定づけるととになる .1908年に

h 開発された.!l'型車怯ζ 古事品の歪換性の徹底化と組立主程@ヨ似合Lヤーに

よる涜れ作業化によって大量生産 ?大量販売の製品になった.コ才一ド

は国内市場の制圧にとどまらず積極的な対外進出も行い、関税乗り越え

のためのカナダ フォード、運賃コストの節約のためのイギリス フォ

ードが設立された.このイギリス・フォードを任されたP-ペリーは、

イギリスの独自性強化の方向を進めようとしていたが、デトロイトは米

フォード方式を押しつけようとし、これがペリーの解任へとつながって

いった.ペリー以降は、W_ヌードセンのプランに従ってT型車ーとTT

型トラックだけの生産が殴界各地で継続されていった.イギリスでは、

ペリーが比較的自由な経営を許していたディーラーに対し、フランチャ
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イズ方式による排他的取り彼いが強要され、彼らの麓反を招いた.こう

して、英フョrードは、 1924年、モリスに販売台数の首位を奪われた.後

進絶滅ではフョrード社は圧倒的な販売量を誇っていたし、 1927年のアメ

リカ国内工場閉鎮による生産急減を経て、 28年のA型車売り出しととも

にフォードの総体的活動は持ち直していった.しかし、この中で英フ方

ードだけは、ヨーロッパの自動車市場の広大にもかかわらず生産の減退

を続けていた.このため、H.フォードはペリーを呼び戻してお年プラ

ンを作らせ、ヨーロッパ地域のセンターとしての英フォードの自主性を

認めたのであった.このことに加え、ダゲナム巨大工場の建設資金調達

の必嬰もあって、 稼式の一部の現地公闘が行われ、デ トロイトの支配が

緩められる方向が示された.だが、 28年プランの構想は、これまでのフ才

一ドの方針を転回させるものではなかったとして、安保氏は次のように

述べる.

『しかしながらこの構想は、つぎのような諸点においていぜん基本的

には従来のデトロイト中心主義の延長上にあるものであった.貫主Iに、

そこでダゲナムに与えられた役割は、それまでデトロイトが世界に対

して果たしていたそれをヨーロッパ的スケールで果す 『ダゲナムを

ヨーロッパのデトロイトに』ーということにつきる.その主たるねら

いが量産効果にあったことはいうまでもない.第2に、そこで生産さ

れる製品は種類、規格ともデトロイトと同じものであり、乗用車はA

裂が予定され、わずかに馬力税によるハンディ緩和の部分的修正がほ

どこされたAF型が追加されただけであった.つまり、デトロイトを

頂点とするピラミッド組織の中にいま一つ小型ピラミッドが分化した

には違いないが、両者は生産ー販売組織として同質的で、規模の異な

るものが並立するにすぎなかったのである.したがってこの構想では、

当時イギリスとヨーロッパのフォード組織が抱えていた問題に対して、

これを様本から修正しようとする基本姿勢転換の方向は示されていた

が、その内実の函では肝心の部分が抜け落ちていたといわねばならな

い.この時期の現地製造の意義は、米フォードでは生産されえないヨ
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二ロッパ向げがE笹プなに工り中小型車のぞ産休明をつぐりあげるごと

にあったからである.その点ではペリーもまたフォーデイズムの信者

鴨 H 凋，τの!);すぎたし、イ 'f，リ.7..中心体制づくつの方に主たる閥心が集ったy
ことち否定できないであろう. J'‘" 
司E ・V ザ ゴ 1・-I • !‘ "・，.，-‘-::r，~T .J<I' :.-.司 I.(t~..... ぇ.. ';H f ~、古令-'oJ.-

.....!. - - .... .... 

ダ、イギリスの小ピラミヴドを抱えて世界恐慌期に突入したフ才一ド社

:手、プロァクfヒの流れの中て'万!川修正を余儀なくされていく u 怨憶によ -，

て激減した国内生定は、比較的回復の速かったイギリス、ドイツの子会

社の生産増加によ って支えられた.しかし ヒトラ一政権のフオルクス

ワーゲン摘惣に対応するための、組フ;!"ードの現地化政策や、フランス

の高関税障壁に対応するための国内メーカーとの提携を含む現地化、イ

ギリスて'の小型車Y翌の導入の大きな成功と国内活動への専念、などの

事情は子会社の自立性を高め、各国独自の活動の追求へとフォード国際

体制の在ワ方を事実上変化させていったのであった.

以上のフォードの分析に対比させて、安保氏は、 GMを分権的集団指

導型企業として特徴づける.これは、GMがそもそも様式売買による合

併企業であり 、アメ リカ図内の主義勾な工場や事業所を集合させていくこ

と :窓発展~"t:きたためが各議署必支所を多様性を残bたままでゆるやか

に統轄管理するという鑑覇軍原購が生み出きれていたためであった.GM 

、は成主当初、園内体制の整理費編を行主ことに忙しかaたが州議立たら

3年後の1911年には輸出会社を設立し組織的な輸出を試みるようになっ

た.一方、創設者デュラントには、カナダでの合併会社やイギリスの子

会社ベドフォード設立、また実現はしなかったが.フランスのシトロエ

ン社との合併交渉など、初めから国外事業活動への指向があった.とは

言え、 20年代前半までのGMは完成車輸出中心の展開をしていたのであ

り、その後、現地組立への移行とほぼ同じタイミングで一気に現地製造

への移行に向かっていくことになる.GMは、大型な主力車シポLーに

代わってヨーロッパでの販売鉱大を目ざせる小型車を求めて、オースチ

ン、シトロエン、フィアットとの実収交渉を行った末、ドイツのオペル
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社との1929年の契約後、 1931年に同社の完全な所有権を取得した.こう

した展開を通じて、 20年代末には、 GMの世界組織は次のよ うなものに

なっていたと安保氏は言う.

fまず26年の始めには、スローンの指導のもとに前年までに完了して

いた園内組織の一大改革ースタッフとラインの権限と責任の明確化に

よる分礎的統制lという組議原則による再編ーがその国際部面にも及び、

海外グループ内部の前述のような新旧両組織の併存状態が整理された.

そこでは実績にしたがってGM輸出会社が改めてGM海外グループの

段高責任権限を引き受け、社長には引続きムーニーが当った.その下

に、当時主力をなしていた輸出部が各国外組立子会社を従え、またこ

れとは一応)J1Jにボクスホールが属する形で編成され、やがてオペルが

加わることによって、これらイギリス、ドイツの両製造子会社がそれ

ぞれ独自の領域を割当てられ、輸出部と並ぶ地位を占めることになっ

たのである.そのさい、組重量上はここに含まれないカナダ子会社が、

実質的にはいま一つの製造拠点としての位置にあったことも見落とせ

ない.またついでながら、GMの国内市場拡大のー有力手段となって

いたGM販売金議会社が、 25年以後右の海外組織とは独立に広範な国

外支庖や子会社の組織を作り始め、輸出増に一役買ったことを付け加

えておこう (26年には輸出部関係の約50%を金融した). J l..!) 

こうした分権型組織を通じたGMの輸出増が1920年代末に特に大きかっ

た分だけ、世界恐慌による議ち込みは、同社の方がフォードより大きかっ

た.しかし、その後のヨーロッパでの回復によって、国外生産では31年

以後一貫してフォードを上回った.30年代的な国際環境の下でGMは、

ヒトラ一政権の下でのオペル社の売上での成功に典型的に見るように、

分権型の海外組織を利用した安定した活動実績をあげたと言いうる.

以上、フォードとGMとの比較分析の結果を、安保氏は次のように総

括する.

『以上の2大自動車企業の経験は、それぞれかなり対照的なコースを

たどりつつも、殺間期を通じて、ともかく世界的なモータリゼーショ
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ンに対応じうる組織と活動形態が確立されていったことを示しており.

それが第一次大議後におけるよう不他的な多L国語化の1Ji4的枠組とな

るのでゐる.そりるい、縁取るしい泊云の長減ゑT77. _:(二与q~)); 長モ

η深刻な試行銭設があった点は‘示峻と教訓に富む.同社l立、周知の

そ只 nA十 噛均r.l肉の令 てきょI1事 え-，・ 、JtJ{lJ 1'，ハ斗 梅酒1'，ごさ'cnでいどが 子日

際部面ではすでに30年代に事実上そうした方向に進んて・いたJ点が注目

される u 巨大企業における分権化の契機は凶際i偏においてより強〈あ

らわれてくるといえよう.他方GMは、多分にその事業体の成り立ち

に由来する柔軟な組織原則をもっていたがゆえに、比較的巨匠僚なしに

適応しえたといってよい.

ここで両者の;対比において興味あるのは、20年代末以後の両社の集

権と分権の関係が『所有』と Z経営』に関してほぼ逆になっているよ

うに思われる点である.すなわち、フ才一ドの r28年プラン』に具体

化された方向は、 j彰式面において禄式所有の分散化 時地化を悶りな

がら、しかし生産、販売など現地における経営の実質的に重要な部分

についてはなお基本的にはデトロイトと同じ方法を踏襲するものであっ

た.よれに対してGMの局合、その資金的主主裕の大きさもあって、あ

らゆるE国外寺会社について 100%所有支配を貫きながら、ーそれらの経

営実質に関しては可能なかぎり現増企業とじての分権的活動形態を追

求したのである.もちろん、緩会社にとフ丈，それぞれァ長一短がある

うが、 GMの方向がより賢明であったことは明らかである.

このGMの場合にも、 『分権』の契機はよく生かされた反面、 r統

制』の契機は利濁送金規舗などによって部分的に制約され、最終的に

は大戦によって一時完全に否定された点は留保されねばならない.犠

後には後者の餅約は形式上は大幅に緩和されたが、実質的には別の形

で強められている面もあるように思われる.いわゆる発展途上諸国ゃ

ある時期までの日本などにおける投資(条件)鑓輔の問題があるだけ

ではない.外資涜入を自由化している資本主義諸国においても、 『現

地化』が有効性を発揮して 、生産、 投資、販売政策の意志決定過程な
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どにおいて、少なくとも軽量能面で在外子会社の自主性が強まり、本社

が事実上それを追認するという場面が多くなれば、それだけ本社組織

の指揮統制権限は形式化したといわなければならないからである. J 

I S (1) 

この総括で対比される、フォードと GMとの多国銭的展開は、我々が

既に資本の内古都組織論において展開した、内部組織の中心的資本家によ

る、資本家たちの協力と競合の関係の統絡の二つの在り方を想起させる.

まず、中心的資本家は、自らの下位の活動主体に統制iを加えつつ、地位

の向上や利潤分配を通じた誘因を与えることによって、統一された資本

意志に従わせようとするのであった.この方式が徹底されるところでは、

中心的資本家による下位の資本家に対する独裁的な支配が行われること

になる.しかし、資本の内部組織が形成されるそもそもの要因としては、

協力によるま主体としての利潤の噌大だけではなく 、協働関係を通じて自

らの資本家的カ能をより完全に発揮する欲求も含まれているのであった.

中心的資本家も、下位の資本家に相対的に自由な判断と行動を認めてや

ることによって、より十全に構成主体のカ能を引き出すことができるの

であれば、進んでより分権住の強い内部組織を編成するであろう.かく

して、資本の全体的方向性の決定は中心的資本家が行いながらも、各部

署や各支所の資本家が一定の自由度を与えられて活動する組織形態が作

られるのであった.国境を越えた活動を行う多国籍企業のように、空間

的に分断された状況で、しかも統一された利潤追求を行わなくてはなら

ない場合、各ll!!域での自立的判断・行動を許す内部組織の方が、多くの

場合に望ましいのであって、 GMの相対的な成功は、こうした原理的な

基礎づけを持つものであると言えるのである.

第6節 資本主義の空間性と閣外直接投資

資本家のl1J濁追求行動に導かれる種々の緩演活動は、常に時間と空間
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の中でffわれていることは言うまでもない.しか仁、時間性・空間性と

いう沼i約とそれを乗り艦えることが、経済に車両たな31r~をらたらす望書図

1 とならない操り、それらは原理的な諭埋展闘の中で開題ιきおることはM ・
ない。こう Lた意味で、資本主J主の宅問併がl京R型的に問題とされるのは、

一- ..... . 凶
... --_ :....句 、ー '..-， _" '1 --:. ，._ __， . ~‘ u 

-'~ L' I~ _ ._.~ _.い "ー、一，，~ J_":・4 、_.4.JrJ .... ，')・.....1......・-' 、-w_; .. ~ . -I，. 

木主義の空間牲とは、まず第ーに、:?l1空幣の蛾送に草書送手段斜や保険軍司、

さらに、治i差苅↑問中古燃が拘束されることによる猿会費用がかかるこ と

である。また、第二に、資本主義経済が情報的に相対的に切断された複

設の経演習に分割jされることである.こうした、凶有の意味での空間性

が漢入されてくると、二つの経済圏の関では.生産資源や労働力の分市

の地域住や、相対的な情報隠穫による生産技術の差異によって、ある程

度の生産費格廷が生じてくること になる 。産業資本や商業資本は、この

格差を利用してがi濁率を高めるために、閣間貿易を開始するであろう.

貿易の関飴が経済湿の特定商品への特化の傾向をもたらすこと になると、

閣閣の移出入規模はー緩噌大していく。

だが、国間貿易;立、 f均琵型的に削減が不可能な商品移送費用に1m.tて、

金貨幣の輸送費用を資本家に課すことになる.しかも、二つの経済閣は

情報の爾で格対的に隔躍されているからf両経済慣の銀行綴織は穂互に

断絶ビておりJ僧経済圏の主体の発行じだ約束手形の柄引にはよ般には ゐ

応じられないι日割引に応じでもそれだけでは手形期日まごなには貨幣現
送費用が発生してしまう.だが、約束手形の割引がたびたび求められ、

銀行資本が両経済鶴岡で相互に債権と債務が交叉し合「ていることに気

づけば、 手形を割引いた上て'棺手経済圏向けの債務と相殺し、金現送費

用を節約しつつ利主主をあげる行動を展開するようになる.その渇合の手

形は、約束手形の形式から、はじめから自経済閣の資本家の連帯保証人

とし、他圏向けに支払いを指図する為替手形へと転化していく.同一経

済閣の銀行資本の間で、より効率的な相殺を求めて手形の交換が行われ、

それに産業資本や商業資本が加わると 、いわば本源的主主替市場が成立す

ることになる.本源的為替市場は、~信手形のディーラー業務、プロー
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カー業務に専業化した為替業資本が登場し、投機伎を苧んだ活発な活動

をすることによって流動性を高め、発展していく.発展した2){幸市場で

は、 二つの経済圏の間の為轡相場が、両祭器苦闘問書主体での支払い差額に

よって決められるようになり 、相場それ自体がそれぞれの後涜留の主涜

銀行券同士の交煉比率としての意味を持ってくる.こうなると、資本家

の利潤計算にとって、それぞれの経済閣の貨幣が同ーの金単位で計られ

ることが不都合になって、経涜簡に独自の貨幣呼称が生じてくる. 復

数経済閣が園間貿易で結びつけられるようになれば、各圏の資本家は生

産過程の拘束から相対的に自由な長期牲の遊休資金を、自図の諸資産だ

けではなく、他閣の、より奴益性の高い預金や土地、稼式に役下し、短

期的な資産指成の変更によって購買e力をま量持しつつ、収益をあげること

ができるようにもなる.つまり、その段階になると、種々の呼称を持っ

た銀行券が存在し、経涜主体はそれぞれの貨幣で資産を持ち、組み合わ

せを変えることによって蛾買力を維持することが可縫となるのだから、

銀行券が金とのえ換によってその価値を保証される必要は必ずしもなく

なる.銀行券を発行する銀行としては、Jt換準備の拘束が無い方が望ま

しい訳だから、ここに銀行券の不換化が実現することになる.銀行券が

不換化されると、為替市場の変動は原則的に上下の制限が無くなり、大

幅なものとなる.相主誌の無限定な変動は為替リスクももたらすが、同時

に相場変動をにらんだ行動によって大きな為替差益をあげるチャンスも

与えるのだから、圏外の資産への資金投下とその取引はますます活発化

し、貿易による風間の支払い差額の影響を越えて、資産取引に伴う園間

の資金移動が相場を決める要因ともなる.

以上、資本主義の笠間性の導入によって生じる複数経済閣の闘での交

易の発生から、為替手形と為替市場が展開され、やがて銀行券の不換化

がもたらされることを見てきた.しかし、園間貿易を生じさせる各圏で

の生産資源・労働力の分布と生産銭術の差異は、資本家が自らの生産活

動の喝を鴎外に移す誘因ともなりうるはずである.しかるに、これまで

のところ、資本家の複数経滋固にまたがる活動が設かれなかったのはな

ぜであろ弓か"ぞれは、主ず 汗オ，~*がE砲でEいる終ììr~ を探れて I~巨費へ

移ることを寸えるとしても、 Z正仔の生産ーを完全に停止し.生産品織を移

却したつ、他幽ーで新たな労働省ーを履いー瀬古こな以引関係を形成すふのに d

~ ，-t ，~大なìl'fFIがかかり‘イI形 格形の托!'たを1ド勺ことから‘その'是.f¥i:止
"'-".ι 
ー巴 『

1'，" ..，‘"' 
，一 、・"

収銭が!t!H寺できみならば話は月11であるが 現住いる筏清陵!に比較して、
l ~_lf~ ! に つし・て :(t，ド'主じjf倒的に わ寸‘かた併号JLかど平たといため ニリ
したUftt，与を形成することは、やはり集大な情報収集費用をかけない限り

不ωlf危なのである，かくして、資本てまが他国に活:助の土もを移すこ と、さ

円に l主、 1世 I裂に士た刀~~て z苦手h寸ーゐ二と』主-" i"&:a~iこ』手ありえ ;~t い といー、

ことになるのである，

それでは， Jl.¥;l<の企業の多国E蓄財j展開を分析するf理論的てと基準をl目Ifljj

aにおいて明らかにすることはできないのだろっか.それは、孜々がす
でに，示唆して喜たよコに、え本組織を媒介とするこ とμよって可能とな

る。資本組織の基礎となる長矧的収引や資本集りjは、取引相手との間で、

あゐいは集団内0);;者資本との閉で、互いに必契T.tI!t門情報壬提供'..-あう

ことによって長期的な革新活動による利益をあげるために形成される.

こうした資本組織の展開は、ある程度継続的な取引があれば、経済閣を

異にする主体の閣でも問題なく可慌であおfそれぞれ援演閣を異にする

資本家は.それぞれが必要とする相手経涜閣の情報を受け取り、自らの

資本家的活動の必要な革新を行っていくことになる.それらの資本家の

|間に支配 ー従属関係が、 1章式保有による資金提供意志の表示を媒介とし

つつ導き入れられる と、資本系列が複数経演回にまたがって形成されて

いく.この系列関係が一層強まり、系列の中心となる経済簡の資本家の

判断と指搬に他閣の系列内資本家が従コようになれば、後数経t高閣にわ

たって運動を行う資本形態が成立することになる.これこそ、多国湾企

業の原環的規定に他ならない.複数経済閣にまたがる資本は、:資本家の

l剥人的カ能の縞完関係によって結合をま在持しつつ.距離的 ・情報的に相

材的に隔離された各l通の織成資本家のある程度自立がjな判断と行効を詐
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'ifして複合的な運動を展開していく。もちろん、経済状況によ「ては、

フォード型の集権的な複数経済図的展開が有効な場合もあるが、逆に、

より -1留の分権化を、資本系列的な関係へと規定関係を緩めることで行

う必要がある場合もある.従って、緩数経済閣にまたがる資本形患では、

一般的には 、 続可~I と誘因の体系によ「て統一性を維持しつつも 、 各1苫成

資本家の臼立的和II!frと行動とを許容するような内部組織編成にならざる

をえないと恩われるのである.以上を方法論的な視点からまとめるなら、

多国籍企業論ないしは直後投資論を原理的に展開するには、原理論の基

礎部分のそれとして完結した展開のために暗黙の内に諜されていた二つ

の方法論的限定、すなわち、間有の意味での空間牲と、 株式市l度の展開

による所有制度の部分的乗り越えについての議論を保留しておくという

操作、を解除することが必要だということになるのである.

こうして、資本主義の空間牲と資本組織論の展開とを組み合わせるこ

とから、多国籍企業の原理的規定を与える我々の方法に対しては、経済

の医l際的関係の発展によ って、複数経済閣の相対的隔絶は問題とならな

くなるのではないかという反論が予想される.これについては、安保哲

夫氏の次のような認識を以って答えることができるであろっ.

「しかし国境を越えた事業活動にあっては、一般的には鼠もオーソド ッ

クスな製品輸出が先行し主要な形態をなすことが多いし、たんなるラ

イセンス供与による方法もありうるから、対外直援投資による子会社

形態が特別の重要性を獲得するにいたる積極的契機としては、進出相

手方との関係でそれが直接間接に強制iされる側面がとくに重視されな

ければならない.そのうち、労働を含む生産諸要素の供給条件や輸送

コストの差は、国内の地主長格差と程度の遣いともいえるが、それらと

は別に、対外通商政策、貌指|などの国家的政策や制度から生活慣習な

ど文化的社会的相違といった、まったく異質な環境に適応するという

F現地化』の要請が決定的役割を課すと考えられる.制度的にも実質

的な活動内容の面でもまず現地企業としてありながら、そのうえでそ

れらが、本国親会社の指揮統制に従うグローパルな文字通り多国湾企

-22，1-

零組織の有機的一環をなすというかたちでのみ、世界的企業の持続的

発展の条件が保証されるのである。

L・ょうした画境による企業の量基盤支配者量段、の制約は、・n緑町官民いι
;工、一間的規模を滋えた'f_i窄すjを擁するにいたった資本主主が、いぜ

' ー 一..-~~I '.1 r." ム・-_ ーへ '" 司 、 h ・ヘ ~t _.' '!ーt " _:ーニ~"" .，.ヒ: ピ 1 

-_、_-， 、一 一 "、一ー .1 _ <:. ー'ー

この悶境の号警は現代にいたってますます強化されてきた、という矛盾

に由民している ω もちろん30年代の凶京 E22がJf'¥iピH立、t!t'll-議j斉漏成

の過渡的な構造的不安定性とその帰結たる世界恐慌によって特殊に増

幅されたものであったにして b、第一次大戦前後から明際にかたちを

とるにいたる近代ナショナリズムの鴻涜のなかでは、まったく実例の

現象とはいえない.経済ナショナリズムといわれる国家主義的経済政

策は、相次ぐ世界戦争や労働運動と社会主議の始頭、福祉国家の貸主号、

さらにはファシズムにさえ媒介されて、ますます強化され、新興発展

主主よ諸国へら急速に広がってきた。柊三Zでふれるように、第二次'ス議

後の一時期そうした傾向が緩和される面がみられたものの、長期をとっ

てみれば、資本主義企業としてはそのような制約を不可避の生存条件

とみなさざるをえなくなったとみるべきであろう.. J 152) 

我々の言う資本主義の空鹿住に含まれる情報の相対的隔絶にはF国境

ー に集約される国家の棒績を原想的な概念Eじて議み換えた意味ち含まれ

ていたのであった.そして、その空間性に基づく原理的な論理展開を韮

底においてこそ、 「一方でますます多様な現地企業になりきりながら、

他方 I企業組織としては、グローパルな有織的連日号をもちつつ全体的な

謁整と統制を図っていかねばならない、緊張に満ちたダイナミックな存

在 JI S 3 1である多国籍企業の本質規定を明らかにすることができるので

ある.
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